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第１章 はじめに 

 

１．検討の経緯・背景 

 

 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東西」とい

う。）は、２００８年３月３１日に次世代ネットワーク（Next Generation Network。以下

「ＮＧＮ」という。）の商用サービスを開始した。 

 

 ＮＧＮは、従来の回線交換網（Public Switched Telephone Network。以下「ＰＳＴＮ」

という。）が有する高い信頼性とＩＰ網が有する柔軟性の両立を基本理念として通信

事業者が構築・管理するＩＰ技術を活用した通信網であり、近年、ＰＳＴＮからＩＰ網へ

の移行が進展する中で、今後我が国の基幹的な通信網としての性格を有することが

想定されるものである。 

 

 このため、競争事業者が、ＮＧＮを利用して創意工夫を活かした多様なサービスを

遅滞なく提供可能な環境を整備することが、公正競争の確保や利用者利便の向上

を図る観点から重要であることから、ＮＧＮの商用サービスの開始に先立ち、情報通

信審議会において、ＮＧＮの接続ルールの在り方が審議された。 

 

 ２００８年３月の情報通信審議答申「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方

について」(以下「３月答申」という。）においては、ＮＧＮの接続ルールに関する基本

的枠組みとして、 

１）ＮＧＮ及びひかり電話網を第一種指定電気通信設備に指定すること 

２）ＮＧＮ等について、収容局接続機能、ＩＧＳ接続機能、中継局接続機能、イーサ

ネット接続機能の４つの機能をアンバンドルすること（これに合わせて、地域ＩＰ網

についても、従来の収容局接続機能に加えて、新たに中継局接続機能をアンバ

ンドルすること） 

が必要であるとの考え方が示されるとともに、 

３）ＮＧＮに係るアンバンドル機能の接続料算定には、ＮＧＮの費用を複数の機能

に配賦するためのコストドライバの検討に一定の期間が必要であることから、イ

ーサネット接続機能以外の機能については２００８年度まで、システム改修が必

要なイーサネット接続機能については２００９年度までは、コストに適正利潤を加

えた事業者間均一接続料の適用を猶予すること 

が適当との考え方が示されたところである。 

 

 上記ＮＧＮの接続ルールの基本的枠組みは、次章以降の検討の経緯・背景となる

ものであるため、本項において、それぞれ概略を述べることとする。 
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（１）ＮＧＮ及びひかり電話網の第一種指定電気通信設備への指定 

 

 電気通信事業者に対する接続ルールとしては、すべての電気通信事業者に対して

課される接続の応諾義務と第一種指定電気通信設備1を設置する事業者に対して課

される特別な接続ルール（いわゆるボトルネック規制）2が存在する。 

 

 このため、ＮＧＮの接続ルールを検討するに際して、まずはＮＧＮが第一種指定電

気通信設備に該当するか否かが問題となったが、３月答申では、以下の理由から、

ＮＧＮは、第一種指定電気通信設備に指定することが必要との考え方が示された。 

 

１）他事業者が構築したネットワークを利用してサービス提供を行うビジネスモデルを

採用するＦＶＮＯ（Fixed Virtual Network Operator）にとって、ＦＴＴＨサービスやひか

り電話に占めるＮＴＴ東西のシェアが７０％を超える状況にあること等から、利用の

公平性が確保された形でのＮＧＮの利用がその事業展開上不可欠であること 

２）固定電話網やＩＰ網などネットワークを自ら構築し保有しているＦＮＯ（Fixed 

Network Operator）にとっても、未だＮＧＮと同様のネットワークの商用開始時期が

未定である状況やＮＧＮとどの程度代替性を有するか判断できない状況では、上

述のＮＴＴ東西のシェア等にかんがみると、利用の公平性が確保された形で、自網

とＮＧＮが接続可能であることがその事業展開上不可欠であること 

３）ＮＧＮは、光ファイバ回線のみをアクセス回線とする中継網であるが、メタル回線

をアクセス回線とする中継網と異なり、ＮＴＴ東西の FTTH ユーザは、中継網として

ＮＧＮ以外の他事業者網を選択できない状況にあることから、メタル回線をアクセ

ス回線とする中継網に比して、他事業者にとっての事業展開上の不可欠性等が

一層高まるという特性を有していること 

 

 また、ひかり電話網については、情報通信審議会答申で、集合住宅向けルータは

２００４年７月、戸建て向けルータは２００５年１月にボトルネック性がないとされたこと

を受けて、ともに第一種指定電気通信設備の指定対象外とされていたが、３月答申

では、以下の理由から、ひかり電話網も、第一種指定電気通信設備に指定すること

が必要との考え方が示された。 

 

１）ひかり電話網が第一種指定電気通信設備の指定対象外とされた２００４年度当時

                                                 
1 第一種指定電気通信設備に該当するか否かは、①都道府県ごとに、全加入者回線の過半数を占

める加入者回線を設置する電気通信事業者の加入者回線及びこれと一体的に設置される設備であ

り、かつ、②当該電気通信設備との接続が、他の電気通信事業者の事業展開上不可欠であり、また、

利用者の利便性確保の観点から不可欠であること、との基準に基づき、市場動向等を勘案しながら、

個別具体的に判断。 
2 主に、①接続約款の作成・公表義務（認可制）、②接続会計の整理・公表義務、③網機能提供計画

の届出義務の３つの接続関連規制が課されることとなる。 
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と比較して、２００７年６月時点で、ＩＰ電話全体に占める０ＡＢ～ＪＩＰ電話の番号数

の割合は２％から３３％に上昇し、また０ＡＢ～ＪＩＰ電話市場に占めるＮＴＴ東西の

シェアは３％から約７５％に飛躍的に上昇したことから、非指定当時と比較して、ひ

かり電話網は、他事業者にとって事業展開上不可欠となっていること 

２）ひかり電話網は、第一種指定電気通信設備に指定されていないため、その接続

料は相対で決定されているが、接続事業者からは、公正競争確保の観点から、コ

ストに適正利潤を加えた事業者間均一の接続料設定を求める意見が示されたこと 

３）ひかり電話網は、光ファイバ回線をアクセス回線としており、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨユ

ーザは、中継網としてひかり電話網以外の他事業者網を選択できないことから、

他事業者にとっての事業展開上の不可欠性等をより一層高めると考えられること 

 

（２）設備・機能の細分化（アンバンドル） 

 

 アンバンドルとは、他事業者が、第一種指定電気通信設備を設置する事業者の設

備・機能のうち、必要なもののみを細分化して使用できるようにすることである。接続

料は、アンバンドルされた機能ごとに設定することとされていることから、第一種指定

電気通信設備に指定されても、当該設備に係る機能がアンバンドルされなければ、

接続料を設定する必要はないこととなる。 

 

 アンバンドルについては、ＮＴＴ東西に過度の経済的負担を与えることとならないよ

うに留意しつつ、他事業者の要望があり、技術的に可能な場合は、アンバンドルして

提供しなければならないのが基本的な考え方であるが、３月答申では、これに加えて、

ＰＳＴＮとは異なるＩＰ網の特性を踏まえつつ、既存サービスの継続的な提供及び将

来出現するサービスの芽を事前に摘むことがないように配意して検討が行われた。

その結果、以下の理由により、収容局接続機能、ＩＧＳ接続機能、中継局接続機能、

イーサネット接続機能の４機能をアンバンドルすることが適当とされた。 

 

１）収容局接続機能 

 

 収容局接続とは、他事業者が自らアクセス回線を調達し又はＮＴＴ東西からアク

セス回線を借りた上で、当該回線をＮＴＴ東西の収容局の収容ルータに接続してＮ

ＧＮを利用する形態を主に想定したものである。 

 

 地域ＩＰ網では、これまで収容局接続による競争事業者の接続実績はないが、今

後、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの移行が進展する中で、アクセス回線での設備競争・サー

ビス競争の激化が想定され、それに伴い、他事業者が自ら調達したアクセス回線

等を収容ルータに接続する形態が増加することも想定されること等から、他事業者

の要望も踏まえ、収容局接続機能をアンバンドルすることが当面必要とされた。 



4 

２）ＩＧＳ接続機能 

 

 ＩＧＳ接続とは、固定電話や携帯電話など電話サービスを提供する事業者が、自

網をＮＴＴ東西の関門交換機（ＩＧＳ：Interconnection Gateway Switch）に接続してＮ

ＧＮ又はひかり電話網を利用する形態を想定したものである。現時点では、ＮＧＮ

のひかり電話ユーザによるＮＴＴ東西間の通話が中継局接続の形態で行われてい

るほかは、ＮＧＮ又はひかり電話網のひかり電話ユーザと他事業者の電話ユーザ

との間の通話は、ＩＧＳ接続の形態で行われている状況にある。 

 

 ＩＧＳ接続機能については、０ＡＢ～ＪＩＰ電話市場の位置付けや当該市場における

ＮＴＴ東西のシェアが飛躍的に高まる中で、他事業者からは、ひかり電話網の接続

料が相対取引で決まっているため、相手側事業者によって接続料水準が異なって

おり、公正競争上大きな問題となっているとの意見が示されたこと等を踏まえ、ア

ンバンドルすることが必要とされた。 

 

 なお、ひかり電話網は、中継ルータから順次ＮＧＮ用の高機能ルータに置き換え

が予定されるなどＮＧＮとの一体性が高いこと等から、ＮＧＮのＩＧＳ接続機能とひか

り電話網のＩＧＳ接続機能は、それぞれの費用と需要を合算して同一の接続料を設

定することが適当とされた。 

 

３）中継局接続機能 

 

 中継局接続とは、他事業者が自らのＩＰ網をＮＴＴ東西の中継局のゲートウェイル

ータ（関門ルータ）に接続してＮＧＮを利用する形態を想定したものである。現時点

では、ＮＴＴ東西のＮＧＮ同士のみが、当該形態で接続している状況にある。 

 

 中継局接続機能については、類似の形態であるＮＴＴ東西の地域ＩＰ網同士を接

続したＩＰｖ６サービスでは、接続料を互いに支払っている状況にあること、また今後、

ＰＳＴＮからＩＰ網へとネットワーク構造が変化する中で、ＮＴＴ東西以外のＩＰ網との

中継局接続やＩＰ電話サービス以外での利用形態も増えていくことが想定されるこ

とから、アンバンドルすることが必要とされた。 

 

 なお、上記ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網同士の接続は、これまで収容局接続の形態と整

理されてきたが、当該接続は、地域ＩＰ網のゲートウェイルータで互いに接続するも

のであることから、中継局接続の形態に整理替えすることが適当とされるとともに、

地域ＩＰ網についても、中継局接続機能をアンバンドルすることが必要とされた。 

 

４）イーサネット接続機能 
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ＳＩＰ
サーバ

収容
ルータ

網終端
装置

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
変換装置

収容
ルータ

収容
ルータ

収容
ルータ

収容
ルータ

中継
ルータ

他事業者
接続用ﾙｰﾀ

ＳＩＰ
サーバ

ｵﾌｨｽ
ﾕｰｻﾞ等ＣＰ等

網終端
装置

他事業者
接続用ﾙｰﾀ

中継
ルータ

ＩＳＰ 他事業者網

ＩＧＳ

中継
ルータ

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
変換装置

ＩＰ電話、TV電話

収容
ルータ

ｺﾝﾃﾝﾂ配信等

ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型ｻｰﾋﾞｽ等

ＩＳＰ接続
ＩＰ電話、TV電話等

UNI

【凡例】

：既存設備

：新たな設備（高度化・大容量化）

NNI

NNI NNI

NNI

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

新規Ｂフレッツ
ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ｺﾝﾃﾝﾂ配信等 IPｖ６ﾍﾞｽﾄ
ｴﾌｫｰﾄ

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

収容
ＳＷ

収容
ＳＷ

新規イーサ
ユーザﾞ

新規イーサ
ユーザﾞ

＝ UNI ＝ UNI

中継
ＳＷ

他事業者
接続用ＳＷ

他事業者網

地域ＩＰ網 ひかり電話網

収容
ルータ

ＮＧＮ

（ＧＷルータ） （ＧＷルータ）（ＭＧ） （ＭＧ） （ＧＷ-SW）

収容局接続機能
のアンバンドル

イーサネット接続機能
のアンバンドル

ひかり電話の
アンバンドル

ＩＧＳ接続機能
のアンバンドル

中継局接続機能
のアンバンドル

NNI

UNI/SNI NNI

収容局接続機能
のアンバンドル（済）

中継局接続機能
のアンバンドル

NNI

 イーサネット接続とは、他事業者が自らのイーサネット網をＮＴＴ東西の中継局の

ゲートウェイスイッチに接続してＮＧＮを利用する形態を想定したものである。 

 

 イーサネット接続機能については、ユーザのネットワーク全体を単一の事業者が

一括して提供することが望ましいという特性があること、また今後イーサネットに係

る需要の高速化が想定されることにかんがみれば、ＮＴＴ東西が、従来の県域を越

えた県間のサービスに進出するに際しては、公正競争の担保措置が必要であり、

競争事業者からの要望があれば、アンバンドルすることが必要とされた。 

 

 ただし、通信対地ごとに論理チャンネルを選択するＣＵＧ（Closed User Group）タ

イプには、接続料設定に係る技術的問題があることから、通信対地ごとに論理チャ

ンネルが定まっているＰＶＣ（Permanent Virtual Circuit）タイプについてアンバンド

ルすることが必要とされた。 

 

【図：ＮＧＮ等のアンバンドル機能】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．接続料算定に係る法令上の枠組みとＮＧＮの接続料算定に係る課題 

 

 上述のように、３月答申では、収容局接続機能、ＩＧＳ接続機能、中継局接続機能、

イーサネット接続機能をアンバンドルすることが必要とされた。また、接続料の算定

方法としては、少なくとも接続会計におけるＮＧＮの扱いが未確定である２００９年度

接続料までは将来原価方式での算定が適当とされたことから、当該機能については、

本来であれば、速やかに将来原価方式で算定したコストに適正利潤を加えた事業者

間均一の接続料を設定することが必要となる。 
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 しかし、当該機能の接続料算定のためには、ＮＧＮ等の設備コストを各機能に配賦

することが必要となり、そのコストドライバの検討には一定期間要することから、３月

答申では、イーサネット接続機能以外の機能については２００８年度まで、システム

改修が必要なイーサネット接続機能については２００９年度までは、コストに適正利

潤を加えた事業者間均一料金を適用しなくてよいこととされた。 

 

 ＮＧＮの接続料算定に係る個別の論点は、次章以降詳細に検討するが、ここでは、

検討の前提として、接続料算定に係る法令上の枠組みを示すとともに、暫定的な接

続料を認める要因となったＮＧＮの接続料算定に係る課題を既存のネットワークとの

差異に着目して記述することとする。 

 

（１）接続料算定に係る法令上の枠組み 

 

 第一種指定電気通信設備のアンバンドル機能の接続料については、電気通信事

業法（昭和５９年法律第８６号）第３３条第４項第２号で、「能率的な経営の下におけ

る適正な原価を算定するものとして総務省令で定める方法により算定された原価に

照らし公正妥当なものであること」とされている。 

 

 「能率的な経営の下における適正な原価」の算定方法は、接続料規則（平成１２年

郵政省令第６４号）に定められており、具体的には、①第一種指定設備管理運営費、

②他人資本費用、③自己資本費用、④利益対応税の合計額を加えて算定すること

とされている（第８条第１項）。一般的に、①が設備コスト、②～④までは適正利潤と

呼称され、当該条項に基づき、第一種指定電気通信設備を設置する事業者の接続

料は、コストに適正利潤を加えた事業者間均一の接続料であることが必要とされる。 

 

 ①の設備コストは、実際費用方式（実績原価方式3又は将来原価方式4をいう。）で算

定する場合は、接続会計において第一種指定設備管理部門（以下「管理部門」とい

う。）に整理された費用に基づき算定することになるが、接続会計では、設備単位（設

備区分ごと）に費用が整理されるに過ぎない。このため、接続料の設定単位である網

機能単位で設備コストを算定するためには、関係する接続会計の設備区分から更に

配賦を行い、網機能単位に設備コストを集約するプロセスを経ることが必要となる。 

 

 この接続会計の設備区分から網機能単位の設備コストへの集約は、接続料の認

可申請の添付資料である網使用料算定根拠の中で行われることから、この意味で、

設備コストの算定は、接続会計と網使用料算定根拠が相まって行われるものである。 

                                                 
3 前年度の接続会計で整理された費用・資産等に基づき、接続料を算定する方式。 
4 新規かつ今後相当の需要増加が見込まれるサービスを提供する機能等について、接続会計で整

理された費用・資産等を基盤として合理的な将来の予測に基づき接続料を算定する方式。 
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営業費

運用費

施設保全費

共通費

管理費

試験研究費

研究費償却

減価償却費

固定資産除却費

通信設備使用料

租税公課

端末系伝送路
（電気信号の伝
送に係るもの）

第一種
指定設
備管理
部門

主配線盤（電

気信号の伝送
に係るもの）

・・・

・・・

・・・

指定外県内伝
送路

第一種
指定設
備利用
部門

・・・

営業費

運用費

施設保全費

共通費

管理費

試験研究費

研究費償却

減価償却費

固定資産除却費

通信設備使用料

租税公課

電気通信事業会計 接続会計

電気通信事業会計の損益計算書の営業費用について、
接続会計において管理部門・利用部門の設備区分に帰属

設備区分

■実際費用方式（実績原価方式・将来原価方式）の場合

網使用料算定根拠

実
績
原
価
方
式

将
来
原
価
方
式

■接続会計に設備区分が未整理の場合

●
●
機
能

×
×
機
能

対象設備等に係る
「設備区分別費用明細表に記載さ
れた費用」の額を基礎として算定

（接続料規則§9）

対象設備等に係る
「設備区分別費用明細表に記載さ
れた費用」の額及び通信量等の実
績値を基盤として、合理的な将来の

予測に基づき算定
（接続料規則§9）

類似機能に係る

第一種指定設備管理運営費(①)
（減価償却費相当額を除く。）

×

対象設備等の
取得固定資産価額

①の算定の対象となる設備の
取得固定資産価額

＋

対象設備等の
取得固定資産価額

対象設備等の
残存価額

－

法定耐用年数

保守運営費相当コスト 減価償却費相当コスト

 また、②～④の適正利潤については、電気通信事業会計・接続会計で整理された

電気通信事業固定資産等を用いてレートベースや貯蔵品等を設定することによって

算定するが、当該算定は、設備コストとは異なり、網使用料算定根拠の中で行われ

るものである。 

 

 なお、接続会計に接続料算定の対象となる機能に係る設備区分が整理されていな

い場合は、当該機能に係る設備コストは、当該機能に係る設備の取得固定資産価

額をベースとして、保守運営費相当コストや減価償却費相当コストを算出する網改

造料の算定式に基づき算定することとされている（接続料規則第１０条）。 

 

【図：接続料算定に係る法令上の枠組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＮＧＮの接続料算定に係る課題 
 

 ＮＧＮのアンバンドル機能も、上述した接続料算定に係る法令上の枠組みを基本と

して算定することが必要となるが、現時点では、当該枠組みによる接続料算定が猶

予されている状況にある。これは、従来のネットワークと異なるＮＧＮの特性から、１）

費用配賦の基本フロー、２）サービス間の通信量等の差異に起因する「量的問題」、

３）サービス間の品質の差異に起因する「質的問題」が課題として生じるためである。 

 

１）費用配賦の基本フロー 
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 従来のネットワークは、音声系や映像系などサービスの種別ごとに異なるネット

ワークが構築されてきた。この結果、ＮＴＴ東西で言えば、固定電話はＰＳＴＮ、イン

ターネット接続サービスは地域ＩＰ網、ひかり電話はひかり電話網など複数のネット

ワーク（中継網）が、メタル回線や光ファイバ回線といったアクセス回線の上に並存

する状況となっている。 

 

 このため、一のネットワークで複数の機能がアンバンドルされていても、アンバン

ドル機能間の費用配賦は同種のサービス間で行われるものに過ぎず、また一の設

備が複数のアンバンドル機能により共用されることも基本的になかったことから、

従来のネットワークでは、網機能に係る設備コストの算定に際し、コストドライバに

関する大きな問題が生じてこなかったところである。 

 

 他方、ＮＧＮは、一の設備で音声系・映像系等のサービスが混在して提供される

統合型のネットワークであり、アンバンドル機能間だけでなく、一のアンバンドル機

能内でも異なる種類のサービスが提供される。このため、従来のネットワークでは、

網機能に係る設備コストの算定は、設備と網機能の二階梯を観念すれば足りたが、

ＮＧＮでは、適正な費用配賦の観点から、更にサービスの階梯を設けることの要否

など、費用配賦のフロー自体を改めて検討することが必要となっている。 

 

２）サービス間の通信量等の差異に起因する「量的問題」 

 

 ＮＧＮでは、使用帯域の小さい音声系サービス（例：ひかり電話）と使用帯域の大

きい映像系サービス（例：地上デジタル放送ＩＰ再送信向け）が混在して提供される

ことから、単純にサービスごとの通信量等（使用帯域等）をコストドライバにすると、

使用帯域の大きい映像系サービスに多くの費用が配賦される結果となる。 

 

 今後、ＮＧＮでは、その特徴であるＱｏＳ（Quality of Service）確保機能等を利用し

た多様な映像配信サービスの提供が期待されるが、単純に帯域比等をコストドラ

イバとして映像配信サービスに多くの費用が配賦されると、コンテンツ事業者の費

用負担が増大するため、多様な事業者の新規参入を阻害するとともに、当該負担

が利用者料金に転嫁される場合は、市場に受け入れられない料金水準となるおそ

れがある。 

 

 このため、ＮＧＮの接続料の算定に際しては、費用の発生原因に照らした適正な

コストドライバの検討を行うことが前提ではあるが、他方、音声系サービスとの使

用帯域の差異に起因する映像系サービスへの費用配賦の水準にも留意すること

が必要となる。 
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３）サービス間のＱｏＳの差異に起因する「質的問題」 

 

 ＮＧＮでは、ＳＩＰサーバと高機能ルータが連携することにより、ＱｏＳを確保したサ

ービスの提供が可能となる。ＱｏＳ確保という点だけを捉えれば、従来のネットワー

クでも、例えば、ひかり電話網は、ＳＩＰサーバ等を用いてＱｏＳを確保したひかり電

話の提供が可能であり、ＮＧＮ以外にもＱｏＳが確保可能なネットワークは存在する。

しかし、ＮＧＮは、ＱｏＳに関し、従来のネットワークと以下の点で異なるものである。 

 

①従来のネットワークでは、ＱｏＳを確保するサービス、ＱｏＳを確保しないサービ

スのいずれか一方のみが提供されたが、ＮＧＮでは、ＱｏＳを確保するサービ

スとＱｏＳを確保しないサービスが混在して提供されること 

②また、従来のネットワークでは、ＱｏＳを確保するサービスでＱｏＳの程度に差

異はなかったが、ＮＧＮでは、最優先・高優先の差異が存在すること 

 

 このため、ＮＧＮの接続料の算定に際しては、ＱｏＳの有無や程度をどのように網

機能に係る設備コストの算定上反映するかについて検討を行うことが必要となる。 

 

３．検討の基本的視点 

 

 上記１・２を踏まえ、次章以降個別の論点を検討することとするが、その際には、以

下の視点に基づき検討することが適当である。 

 

（１）接続料算定の原則との整合性 

 

 第一種指定電気通信設備のアンバンドル機能の接続料については、上記のように、

各機能ごとにコストに適正利潤を加えた事業者間均一料金を設定することが法令上

義務付けられている。 

 

 ＮＧＮの接続料算定では、従来のネットワークにはなかった新たな課題が生じること

から、これまでにない新たな工夫を講じることが求められる可能性がある。しかし、こ

の場合であっても、例えば、アンバンドル機能全体でＮＧＮ全体のコストを回収すれ

ば足りると考え、各機能の接続料を当該機能のコストと無関係に算定したり、各機能

の接続料を自ら望む水準に算定可能となるように恣意的にコストドライバを設定する

ようなことは、上記のように、コストに適正利潤を加えた接続料算定がアンバンドル機

能ごとに法令上義務付けられていることにかんがみれば、認められるものではない。 

 

（２）費用配賦における直課又は活動基準原価帰属の採用 
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 電気通信事業会計・接続会計においては、サービス別収支や接続料原価を算定す

るためのコストドライバが多数存在しているが、これらは、可能な限り直課5比率の向

上を図り、それが困難な場合は、活動基準原価帰属6（Activity Based Costing）を用

いるという考え方に基づき、これまで設定・見直しが行われてきたところである。 

 

 これまでの接続会計等における費用配賦との整合性等を考慮すれば、ＮＧＮのコス

トドライバの検討に際し、従来の考え方を変更する必要はないため、直課又は活動基

準原価帰属を用いて検討・設定するという考え方を踏襲することが適当である。ただし、

前述のように、ＮＧＮの接続料算定では、サービス別階梯の要否、サービス間の帯域

差や品質差などがコストドライバとの関係で課題となる点に留意が必要である。 

 

（３）ＮＧＮの段階的発展等への配慮 

 

 ＮＧＮは、２０１０年度にＮＴＴ東西合計で光ユーザ約２,０００万契約の概ね半数の加

入が見込まれているが、２００８年３月末に商用サービスが開始されたばかりであり、

本検討の時点では、利用者数も少なく、提供サービスも今後の段階的な拡充が見込

まれている状況にある。 

 

 このため、商用開始後一定期間経過しネットワークが安定期に入れば、接続料の

算定上必要となるデータも、安定的な傾向を示すことが予想されるが、ネットワーク

の発展期においては、年度ごとに傾向が変化することも想定される。従来は、このよ

うな発展期のネットワーク・サービスについては、利用の公平性を確保しつつ、可能

な限り適正な接続料算定を実現する観点から、費用と需要を予測する将来原価方

式等により対応してきたところであり、ネットワークの発展期にあるＮＧＮでも、同様の

対応をすることを基本とすべきである。 

 

 しかし、ＮＧＮの接続料算定の際には、例えば、サービスの使用帯域や同時接続率

など予測に必要となるデータ数が多く、またサービス間の帯域差・品質差など、従来

のネットワークにはない費用配賦上解決すべき課題もある。これらのデータや課題解

決の考え方は、今後の利用者数、提供サービスの内容や利用実態等に応じて変化

する可能性があるため、今回の接続料算定に必要となるコストドライバについては、

今後のＮＧＮの段階的発展等に応じ柔軟に見直すことも視野に入れて検討を行うこ

とが適当である。 
                                                 
5 接続会計の設備区分等に費用を直接帰属させること（ネットワークを効率的に使用するために伝送

路等を複数の階梯・役務で共用している場合、主要設備に直課された回線数比等によって各設備に

帰属させる場合を含む。） 
6 占有面積比、故障件数比など費用との因果性について相当の合理性を有する基準により設備区分

等へ費用を帰属させること 
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第２章 接続料原価算定の基本的枠組み 

 

 接続料は、接続料原価を通信量等で除すことにより算定されるが、接続料原価は、

網機能ごとに「設備コスト」に「適正利潤」を加えて算定されることから、まずは「設備

コスト」を網機能単位で算定する必要がある。 

 

 このため、まず本章では、「設備コスト」を網機能単位で算定するための基本的枠

組みを検討することとする。その上で、第３章では、当該基本的枠組みに基づき、費

用配賦を行うために必要なコストドライバの在り方を検討し、第４章では、接続料の

設定単位や接続料算定に係る課題を検討することとする。 

 

 なお、網機能単位の「適正利潤」については、網機能単位の「設備コスト」の算定と

検討すべき課題は基本的に同一であることから、「設備コスト」の算定に係る検討を

もって代替することとする。 

 

１．配賦の階梯となる設備・サービス 

 

 接続料算定の対象となる網機能は、①ＮＧＮの収容局接続機能、②ＮＧＮ・ひかり

電話網のＩＧＳ接続機能、③ＮＧＮの中継局接続機能、④ＮＧＮのイーサネット接続機

能、⑤地域ＩＰ網の中継局接続機能、の５機能である。 

 

 本章では、上記機能ごとの設備コスト算定に必要な配賦フロー等の確定を目的に

検討を行うが、そのためには、配賦の階梯として設置することが想定される「設備」、

「サービス」の具体的内容を確定することが必要となる。そこで、以下、配賦の階梯と

して設定が適当と考えられるＮＧＮの構成設備と提供サービスの内容を説明する。 

 

 なお、地域ＩＰ網については、３月答申でゲートウェイルータでの接続が中継局接続

と整理されたことに伴い、既にアンバンドルされている収容局接続機能のうち、ゲート

ウェイルータでの接続形態を中継局接続機能として整理替えするものに過ぎないこ

と、またひかり電話網については、設備コストを一体としてＩＧＳ接続機能に帰属させ、

配賦の問題は生じないことから、本項での説明は省略することとする。 

 

（１）ＮＧＮの設備 

 

 ＮＴＴ東西からの報告等を踏まえ、費用配賦の階梯上、ＮＧＮを構成する主要な設

備としては、「１.収容ルータ」、「２.中継ルータ」、「３.ＳＩＰサーバ」、「４.ＧＷルータ（ゲ

ートウェイルータ）」、「５.ＭＧ（メディアゲートウェイ）」、「６.ＳＮＩ収容ルータ」、「７.網終
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端装置（ＶＰＮ）」、「８.網終端装置（ＩＳＰ）」、「９.収容イーサスイッチ」、「10．中継イー

サスイッチ」、「11.ＧＷスイッチ（ゲートウェイスイッチ）」、「12.伝送路」の計１２設備を

設定することが適当である。 

 

 上記設備をサービスとの関係で大別すれば、１～８までは、イーサネットサービス

以外で利用する設備、９～11 までは、イーサネットサービスで利用する設備、12 はす

べてのサービスで利用する設備である。また、ネットワークのエッジ（端）にある設備

か否かで大別すると、「２.中継ルータ」、「３.ＳＩＰサーバ」、「10.中継イーサスイッチ」、

「12.伝送路」はエッジにある設備ではないが、それ以外の８設備は、すべてエッジに

ある設備となる。エッジにある設備は、その設備コストの帰属に関し論点が存在する

が、この点は、本章「４．設備・サービス・機能の関係」で後述する。 

 

（２）ＮＧＮの提供サービス 

 

 ＮＴＴ東西からの報告等を踏まえ、費用配賦の階梯上、ＮＧＮで提供されるサービス

としては、「①フレッツ光ネクスト7」、「②フレッツ・ＶＰＮ（ベストエフォート）8」、「③フレッ

ツ・キャスト（ベストエフォート）9」、「④地上デジタル放送ＩＰ再送信向け（ＱｏＳ）」、「⑤

フレッツ・キャスト（ＱｏＳ）」、「⑥ひかり電話以外の中継局接続サービス（ＱｏＳ）」、「⑦

ひかり電話（高音質等）10」、「⑧ひかり電話（標準音質）11」、「⑨ビジネスイーサワイド
12」の計９サービスを設定することが適当である。 

 

 ＱｏＳの有無・程度と費用配賦の関係は、第３章「３．コスト配賦へのＱｏＳの加味

（質的問題）」で後述するが、まず当該９サービスをＱｏＳの有無で区別すると、ＱｏＳ

のあるサービスが、「④地上デジタル放送ＩＰ再送信向け（ＱｏＳ）」、「⑤フレッツ・キャ

スト（ＱｏＳ）」、「⑥ひかり電話以外のＱｏＳサービス」、「⑦ひかり電話（高音質等）」、

「⑧ひかり電話（標準音質）」の５サービスとなり、残りの４サービスが、ＱｏＳのないサ

ービスとなる。 

 

 また、ＱｏＳの程度で区別すると、最優先サービスが、「⑦ひかり電話（高音質等）」、

「⑧ひかり電話（標準音質）」の２サービス、高優先サービスが、「④地上デジタル放

送ＩＰ再送信向け（ＱｏＳ）」、「⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ）」、「⑥ひかり電話以外の中

継局接続サービス（ＱｏＳ）」の３サービスとなる。 

 
                                                 
7 インターネット接続回線提供サービス 
8 仮想専用線サービス 
9 ビデオンデマンドなどの映像配信サービス 
10 ０ＡＢ～ＪＩＰ電話のうち、高音質電話（７ＫＨｚ）又はテレビ電話 
11 標準音質の０ＡＢ～ＪＩＰ電話 
12 イーサネットサービス 
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 なお、「⑨ビジネスイーサワイド」以外の②～⑧のサービスについては、「①フレッツ

光ネクスト」の契約が利用の前提となる。この意味で、②～⑧は、①の付加サービス

的な位置付けとなっている。また、「⑥ひかり電話以外の中継局接続サービス（Ｑｏ

Ｓ）」は、今後提供予定であり、現時点では提供されていないサービスである。 

 

２．ＮＧＮ設備の設備コストの算定方法 

 

 網機能別設備コストを算定する上では、上述した１２のＮＧＮ設備の設備コストが配

賦の出発台となることから、その算定方法を整理することが必要となる。 

 

 ＮＧＮ設備の設備コストの算定に関しては、①当該算定に、２０１０年度以降接続料

では接続会計を利用できるが、２００９年度接続料では接続会計を利用できない問題、

②既存ネットワークとの共通費についてＮＧＮ設備とそれ以外の設備にどのような配

賦基準で配賦するかの問題が存在する。 

 

 ①の問題については、ＮＧＮは、２００８年３月末に商用サービスが開始されたため、

その費用は、２００８年度の電気通信事業会計・接続会計から整理されることとなる

が、２００８年度接続会計は、２００８年度終了後（２００９年７月末まで）に総務省に報

告・公表されることとなっており、２００８年度終了前に総務大臣の認可が必要となる２

００９年度接続料の算定には接続会計を利用できないことがその要因となっている。 

 

 このため、ＮＧＮ設備の設備コストの算定方法の検討も、電気通信事業会計・接続

会計が利用できる２０１０年度以降接続料とこれらの会計が利用できない２００９年度

接続料に分けて行うことが必要となる。 

 

（１）２０１０年度以降接続料 

 

 ２０１０年度以降接続料の算定の際には、２００８年度の電気通信事業会計・接続

会計のデータを利用することが可能であることから、ＮＧＮ設備の設備コストは、当該

データに基づき算定することが適当である。 

 

 この際、電気通信事業会計で整理された費用は、施設保全費や減価償却費など

の勘定科目単位で整理されているだけであり、ＰＳＴＮや地域ＩＰ網などのネットワーク

区分に応じた整理が行われているわけではない。このため、ＮＧＮ設備の設備コスト

を算定するためには、直課可能なものは直課した上で、ＮＧＮとＮＧＮ以外のネットワ

ークとの共通費については、一定の配賦基準を設けてＮＧＮ設備の設備コスト分に

配賦することが必要となる。 
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電気通信事業会計 ＮＧＮ設備の設備コスト

固定資産と同様に算定
（直接賦課等）減価償却費・

固定資産除却費

（勘定科目又は特別調査により把握）

ＩＰ系保守費

固
定
資
産
額
比

直接賦課

管路ケーブル長比

１.収容ルータ

２.中継ルータ

４.ＧＷルータ

９～11.イーサ装置

７･８.網終端装置

３.ＳＩＰサーバ

６.ＳＮＩ収容ルータ

５.ＭＧ

仕様電力値比等電力設備等

中継線路設備

土木設備

ＮＧＮ
ノード装置

相当

その他ＯＰＳ等 直接又は固定資産額比

施設保全費

管理共通費

租税公課

占有面積比

固定資産額比

当年度取得額比試験研究費

建物経費

12.伝送路（イーサ）

12.伝送路（イーサ以外）
中継線路設備

（ＮＧＮ）

伝送機械設備
（ＮＧＮ）

固定資産額比

支出額比等総務・人事等

伝送機械設備

使用ファイバ
量比

回線数比

 この点について、ＮＴＴ東西からの報告では、例えば、減価償却費は関係する設備

に直課、施設保全費は直課又は固定資産価額比等により、また管理共通費は占有

面積比等により関係する設備に配賦することとしている。これは、電気通信事業会計

で整理された費用について、地域ＩＰ網とＰＳＴＮなどのＩＰ網と非ＩＰ網に配賦する際の

考え方を踏襲したものである。ＮＧＮと地域ＩＰ網でネットワークを構成する設備自体

に大差がないことを考えると、従来と同じコストドライバをＮＧＮとＮＧＮ以外のネットワ

ークの間の費用配賦に用いることは整合的であると考えられる。 

 

 なお、伝送路は、すべてのサービスで共用する設備であり、伝送装置・中継光ファ

イバ・土木設備で構成されるが、当該設備の費用は、基本的に回線数比により、イー

サネットサービスに係る伝送路とそれ以外のサービスに係る伝送路の設備コストに

それぞれ配賦することとしている。 

 

【図：ＮＧＮ設備の設備コストの算定方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）２００９年度接続料 

 

 これに対し、２００９年度接続料の算定は、電気通信事業会計・接続会計のデータ

を利用することができないため、ＮＧＮ設備の設備コストは、会計データを利用する以

外の方法により算定することが必要となる。 

 

 この点、接続料規則第１０条では、接続会計に接続料算定の対象となる機能に係

る設備区分が整理されていない場合、すなわち接続料算定に接続会計を利用でき

ない場合について規定が設けられている。同条では、当該機能に係る設備コストは、

当該機能に係る設備の取得固定資産価額をベースとして、網改造料の算定式により、
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保守運営費相当コストや減価償却費相当コストを算出することにより算定することと

されている。 

 

 これまでも、例えば、地域ＩＰ網の接続料については、電気通信事業会計・接続会

計が整理されていない段階で接続料の算定を行ったが、この際には、上記網改造料

の算定式を用いて算定したところである。当該経緯等を踏まえると、２００９年度接続

料算定におけるＮＧＮ設備の設備コストは、接続料規則第１０条に基づき、網改造料

の算定式を用いて算定することが適当である。 

 

 具体的な算定方法としては、ＮＧＮを構成する１２の設備について、当該設備を利

用して提供されるサービスの契約数等に基づき、各設備ごとの必要台数等を予測し、

各設備ごとの取得固定資産価額を算出する。その上で、当該設備ごとの取得固定

資産価額をベースとして、類似機能の設備管理運営費比率等を用いて、ＮＧＮ設備

の設備コストを算定することとなる。 

 

 なお、接続事業者からは、網改造料の算定式以外の方法として、キャリアズレート

方式やベンチマーク方式の採用を求める意見が示された。 

 

 まずキャリアズレート方式は、当該機能・サービスに係る利用者料金から営業費を

控除することにより、事業者向け卸料金（接続料）を設定する方式である。当該方式

は、利用者料金が設定されているサービスについては、営業費が把握可能であれば

接続料の設定が可能である。しかし、キャリアズレート方式の算定に必要となる営業

費は、そもそも電気通信事業会計のデータがないと把握できないことから、電気通信

事業会計が整理されていない段階で算定する必要がある２００９年度接続料に当該

方式を採用することは困難と考えられる。 

 

 また、提案されたベンチマーク方式は、既存ネットワークの類似機能の接続料をベ

ースとして、ＮＧＮの有する効率性で補正した上で接続料を設定する方式であるが、

ＮＧＮのアンバンドル機能すべてに類似機能の接続料が存在しているわけではない

こと、また補正の際に考慮するＮＧＮの効率性を合理的な水準に設定することには困

難を伴う面があると考えられることから、従来から用いられている網改造料の算定式

に比べて妥当性があるとは考えられない。 

 

３．網機能別設備コストの算定フロー 

 

 接続料原価は、網機能ごとに算定することから、上記の算定方法で算出したＮＧＮ

設備の設備コストは、網機能別に配賦することが接続料算定上必要となる。 
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 既存ネットワークでは、このプロセスは、「ネットワーク設備の設備コスト」→「網機能

別設備コスト」の一段階の配賦フロー概念で対応してきた。これは、主に以下の理由

によるものと考えられる。 

 

１）既存ネットワークは、音声系又は映像系などの同種のサービスのみが提供され

るネットワークであり、ネットワークとサービスが基本的に対応しているため、地

域ＩＰ網はルーティング伝送機能、専用線は通信路設定伝送機能など、ネットワ

ーク全体を一の機能としてアンバンドルすることが通例であり、ネットワークの設

備コストを複数のアンバンドル機能に配賦することが基本的に不要であったこと 

２）また、これまでの歴史的経緯から、ＰＳＴＮでは多数の機能がアンバンドルされ

ているが、ＰＳＴＮは、固定電話にのみ用いられるネットワークであり、アンバンド

ル機能間で費用配賦する場合は、通信時間や通信回数等の共通のコストドライ

バが容易に設定可能であったこと 

 

 接続料算定の適正性・透明性確保という観点からは、接続料原価算定上の配賦プ

ロセスはできる限り簡素である方が望ましい。このため、ＮＧＮにおいても、「ＮＧＮ設

備の設備コスト」→「網機能別設備コスト」の一段階の配賦フローで、適正に接続料

原価が算定可能であれば、当該フローによる算定が適当であると考えられる。 

 

 しかし、ＮＧＮは、一の設備で同種のサービスのみが提供されるネットワークではな

く、異なる種類のサービスが統合的に提供されるネットワークである。また、統合的な

ネットワークであるために、地域ＩＰ網等の既存ネットワークとは異なり、一のネットワ

ークが複数の機能にアンバンドルされている状況にある。更に、アンバンドル機能間

で費用配賦する場合にも、異なるサービスを提供する機能同士で共通のコストドライ

バが容易に設定可能であるとは言えない状況にある。 

 

 このため、ＮＴＴ東西からの報告でも、「ＮＧＮ設備の設備コスト」→「網機能別設備

コスト」という従来の一段階の配賦フローに加えて、新たにサービスを配賦の階梯と

して設定して、「ＮＧＮ設備の設備コスト」→「サービス別設備コスト」→「網機能別設

備コスト」の二段階の配賦フローを前提とする案も示されたところである。 

 

 この点、二段階の配賦フローは、費用配賦を複雑化し接続料算定の透明性を減じ

るおそれはあるが、ＮＧＮは、既存のネットワークとの間で以下のような差異があるこ

とにかんがみれば、接続料の適正な算定を確保する観点を重視して、サービス概念

を配賦の階梯として新たに設定し、「設備→サービス→機能」の二段階の配賦フロー

による算定も含めて検討することが必要であると考えられる。 

 

１）ＮＧＮでは、ＳＩＰサーバと高機能の収容ルータが連携して、ＱｏＳを確保したサー
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電気通信事業会計

減価償却費
固定資産除却費

施設保全費

管理共通費

試験研究費

租税公課

ひかり電話網設備コスト

ＮＧＮ設備の設備コスト
（１２設備）

１．収容ルータ

２．中継ルータ

３．ＳＩＰサーバ

４．ＧＷルータ

５．ＭＧ

６．収容ルータ（ＳＮＩ）

７．網終端装置（VPN）

９．収容イーサ装置

10．中継イーサ装置

11．ＧＷ－ＳＷ

12．伝送路

サービス別設備コスト
（９サービス）

①フレッツ光ネクスト

②フレッツ・ＶＰＮ（ＢＥ）

③フレッツ・キャスト（ＢＥ）

④地デジ再送信向け（ＱｏＳ）

⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ）

⑦ひかり電話（高音質・ＴＶ電話）

⑧ひかり電話（標準音質）

⑨ビジネスイーサワイド

網機能別設備コスト
（４機能＋１）

Ａ：収容局接続に係る機能

Ｂ：ＩＧＳ接続に係る機能

Ｃ：中継局接続に係る機能

Ｄ：イーサネット接続に係る機能

Ｅ：その他（未アンバンドル機能）

Step1 Step2

⑥ひかり電話以外の
中継局接続サービス（ＱｏＳ）

８．網終端装置（ＩＳＰ）

網改造料の
算定式

（接続料規則10条）

Step1

２
０
１
０
年
度
以
降
接
続
料

２
０
０
９
年
度
接
続
料 最優先

最優先

高優先

高優先

高優先

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫ ﾄー

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫ ﾄー

Step3

ビスの提供が可能となるが、サービスごとにＱｏＳの有無や程度（最優先・高優

先）を設定することになるので、費用配賦の階梯にサービス概念がある方が、当

該ＱｏＳの有無や程度を費用配賦上考慮することが比較的容易と考えられること 

２）また、ＮＧＮでは、使用帯域が少ない音声系サービスと使用帯域が多い映像系

サービスが混在して提供されることになり、単純に帯域比で費用配賦した場合

は映像系サービスに多くの費用が配賦されることになるが、後述するように帯域

比を一定の考え方で補正することとする場合は、サービス別に帯域が設定され

ていることを考えると、費用配賦の過程にサービス別概念を設ける方がより適正

な補正が可能と考えられること 

 

 なお、網機能別設備コストの算定フローとしては、「①設備→機能→サービス」、「②

サービス→設備→機能」も考えられるところである。 

 

 まず、「①設備→機能→サービス」については、接続料算定に必要なのは網機能

単位の設備コストであり、「設備→機能」が可能であれば、接続料算定との関係では

更に「機能→サービス」の配賦は必要ないことから、この案は、適当ではないと考え

られる。 

 

 また、「②サービス→設備→機能」については、サービス別コストを配賦の出発点と

する案であるが、ＮＧＮでは、一の設備で複数のサービスが提供される特徴があるこ

とを考えると、設備単位で把握したコストを各サービスに配賦するフローの方が、設

備とサービスの関係に照らして自然であること、また先にサービス別設備コストが把

握可能であれば、「サービス→設備→機能」ではなく、「サービス→機能」のフローで

足りること等から、この案も適当ではないと考えられる。 

 

【図：検討の前提とする配賦フローの基本的枠組み】 
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４．設備・サービス・機能の関係 

 

 上記３の検討に基づき、ＮＧＮ設備の設備コストから網機能別設備コストへの費用

配賦は、「設備→機能」又は「設備→サービス→機能」の二案の配賦フローを前提に、

具体的なコストドライバの検討を行うこととなる。 

 

 コストドライバとは、ある階梯からある階梯に費用を配賦する際の基準として機能

するものであり、その配賦プロセスごとに、配賦元と配賦先の特性に応じてコストドラ

イバの在り方を個別に検討することが必要となる。しかし、ＮＧＮの１２の設備ごとに、

その設備コストの配賦先となるサービスや機能が異なり得るし、９のサービスごとに、

その設備コストの配賦先となる機能が異なり得ることから、具体的なコストドライバの

検討に際しては、設備とサービスの関係、サービスと機能の関係、設備と機能の関

係を整理・確定することが必要となる。 

 

 このため、以下、接続料原価に算入する費用か接続事業者の個別負担か、サービ

スと機能との関係など個別の論点を検討した上で、次章におけるコストドライバの在

り方の検討に必要な「設備・サービス・機能の関係」を整理・確定することとする。 

 

（１）接続料原価に算入する費用か接続事業者の個別負担か 

 

 ＮＴＴ東西からの報告では、ＮＧＮのエッジにある設備のうち、「４.ＧＷルータ」、「６.Ｓ

ＮＩ収容ルータ」、「７.網終端装置（ＶＰＮ）」、「11.ＧＷスイッチ」の設備コストについては、

接続料原価に算入するのではなく、接続事業者の個別負担等とすべきとの意見が示

された。 

 

 この点、接続料原価に算入する費用か接続事業者の個別に負担する費用かにつ

いては、ネットワークが本来有すべき基本的な接続機能か、個別的に用いる機能か

によって判断されてきた。また、基本的な接続機能とは、通常求められるような様々

な形態を許容するネットワークを前提にして、多くの接続事業者にとって具わってい

ることが必要となる機能であること等が判断基準とされてきた13。 

 

 当該判断基準を踏まえ、上記４設備の検討を行うと、まず「６.ＳＮＩ収容ルータ」、「７.

網終端装置（ＶＰＮ）」については、収容局接続機能を利用する接続事業者が当該機

能で提供するサービスを行うために具わっていることが必要な設備と考えるよりは、

ＳＮＩ接続を行うコンテンツ事業者又はＶＰＮサービスの利用者等がコンテンツ配信等

を行うために必要な設備と考えることが適当である。このため、「６.ＳＮＩ収容ルータ」、

                                                 
13 「ＩＴ時代の接続ルールの在り方について」（２００１年７月・情報通信審議会答申） 
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ＳＩＰ
サーバ

８.網終端
装置

５.ＭＧ

中継
ルータ

ＭＧ

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等

【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

９.収容
ＳＷ

９.収容
ＳＷ

新規イーサ
ユーザﾞ

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI UNI

10.中継
ＳＷ

11.

ＧＷ-ＳＷ

収容
ルータ

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

（他事業者
接続用スイッチ）

NNI

他事業者網他事業者
網等

収容
ルータ

中継
ルータ

網終端
装置等

NNI

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

ひかり
電話網

NNI
NNI

地域IP網 ＩＧＳ

NNI
ＮＧＮ

UNI/SNI

＝＝

７.網終端
装置

地上デジタル放送
再送信等

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

③フレッツ・

キャスト
（ＢＥ)

②フレッツ・
ＶＰＮ
（ＢＥ)

④地上ﾃｼ゙ﾀ゙ﾙ
ＩＰ再送信
向け（QoS)

１.収容ルータ
①フレッツ光

ネクスト
NNI

NNI

０：フレッツ
光ネクスト

（ＢＥ)

４.ＧＷﾙｰﾀ

３.ＳＩＰ
サーバ

２.中継ルータ⑦ひかり電話
（高音質等)

⑧ひかり電話（標準音質)

⑤フレッツ

・キャスト
（QoS)

（他事業者
接続用ﾙｰﾀ）

⑥電話以外の
ＱｏＳサービス

コンテンツ事業者等 オフィス
ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

⑨ビジネスイーサ

ワイド

「７.網終端装置（ＶＰＮ）」の設備コストは、接続料原価に算入するのではなく、未アン

バンドル機能に算入することが適当である。 

 

 他方、「４．ＧＷルータ」、「11.ＧＷスイッチ」については、中継局接続機能又はイー

サネット接続機能を利用する接続事業者が、自網とＮＧＮを接続するためには当該

ルータ又はスイッチが必須となることから、多くの接続事業者にとって具わっているこ

とが必要な設備であると判断することが適当である。このため、「４.ＧＷルータ」、「11.

ＧＷスイッチ」の設備コストは、接続料原価に算入することが必要である。 

 

 なお、３月答申において、標準的接続箇所については、「現行の接続ルールを審議

した１９９６年答申において、接続約款の認可基準の考え方として、『技術的に接続

可能なすべての第一種指定電気通信設備上のポイントにおける接続が提供される

こと』とされていることを踏まえ、過度の経済的負担とならない限り、事業者の要望に

応じて適時適切にＰＯＩの設置を行うことが適当である。」とされているが、当該経済

的負担については、ＰＯＩに設置される設備が接続料原価に算入されるものか、接続

事業者の個別負担とされるものかも判断要素の一つになり得ると考えられる。 

 

（２）設備とサービスの関係 

 

 上記（１）を踏まえると、ＮＧＮを構成する１２の設備に係る設備コストは、「６．ＳＮＩ収

容ルータ」と「７．網終端装置（ＶＰＮ）」の２設備を除き、接続料原価に算入することを

前提に帰属するサービス先を検討・整理することが適当である。その結果は、ＮＴＴ

東西からの報告等を踏まえれば、以下のとおりである。 

 

【図：設備とサービスの関係】 
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【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
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ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
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ルータ

中継
ルータ

網終端
装置等

NNI

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

Ｃ：中継局
接続機能

ひかり
電話網

☞黒い網掛けの設備は、全部又は一部のコストが、Ｅ：その他
（未アンバンドル機能）に配賦されるもの

NNI
NNI

地域IP網 ＩＧＳ

NNI
ＮＧＮ

UNI/SNI

＝

７.網終端
装置

地上デジタル放送
再送信等

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

Ａ：収容局接続機能

③フレッツ・

キャスト
（ＢＥ)

②フレッツ・
ＶＰＮ
（ＢＥ)

④地上ﾃｼ゙ﾀ゙ﾙ
ＩＰ再送信
向け（QoS)

１.収容ルータ
①フレッツ光

ネクスト
NNI

NNI

０：フレッツ
光ネクスト

（ＢＥ)

４.ＧＷﾙｰﾀ

３.ＳＩＰ
サーバ

２.中継ルータ⑦ひかり電話
（高音質等)

⑧ひかり電話（標準音質)

⑤フレッツ

・キャスト
（QoS)

（他事業者
接続用ﾙｰﾀ）

⑥電話以外の
ＱｏＳサービス

コンテンツ事業者等 オフィス
ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI

Ｄ：イーサ機能

＝

⑨ビジネスイーサ
ワイド

NNI

（３）サービスと機能の関係 

 

１）サービスの帰属先機能 

  

 ＮＴＴ東西からは、「③フレッツ・キャスト（ベストエフォート）」、「⑥ひかり電話以外

の中継局接続サービス（ＱｏＳ）」、「⑦ひかり電話（高音質等）」、ＧＷルータを経由

する「⑧ひかり電話（標準音質）」について、費用を帰属させる網機能として３案が

示された。以下各案の適否について検討を行う。 

 

【案１】③の費用を収容局接続機能に帰属させ、⑥～⑧の費用を中継局接続に帰

属させる案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＮＴＴ東西の第一種指定設備利用部門（以下「利用部門」という。）は、収容局接続

機能を利用して「①フレッツ光ネクスト」、「②フレッツ・ＶＰＮ（ベストエフォート）」ととも

に、「③フレッツ・キャスト（ベストエフォート）」を提供する。同じ収容局接続機能を利

用する接続事業者は、③を含めてＮＴＴ東西と同様のサービスが提供可能であると

考えれば、③の費用は、収容局接続機能に帰属させることが適当と考えられる。 

 

 また、中継局接続機能をアンバンドルするということは、中継局接続を行う接続

事業者が、ＮＧＮ部分を含めてエンドエンド料金を設定可能であることを意味する。

接続事業者がエンドエンド料金を設定可能な範囲と接続料を支払う範囲が同一で

あることを考えると、接続事業者がエンドエンド料金を設定可能とするためには、中

継局接続で提供されるサービスのコストは、すべて中継局接続機能の接続料原価

に算入することが必要であるため、⑥～⑧（ＧＷルータ経由分）のコストは、中継局

接続機能に帰属させることが適当と考えられる。なお、中継局接続機能へのビル

＆キープ方式の導入の適否は、第４章で後述する。 



21 

ＳＩＰ
サーバ

８.網終端
装置

５.ＭＧ

中継
ルータ

ＭＧ

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等

【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
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【案２】③の費用を収容局接続機能に帰属させ、ＧＷルータの費用を除き、⑥～⑧

の費用を未アンバンドル機能に帰属させる案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 案１との差異は、「４.ＧＷルータ」のコストを除いて、⑥～⑧（ＧＷルータ経由分）の

コストについて、中継局接続機能ではなく、未アンバンドル機能に帰属させる点で

ある。 

 

 この点については、上述したように、中継局接続機能をアンバンドルした趣旨は、

接続事業者がＮＧＮ分を含めてエンドエンド料金を設定可能することにあったこと

から、当該料金設定が困難となる本案は適当ではないと考えられる。 

 

【案３】③の費用及び⑥～⑧の費用をアンバンドル機能と未アンバンドル機能で折

半する案 
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 本案は、③と⑥～⑧（ＧＷルータ経由分）のコストについて、アンバンドル機能と

未アンバンドル機能で折半する案であるが、収容局接続機能・中継局接続機能で

提供可能なサービスが不明確であること、中継局接続で接続事業者がエンドエン

ド料金を設定可能か否かが不明確であること、またアンバンドル機能と未アンバン

ドル機能で分担するコストの割合が折半である理由が不明確であること等にかん

がみると、適当ではないと考えられる。 

 

２）ひかり電話の自網内呼の扱い 

 

 ＮＴＴ東西から、ひかり電話サービス（「⑦ひかり電話（高音質等）」と「⑧ひかり電

話（標準音質）」）については、自網内呼と自網外呼を区別し、自網外呼に係るコス

トは、ＩＧＳ接続機能又は中継局接続機能に帰属させるが、自網内呼に係るコスト

は、未アンバンドル機能に帰属させることが適当との考え方が示された。 

 

 この考え方によれば、（ｉ）ＮＧＮのひかり電話ユーザ間の通話、（ii）ＮＧＮのひかり

電話ユーザとひかり電話網のひかり電話ユーザ間の通話、（iii）ひかり電話網のひ

かり電話ユーザ間の通話に係るコストは、未アンバンドル機能に帰属することとな

る（ここでは、ＮＴＴ東日本のＮＧＮ・ひかり電話網内の通話又はＮＴＴ西日本のＮＧ

Ｎ・ひかり電話網内の通話を想定）。 

 

 まず「（ｉ）ＮＧＮのひかり電話ユーザ間の通話」と「（ii）ＮＧＮのひかり電話ユーザと

ひかり電話網のひかり電話ユーザ間の通話」のうち、「⑧ひかり電話（標準音質）」

の通話は、ＩＧＳ接続機能と中継局接続機能のいずれを用いているか判別すること

ができないこと、また「（ｉ）ＮＧＮのひかり電話ユーザ間の通話」のうち、「⑦ひかり電

話（高音質等）」の通話は、後述するように中継局接続機能の接続料をポート単位

で設定すると、自網内呼の通話量がゲートウェイルータのポート容量に反映されな

いため、本来ＮＴＴ東（西）のみが負担するコストを各事業者のポート容量比で分担

することとなり、適正なコスト負担とは言えなくなることから、当該通話に係るコスト

を未アンバンドル機能に帰属させることは適当と考えられる。 

 

 他方、「（iii）ひかり電話網のひかり電話ユーザ間の通話」については、「⑧ひかり

電話（標準音質）」の通話だけであるが、この場合、自網内呼に係るコストは、ＩＧＳ

接続機能に帰属させればよいので、帰属先機能に紛れは生じないこと、またＩＧＳ

接続機能の接続料は、後述するように秒単位で設定する方向であり、自網内呼の

通話時間を把握しそのコストをＮＴＴ東（西）にのみ負担させることもできること、加

えてこれまで固定電話接続料では、自網内呼に係るコストも含めて接続料原価に

算入してきたことから、自網内呼に係るコストを未アンバンドル機能に帰属させるこ

とは適当ではなく、ＩＧＳ接続機能に帰属させることが適当である。 
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ＳＩＰ
サーバ

８.網終端
装置

５.ＭＧ

中継
ルータ

ＭＧ

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等

【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

９.収容
ＳＷ

９.収容
ＳＷ

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI

10.中継
ＳＷ

11.

ＧＷ-ＳＷ

収容
ルータ

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

（他事業者
接続用スイッチ）

Ｂ：ＩＧＳ接続機能

他事業者網他事業者
網等

収容
ルータ

中継
ルータ

網終端
装置等

NNI

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

Ｃ：中継局
接続機能

ひかり
電話網

☞黒い網掛けの設備及び自網内呼は、全部又は一部のコス
トが、Ｅ：その他（未アンバンドル機能）に配賦されるもの

NNI
NNI

地域IP網 ＩＧＳ

NNI
ＮＧＮ

UNI/SNI

＝

７.網終端
装置

地上デジタル放送
再送信等

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

Ａ：収容局接続機能

③フレッツ・

キャスト
（ＢＥ)

②フレッツ・
ＶＰＮ
（ＢＥ)

④地上ﾃｼ゙ﾀ゙ﾙ
ＩＰ再送信
向け（QoS)

１.収容ルータ
①フレッツ光

ネクスト
NNI

NNI

０：フレッツ
光ネクスト

（ＢＥ)

４.ＧＷﾙｰﾀ

３.ＳＩＰ
サーバ

２.中継ルータ⑦ひかり電話
（高音質等)

⑧ひかり電話（標準音質)

⑤フレッツ

・キャスト
（QoS)

（他事業者
接続用ﾙｰﾀ）

⑥電話以外の
ＱｏＳサービス

コンテンツ事業者等 オフィス
ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

自網内呼

⑨ビジネスイーサ
ワイド

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI

Ｄ：イーサ機能

＝

NNI

（４）設備・サービス・機能の関係 

 

 以上を踏まえ、設備・サービス・機能の関係は、以下のように整理・確定することが

適当である。 

 

【図：設備・サービス・機能の関係】 
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第３章 コストドライバの在り方 

 

 本章では、前章で整理した二案の配賦フローや「設備・サービス・機能」の関係に基

づき、費用配賦のための具体的なコストドライバの在り方を検討することとする。 

 

 具体的には、ＮＴＴ東西から報告されたコストドライバ案をベースとし、サービス間の

使用帯域やＱｏＳの有無・程度に起因する「量的問題」「質的問題」も併せて検討する

こととする。その上で、２００９年度接続料と２０１０年度以降接続料に分けて、ＮＧＮ

の利用実態等を踏まえたコストドライバの設定の方向性を検討・整理することとする。 

 

１．ＮＴＴ東西から報告されたコストドライバ案 

 

 コストドライバの検討は、「２.中継ルータ」と「12.伝送路」の設備コストを中心に行うこ

とが必要となる。その理由は、当該２設備は、すべてのサービス又は機能で共用（中

継ルータ：イーサネット関係では不使用）されるため、ＱｏＳの有無・程度や帯域の差異

といったＮＧＮ固有の費用配賦上の問題が最も顕在化する設備であるからである。 

 

 他方、それ以外の設備等については、例えば、以下のような理由により、上記２設

備に比べると費用配賦上の問題は相対的に小さいものの、後述するように、サービ

ス別コストの把握等を行うために、コストドライバの検討・設定が必要となる設備等

（「４.ＧＷルータ」、「６.ＳＮＩ収容ルータ」等）がある点に留意が必要である。 

 

①「１.収容ルータ」と「８.網終端装置（ＩＳＰ）」は「フレッツ光ネクスト」又は「収容局接

続機能」に、「５.ＭＧ」は「ひかり電話（標準音質）」又は「ＩＧＳ接続機能」に、「７.網

終端装置（ＶＰＮ）」は「フレッツＶＰＮ」又は「未アンバンドル機能」に、それぞれ設

備コストを直課することが可能であること 

②イーサネットに係る設備についても、「９.収容イーサスイッチ」、「10.中継イーサス

イッチ」、「11.ＧＷスイッチ」の設備コストは、「⑨ビジネスイーサワイド」に直課し、

また他のサービスと共用する「12.伝送路」の設備コストは、回線数比等で、イー

サネット分とイーサネット分以外に分計し、イーサネット分は「⑨ビジネスイーサ

ワイド」に直課することが可能であること 

③「３.ＳＩＰサーバ」の設備コストは、配賦先がサービス別区分か機能別区分かの差

異はあっても、通信回数比により配賦する点で各案共通していること 

 

 ＮＴＴ東西からは、「２.中継ルータ」と「12.伝送路」に係るコストドライバ案として、１）

実績トラヒック、２）想定トラヒック、３）ポート容量、４）利用者価値等の４案が示された

ため、以下、各案について検討を行うこととする。 
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サービス 算定方法

①フレッツ光ネクスト 通信当たり使用帯域 × 同時接続率 × ユーザ数

②フレッツ・ＶＰＮ（ベストエフォート） 通信当たり使用帯域 × 同時接続率 × ユーザ数

③フレッツ・キャスト（ベストエフォート） 【ユニキャスト分】使用帯域×同時接続率×ユーザ数

【マルチキャスト分】チャンネル当たり使用帯域×チャンネル数×収容ルータ装置数

④地上デジタル放送ＩＰ再送信向け（ＱｏＳ)
（ＢＳデジタル放送ＩＰ再送信向け（ＱｏＳ)）

チャンネル当たり使用帯域 × チャンネル数 × 収容ルータ装置数

（チャンネル当たり使用帯域 × チャンネル数 × 収容ルータ装置数）

⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ） 通信当たり使用帯域 × 同時接続率 × ユーザ数

⑥ひかり電話以外の中継局接続サービス（ＱｏＳ） 通信当たり使用帯域 × 同時接続率 × ユーザ数

⑦ひかり電話（高音質等） 通信当たり使用帯域 × 同時接続率 × ユーザ数

⑧ひかり電話（標準音質） 通信当たり使用帯域 × 同時接続率 × ユーザ数

（１）実績トラヒック比 

 

 この案は、実際に設備を使用したトラヒック量（パケット数等）に着目し、サービス別

の実績トラヒック量を把握した上で、これを比率化してＮＧＮ設備の設備コストをサー

ビス別に配賦する案である。 

 

 この案を採用する前提は、サービス別に実績トラヒックを把握可能であることである。

この点、現時点でも、ＱｏＳを確保した通信の通信回数や通信時間は、ＳＩＰサーバで

把握可能であり、また送受信のパケット数や帯域は、ルータで把握可能である。 

 

 しかし、ＳＩＰサーバでセッション制御を行わないベストエフォート通信は、その通信

回数や通信時間をＳＩＰサーバで把握できないし、また現在ルータで把握可能である

のは、パケット数等の総量であって、パケット数等がサービス別に把握可能なわけで

はない。これらの把握には、多大な費用と時間を要することから、少なくとも当面は、

実績トラヒックをコストドライバとして採用することは現実的ではないと考えられる。 

 

（２）想定トラヒック比 

 

 本案は、サービスごとに使用帯域を想定した上で、当該使用帯域比で、ＮＧＮ設備

の設備コストをサービス別に配賦する案である。（１）とは、トラヒックについて実績値

を用いるか、想定値を用いるかで異なることになる。 

 

 具体的な使用帯域の設定の方法としては、フレッツ光ネクスト等のユニキャスト通

信については、「通信当たり使用帯域×同時接続率×ユーザ数」により設定し、 

地上デジタル放送ＩＰ再送信向けサービス等のマルチキャスト通信については、「チャ

ンネル当たり使用帯域×チャンネル数×収容ルータ装置数」で設定する。 

 

【図：サービス別帯域比の設定方法】 
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 費用配賦の基本的考え方としては、可能な限り直課比率の向上を図り、それが困

難な場合でも、活動基準原価帰属（ＡＢＣ)を採用することから、想定ではあるものの、

各サービスごとの使用帯域を想定して費用配賦を行う本案は、アクティビティコストを

考慮する点で、ＡＢＣに沿ったものと考えることができる。 

 

 また、ＱｏＳの有無及び程度はサービス別に設定されること、またサービス別に細

かく設定された使用帯域を用いる方が、後述する帯域等の換算処理に伴う費用配賦

の補正をより適正に行うことが可能であること等から、サービス別階梯を経由する本

案は、この点でＮＧＮ固有の問題を費用配賦に適正に反映可能であると考えられる。 

 

 しかし、本案の上記メリットは、想定トラヒックの予測が、ＮＧＮの利用実態等と一定

程度整合的である場合に発揮される点に留意が必要である。この点、本案は、サー

ビス別の使用帯域や同時接続率など予測すべき事項が多く、費用配賦に用いるサ

ービス別帯域は、これら多くの変数の掛け合わせにより設定されることから、信頼性

のある予測のためには、各変数について予測に必要なデータが一定程度蓄積され

ることが望ましいことになる。 

 

 また、今後、ＮＧＮの利用実態等のデータが蓄積されれば、例えば、ＮＴＴ東西で利

用者数に応じた設備設置の考え方を設定するなど、より適正な予測を行うために必

要な環境が整備されることになる面はあるが、他方、現時点ではサービス別の実績

トラヒックを把握できないため、実績トラヒックを踏まえた想定トラヒックの設定や実績

トラヒックと想定トラヒックのかい離の検証・是正などには、限界がある面も否めない。 

 

 このため、本案を採用する際には、上記メリット・デメリット等を考慮して行うことが

必要となる。 

 

（３）ポート容量比 

 

 本案は、使用可能な物理的容量に着目して、機能ごとの各エッジルータのネットワ

ーク側のポート容量を想定した上で、当該ポート容量比で、ＮＧＮ設備の設備コストを

機能別に配賦する案である。この場合、収容局接続機能は、「７.網終端装置（ＶＰ

Ｎ)」と「８.網終端装置（ＩＳＰ）」、ＩＧＳ接続機能は「５.ＭＧ」、中継局接続機能は「４.ＧＷ

ルータ」、未アンバンドル機能は「６.ＳＮＩ収容ルータ」が関連するエッジ設備となる。 

 

 具体的なポート容量比の設定方法としては、例えば、ＩＧＳ接続機能であれば、「Ｍ

Ｇの台数×１Ｇ」、中継局接続機能であれば、「ＧＷルータの台数×１０Ｇ」など、機能

ごとに関連するエッジ設備のネットワーク側ポート容量に、当該エッジ設備の台数を

乗じることにより設定するものである。 
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ＩＳＰ事業者 ＳＮＩ接続事業者

網終端装置（ＩＳＰ） 収容ルータ（ＳＮＩ）
◎

中継局接続事業者

◎
ＧＷルータ

収容ルータ

収容局接続事業者

◎

フレッツ・ＶＰＮ
ユーザ

網終端装置（ＶＰＮ）

ＩＧＳ接続事業者

ＭＧ

◎

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

コスト分計イメージ

収容局接続機能：ＩＧＳ接続機能：中継局接続機能：その他（利用部門固有）＝（Ａ＋Ｂ）：Ｅ：Ｄ：Ｃ

中継ルータ及び伝送路

10G×台数 10G×台数 10G×台数 1G×台数

【ポート容量比】

【コスト分計】 （例）ＩＧＳ接続機能の負担コスト＝（中継ルータ及び伝送路のコスト）×Ｅ／（Ａ～Ｅ合計）

：収容局接続機能 ：ＩＧＳ接続機能

：中継局接続機能 ：その他（利用部門固有）

10G×台数

収容局接続 中継局接続 ＩＧＳ接続その他

【図：機能別ポート容量比の設定方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本案では、例えば、１０Ｇポートのうち、実際に使用している帯域が１Ｇである場合と

５Ｇである場合で、費用配賦に差が生じるものではない。このように、実際に使用して

いる帯域ではなく、使用可能な物理的容量に着目して費用配賦する意味において、

本案は、アクティビティコストではなく、キャパシティコストを考慮して費用配賦を行う

考え方に基づくものと捉えることが可能である。 

 

 また、本案では、費用配賦の階梯としてサービス区分を設定しないことになるため、

サービス別に設定されるＱｏＳの有無・程度をエッジルータ単位で設定されるポート容

量に反映可能であるかどうかが問題となる。更に後述する帯域等の換算を行う場合

も、ポート容量自体はＮＴＴ東西が任意に設定可能であることの問題に加えて、現時

点で想定するポート容量も、「５.ＭＧ」が１Ｇポート以外は、他のエッジ設備は１０Ｇポ

ートで同一であり、サービス別使用帯域の場合と比べると、帯域等の換算処理に伴

う費用配賦の補正効果に一定の制約があることも否めない。 

 

 更に、接続料原価の算定上は、網機能単位に設備コストを集約することが目的で

あり、サービス別設備コストの把握は必須となるものではないが、利用者料金規制

上は、サービスごとの収益と費用の関係を考慮することとなること、また電気通信事

業会計の整理上は、例えば、フレッツ光ネクストやひかり電話の収益と費用を把握す

ることが必要となることから、接続料原価算定とは別に、サービス別コストの把握が

必要となる点に留意が必要である。 

 

 他方、本案は、想定トラヒック比に比べると、サービス別の使用帯域や同時接続率

などを予測することが不要である。したがって、予測に必要なデータが一定程度蓄積
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されるまでの段階では、予測に必要な変数が少ないという点において、「２）想定トラ

ヒック比」に比べると、予測と実績のかい離のおそれを相対的に小さくする効果を期

待することは可能である。 

 

 この点、本案でも、ＮＧＮ設備の台数等を設定する上で、各設備で提供されるサー

ビスの契約数等を予測することは必要となる。しかし、これまでも加入光ファイバ等

の接続料算定の際には、サービス又はサービスメニュー単位で契約数等の予測を

行ってきたことから、ＮＧＮで提供されるサービスの契約数等の予測を行うことは、こ

れまで接続料算定上行われてきた予測の程度を超えるものではない。 

 

 なお、本案では、「２.中継ルータ」と「12.伝送路」の設備コストのうち、「③フレッツ・キ

ャスト（ベストエフォート）」分が未アンバンドル機能に帰属することとなる。しかし、前章

で整理したように、当該サービスのコストは、収容局接続機能に帰属させることが必

要であるため、本案は、更に当該帰属が実現するように工夫を行うことが必要である。 

 

 本案を採用する際には、上記メリット・デメリット等を考慮して行うことが必要となる。 

 

（４）利用者価値等 

 

 本案は、利用者が期待する価格等によって推定されたサービスごとの効用差に着

目し、この効用差に応じてＮＧＮ設備の設備コストをサービス別に配賦する案である。 

 

 本案では、サービスごとの効用差を測定する具体的な手法の検討が必要かつ重

要となる。例えば、当該効用差を利用者料金をもって測る場合は、利用者料金水準

は、ＮＴＴ東西が自由に変更可能であることを考えると、コストドライバとしての客観

性・適正性に欠けることとなる。この例に見られるように、現在は、サービスごとの効

用差について客観的で適正と考えられる測定・設定方法が存在しないことから、現時

点で本案を採用することは適当ではないと考えられる。 

 

２．コスト配賦への経済性等の加味（量的問題） 

 

 上記の検討を踏まえると、コストドライバとしては、「２）想定トラヒック比」と「３）ポー

ト容量比」の二案を中心に検討を行うこととなるが、ＮＧＮは、音声系サービスと映像

系サービスが混在して提供される統合型のネットワークであるため、ＮＴＴ東西からは、

「２）想定トラヒック比」や「３）ポート容量比」で単純に費用配賦を行うと、使用帯域の

大きい映像系サービス又は映像系サービスが帰属する機能に多額の費用が配賦さ

れ、結果として映像系サービスの利用者料金が市場に受け入れられない水準となる

ことを懸念する意見が示された。 
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 この点、帯域差・ポート容量差を一定の方法で換算すること自体は、以下の点にか

んがみれば、否定されないものと考えられる。 

 

１）例えば、利用者料金を見ても、帯域差・ポート容量差ほどは料金水準に差異が

存在しないことから、設備コスト自体も、帯域差・ポート差ほどは存在しないと想

定されること 

２）ＮＧＮは、今後多様な映像系サービスの配信プラットフォームとしての機能が期

待されており、多種多様な事業者が参入し魅力ある映像コンテンツを提供可能

とするためには、費用配賦の適正性を確保しつつ、その料金水準への影響に留

意することが求められること 

３）また、接続料算定においては、これまでもデータ伝送機能（メガデータネッツ）に

おける速度換算係数や低減率の採用など、算定対象となるサービス・機能の特

性に応じた工夫を行ってきたこと 

 

 ただし、費用配賦の過程で一定の換算を行う場合、これをＮＴＴ東西が自由に変更

できる指標、例えば利用者料金などで行うことは、恣意的な費用配賦を招来し接続

料の適正な算定を損なうおそれがあることから、適当ではない。このため、帯域等の

換算に当たっては、費用配賦の適正性・透明性を担保する観点から、一定の客観性

をもった指標を用いることが必要になると考えられる。 

 

 この点、ＮＴＴ東西の報告では、一般的にＩＰ系の装置価格は、帯域差ほど費用差

が生じておらずスケールメリットが働くことから、こうした点に着目して帯域当たりの費

用を逓減させてコスト算定を行う考え方が示された。具体的には、１０Ｍｂｐｓのポート

と１Ｇｂｐｓのポートは、帯域比では１：１００だが、ポート単価が 636,813 円と 4,656,500

円となり、この比は１：７.３となることから、この帯域等換算係数を活用して帯域差・ポ

ート容量差を換算して費用配賦を行おうというものである。 

 

【図：ルータのポート帯域とＩＰ系装置の市販価格との関係】 
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 今回の帯域等換算係数は、ＩＰ系のネットワークに用いられる一般的な装置の市販

価格を用いて設定するものであり、一定の客観性・透明性は担保されていると考えら

れる。また、ＮＴＴ東西が実施したシミュレーション（非公表）において、当該帯域等換

算係数を用いてコスト配賦及び接続料を試行的に算定したが、その換算結果には、

特段問題となる点は存在しなかったこと等から、このような帯域等換算係数を用いる

ことは、妥当性を有するものと考えられる。 

 

 この考え方に基づけば、想定トラフィック比の場合は、サービス間の帯域比の換算

に、ポート容量比の場合は、ＩＧＳ接続機能に係る１Ｇポートとそれ以外の機能（収容

局接続機能・中継局接続機能・未アンバンドル機能）に係る１０Ｇポートとの間の換算

に当該帯域等換算係数が用いられることとなる。 

 

 なお、今回の帯域等換算係数は、一般的なＩＰ系装置の市販価格を用いている点

で客観性・透明性はあるが、他方、ＩＰ系装置については、販売当初は高価格の大容

量設備も、比較的短期間で市販価格が低減する傾向にあることから、帯域等換算係

数を設定後、市販価格の経年変化を踏まえた当該係数の見直しが必要となることも

想定される。また、伝送路の設備コストに占める伝送装置の割合が大きい場合には、

伝送路と中継ルータを区別せずに、同一のＩＰ系装置の市販価格により帯域等換算

係数を設定することも考え得るが、今後の設備設置の状況等に応じてその在り方を

検討する必要も生じることから、引き続き帯域等換算係数の設定方法については検

討を深めることが適当である。 

 

３．コスト配賦へのＱｏＳの加味（質的問題） 

 

 上記２では、ＮＧＮが、映像系・音声系のサービスを統合的に提供するネットワーク

であることに着目した費用配賦上の問題を検討したが、ここでは、ＮＧＮが、ＱｏＳの

有無又は程度が異なるサービスを統合的に提供するネットワークであることに着目し

た費用配賦上の問題を検討することとする。 

 

 具体的には、ＮＧＮでは、ＱｏＳのあるサービスとＱｏＳのないベストエフォートサービ

スが混在して提供され、更に、ＱｏＳのあるサービスについても、最優先のサービスと

高優先のサービスが混在して提供されることになる。これらＱｏＳの有無・程度と費用

配賦に係る検討に際しては、ＱｏＳ確保の具体的な仕組みが密接に関連することか

ら、まずは当該仕組みを説明することとし、その上でＱｏＳの有無・程度を費用配賦上

反映する必要性と反映方法を検討することとする。 

 

（１）ＱｏＳ確保の仕組み 
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１）利用者のアクセス回線容量の範囲内でのＱｏＳ通信の確保 

 

 ＱｏＳ通信は、ＳＩＰサーバと収容ルータが連携して行うものであり、具体的には、

利用者のアクセス回線の利用可能な空き帯域との関係で、通信を要求するＱｏＳ

通信の帯域がその範囲内にあれば当該通信の帯域を確保し、その範囲を超えれ

ば帯域を確保しない（＝通信ができない）という処理により行われるものである。 

 

 このため、下図の例①で言えば、１００Ｍｂｐs のアクセス回線容量を有する利用

者が、当該容量を超える１５０Ｍｂｐｓの高優先通信を要求する場合は、当該ＱｏＳ

通信の帯域は確保されず、結果として通信はできないことになる。この場合、１５０

Ｍｂｐｓの高優先通信について、アクセス回線容量の範囲内である１００Ｍｂｐｓに限

定して帯域を確保することもしない。 

 

２）ＱｏＳ通信とベストエフォート通信の関係（ＱｏＳの有無） 

 

 ベストエフォート通信は、そもそも要求帯域が存在せず、ＳＩＰサーバによる制御

の対象外となっている。このため、ＱｏＳ通信とベストエフォート通信が混在して利

用されている場合を想定すると、ベストエフォート通信は、ＱｏＳ通信で利用されて

いる帯域の空き帯域で提供されることとなる。また、現にベストエフォート通信が利

用している帯域があっても、新たにＱｏＳ通信で帯域が要求された場合は、その分、

ベストエフォート通信のパケットが廃棄される結果、利用可能な空き帯域が減少す

ることとなる。 

 

 この点について、下図の例②で言えば、１００Ｍｂｐｓの収容ルータに、それぞれ１

００Ｍｂｐs のアクセス回線容量を有する利用者Ａ・Ｂが収容されていることを前提に、

Ａが１００Ｍｂｐs のベストエフォート通信を行っている場合に、新たにＢが６０Ｍｂｐｓ

の高優先通信を開始する事例を想定する。この場合、ＳＩＰサーバは、Ｂの高優先

通信の帯域を６０Ｍｂｐs 確保するため、その分Ａのベストエフォート通信のパケット

が廃棄され、結果として、Ａのベストエフォート通信で利用可能な帯域は４０Ｍｂｐs

に減少することとなる。 

 

 この点において、ＱｏＳ通信は、ベストエフォート通信に優先すると言える。 

 

３）最優先通信と高優先通信の関係（ＱｏＳの程度） 

 

 最優先通信と高優先通信は、ＱｏＳのクラスとしては異なるものだが、両者の間で

は、ＱｏＳ通信とベストエフォート通信の間のように、帯域確保の点での優劣関係が

存在しない。すなわち、最優先通信は、高優先通信に優先して帯域が確保される
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ベストエフォートは、最優先・高優先の帯域確保のためにパケットが廃棄（帯域削減）

SIP
サーバ

回線容量

１００Mbps

回線容量

１００Mbps

40Mbps

収容ルータ（１００Mbps)
①60Mbpsの高優先

通信の帯域確保を
要求

②帯域を確保
③ベストエフォートのパケット

を60Mbps分廃棄(≠SIP)

Ａ Ｂ

100Mbps

ベストエフォート

通信は、ＳＩＰによ
る制御の対象外

SNI収容
ルータ

回線容量

１００Mbps

③10Mbpsの

レートを設定

10Mbps

SNI収容
ルータ

設定レートを超える

パケット（40Mbps
分)は廃棄

10Ｍbps

わけでなく、高優先通信で既に帯域が使用されており、新たに最優先通信を開始

するために必要な帯域が不足している場合は、当該最優先通信の帯域は確保さ

れない（＝通信ができない）ことになる。 

 

 この点について、下図例③で言えば、１００Ｍｂｐｓのアクセス回線容量を有する利

用者が、６０Ｍｂｐｓの高優先通信を行っている場合に、新たに５０Ｍｂｐｓの最優先

通信を行う場合を想定すると、この場合、空き帯域が４０Ｍｂｐs しかないので、５０

Ｍｂｐｓの最優先通信の帯域は確保されないこととなる（ベストエフォート通信と異な

り、高優先通信の帯域が１０Ｍｂｐs 分減少することはない）。 

 

４）帯域確保後のトークンバケットポリサーによるポリシング 

 

 ＱｏＳ通信の帯域が確保されて通信が開始された後、何らかの理由で設定帯域

以上の帯域の通信が行われると、ネットワーク全体としてのＱｏＳ確保に支障が生

じるおそれがある。このため、下図例④にあるように、ＳＩＰサーバは、ＱｏＳ通信の

帯域を確保するとともに、確保した帯域に対応するレートをトークンバケットポリサ

ーに設定することにより、設定レートを超えるパケットが送信された場合は、超過分

のパケットを廃棄（ポリシング）する仕組みを設けている。 

 

【図：ＱｏＳ確保の仕組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＱｏＳの有無・程度の費用配賦への反映 
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 上記ＱｏＳ確保の仕組みによれば、帯域確保の点においては、ＱｏＳの有無では優

劣があるが、ＱｏＳの程度では優劣がないということになる。この点、今後、最優先通

信と高優先通信の間で、帯域確保に優劣を付ける可能性が技術上否定されるもの

ではないが、これは、ＮＴＴ東西の今後のネットワーク設計によるところが大きく、現時

点では、将来的に両者の帯域確保に優劣を付けるかどうかも未定な状況にある。 

 

 このため、最優先通信と高優先通信の間は、接続料の算定期間のネットワークの

設計方針等により、帯域確保上の優劣が生じる可能性はあるが、現時点の設備の

設置状況と利用者数の関係等を前提とすると、両者に帯域確保上の優劣は存在せ

ず、この観点からは、両者の間の費用配賦に差異を設ける必要はないと考えられる。

他方、ＱｏＳの有無では、明確に帯域確保上の優劣が存在していることから、これを

費用配賦上反映させることは考えられる。 

 

 他方、ＮＴＴ東西からの報告では、ＱｏＳ通信とベストエフォート通信との間及び最優

先通信と高優先通信の間のそれぞれについて効用差があるとしており、ＱｏＳの有無

だけを費用配賦上反映すればよいと考えるのではなく、ＱｏＳの程度も反映することが

必要との意見が示されているところである。本研究会でも、ＱｏＳクラスの差異がコスト

配賦に反映されないのに、利用者料金はＱｏＳクラスごとに異なる場合の合理性に関

する意見やＱｏＳクラスが異なっても利用者料金が同じであれば、誰もがＱｏＳクラス

の良い方のサービスしか利用しないのではないか等の意見が示されたところである。 

 

 ＱｏＳの有無・程度を費用配賦に反映する必要があるかどうかは、ＱｏＳのどのよう

な差異に着目するかによって判断が異なり得る。すなわち、上記検討は、帯域確保

の優劣の面で行ったものであるが、必ずしもこれに限定する必要はなく、例えば、遅

延やゆらぎといったＱｏＳ確保の他の要素による差異に着目して、これを費用配賦上

反映するアプローチが否定されるものではない。 

 

 この点、ＮＴＴ東西からは、２００８年９月末の報告後、ＱｏＳクラスごとの「ゆらぎ」に

着目したアプローチの可能性が示されたところである。これは、帯域確保上は、最優

先通信と高優先通信に優劣はないが、「ゆらぎ」への対処として、最優先通信・高優

先通信ともに、実際上は要求帯域に上乗せした帯域を確保することとしており、この

際、最優先通信の方が高優先通信よりも上乗せする帯域の割合が大きい点に着目

して、当該差異を費用配賦上反映できないかというものである。 

 

 ＱｏＳの有無・程度に差異があれば、技術的・経済的な実現可能性を考慮した上で、

できる限り費用配賦に反映することが適当である。このため、ＮＴＴ東西においては、

当該アプローチを含めて、ＱｏＳの有無・程度の費用配賦への反映方法について引

き続き検討を行うことが必要であり、２００９年度接続料の算定の際には、できる限り
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要求帯域に上乗せした帯域の確保

深刻なゆらぎは、パケットの廃棄など通信の品質の低下につながるため、あ
らかじめ十分な帯域を確保しておく必要がある。

最優先通信
（50Mbps)

高優先通信
(50Mbps)

ベストエフォート
通信

(50Mbps)

１０Mbps ５Mbps

■下図の例では、要求帯域の最優先で２割、高優先で１割の上乗せ帯域を確保

要求帯域

上乗せ帯域

ゆらぎの概念

「ゆらぎ」とは、網内のパケット転送処理等により、パケットの到着間隔がばらつ
くことで、予定の到着タイミングと実際の到着タイミングのずれを指す。

      

 

予定 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

実際       

 

① ②

10ms 10ms 10ms 10ms 10ms 10ms

③ ④ ⑤ ⑥

ゆらぎ

ＱｏＳの有無・程度を費用配賦に反映することが適当である。 

 

 なお、ＮＧＮは、２０１０年度にＮＴＴ東西合計で光ユーザ約２,０００万契約の概ね半

数の加入を目指しているように、今後利用者数の急拡大が想定されており、それに

応じて、今後、ＮＴＴ東西がＮＧＮの設備をどのような方針に基づき増強するかによっ

て、ＱｏＳの有無・程度がどのような差異として顕在化するかは異なり得る。したがっ

て、ＱｏＳの有無・程度の費用配賦への反映方法については、実際に接続料が認可

申請される際に、接続料の算定期間、当該算定期間における契約者数の増加に応

じた設備増強やＱｏＳの差異等に関する考え方に基づき、その妥当性を検証すること

が必要である。 

 

【図：ゆらぎの概念と上乗せ帯域の確保】 

 

 

 

 

 

 

 

４．コストドライバ設定の方向性 

 

 本章におけるこれまでの検討を踏まえ、２００９年度接続料と２０１０年度以降の接

続料に分けて、コストドライバ設定の方向性について整理することとする。 

 

 コストドライバの設定については、上記想定トラヒック比・ポート容量比、経済性等

の加味、ＱｏＳの加味等の問題を踏まえて行う必要があるが、この際、接続料算定の

原則に基づき、適正な接続料算定を実現することが最も必要となる一方、ＮＧＮの商

用開始時、発展期、安定期では、利用者数や提供サービス等も異なることから、ＮＧ

Ｎの利用実態も踏まえた漸進的な考え方が求められることにも留意が必要である。 

 

（１）２００９年度接続料 

 

 まず想定トラヒック比とポート容量比について、接続料算定の原則に照らして比較

すると、以下の理由から、想定トラヒック比の方が適当と考えられる。 

 

１）費用配賦の原則として、活動基準原価帰属（ＡＢＣ）を採用する観点からは、キ

ャパシティコストを考慮するポート容量比よりは、アクティビティコストを考慮する
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想定トラヒック比の方がより適切な費用配賦方法と考えられること 

２）帯域等換算係数を採用する場合、想定トラヒック比は、個別のサービス間の帯

域差を換算可能であるのに対し、ポート容量比は、ＩＧＳ接続機能とそれ以外の

機能の間のポート容量差しか換算できないので、想定トラヒックの方が帯域等換

算係数導入による補正効果がより期待できること 

３）ＱｏＳの有無・程度を加味する場合、個別のサービスごとにＱｏＳが設定されるこ

とを考えると、サービス別に費用配賦を行う想定トラヒック比の方が、より適切に

ＱｏＳの有無・程度を費用配賦に反映可能と考えられること 

４）想定トラヒック比を採用し、サービス別コストを把握した方が、利用者料金規制

や電気通信事業会計の整理で活用することが可能となること 

 

 ただし、２００９年度接続料は、ＮＧＮの商用開始後１年を経過しない段階で算定す

ることが必要となる点も踏まえることが必要である。前述したように、想定トラヒック比

は、ポート容量比に比べて、サービス別の使用帯域や同時接続率など予測に必要な

変数が多いが、商用開始後１年を経過しておらず予測に必要なデータが未だ十分に

蓄積されていない段階では、必ずしも十分に信頼性のある予測が可能であるとは言

えない状況にある。この点、ＮＴＴ東西からの報告でも、想定トラヒックを推計するため

には大胆な推計によらざるを得ず、精度の高い予測をするためには、十分な実績の

蓄積が必要との意見が示されたところである。 

 

 このため、本来であれば、２００９年度接続料は、想定トラヒック比を採用して費用

配賦を行うべきではあるが、予測に必要なデータが未だ十分に蓄積されておらず必

ずしも十分に信頼性のある予測が可能とは言えない状況を考慮して、暫定的にポー

ト容量比による費用配賦を認めることが適当と考えられる。 

 

 この際、帯域等換算係数による補正は、ＩＧＳ接続機能とそれ以外の機能の間のポ

ート容量差において行うことが可能であるが、ＱｏＳの有無・程度の反映や電気通信

事業会計の整理等は、ポート容量単位では困難であり、一定の方法でサービス区分

を観念することが必要となる。 

 

 この点、サービスとエッジ設備との関係は、以下のように整理することが可能である。 

エッジ設備 サービス 

８.網終端装置（ＩＳＰ） ①フレッツ光ネクスト 

７.網終端装置（ＶＰＮ) ②フレッツ・ＶＰＮ（ベストエフォート） 

６.ＳＮＩ収容ルータ ③フレッツ・キャスト（ベストエフォート） 

④地上デジタル放送ＩＰ再送信向け（ＱｏＳ） 

⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ) 

４.ＧＷルータ ⑥ひかり電話以外の中継局接続サービス（ＱｏＳ) 
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⑦ひかり電話（高音質等） 

⑧ひかり電話（標準音質） 

５.ＭＧ ⑧ひかり電話（標準音質） 

 

 一のエッジ設備と一のサービスが対応している場合は、当該エッジ設備のポート容

量に基づき帰属するコストを当該サービスのコストと捉えることが可能である。他方、

一のエッジ設備が複数のサービスにまたがる場合、すなわち、「４.ＧＷルータ」、「６.Ｓ

ＮＩ収容ルータ」については、当該エッジ設備のポート容量に基づき帰属するコストを

各サービスに配賦するためには、新たなコストドライバが必要となる。 

 

 まず「４.ＧＷルータ」については、⑥～⑧の３サービスにまたがるが、「⑦ひかり電話

（高音質等）」と「⑧ひかり電話（標準音質）」の場合は、ＳＩＰサーバで把握する通信時

間比で両者に係るコストを分計することが可能である。しかし、「⑥ひかり電話以外の

中継局接続サービス（ＱｏＳ）」と⑦・⑧の間の費用配賦については、更に検討が必要

となる。 

 

 また、「６.ＳＮＩ収容ルータ」については、③～⑤の３サービスにまたがるが、「④地上

デジタル放送ＩＰ再送信向け（ＱｏＳ）」と③・⑤とでは、物理的に別のＳＮＩ収容ルータ

が用いられることから、それぞれのＳＮＩ収容ルータのポート容量比で両者に係るコス

トを分計することが可能である。ただし、③・⑤については、未だ「⑤フレッツ・キャスト

（ＱｏＳ)」のサービスが実際に提供されておらず、③・⑤のＳＮＩ収容ルータが物理的に

共用されるかは不明であるため、③・⑤の間の費用配賦については、その実態等も

踏まえ、更に検討が必要となる。 

 

 このように、サービスとエッジ設備との関係は、一部の設備とサービスの間で更に

検討が必要であるが、２００９年度接続料の算定は、できる限りＱｏＳの有無・程度も

加味して行うことが適当であることから、ＮＴＴ東西においては、ＱｏＳの有無・程度の

費用配賦への反映方法とともに、エッジ設備のポート容量に基づき帰属するコストの

各サービスへの配賦方法も併せて検討を行い、２００９年度接続料算定にできる限り

反映することが適当である。 

 

 なお、２００８年度の電気通信事業会計では、ＦＴＴＨの収支とひかり電話（標準音質）

の収支が把握可能であれば良いが、「⑥ひかり電話以外の中継局接続サービス（Ｑｏ

Ｓ）」が２００８年度中は提供されない場合は、「①フレッツ光ネクスト」の設備コストをＦＴ

ＴH の費用に計上し、「⑧ひかり電話（標準音質）」の設備コストをひかり電話の費用に

計上すれば良い。これらは、上記表にあるように、それぞれ「８.網終端装置（ＩＳＰ）」と

「４.ＧＷルータ」・「５.ＭＧ」のポート容量比等を用いて把握可能であるため、２００８年度

の電気通信事業会計は、ポート容量比でも現行の開示区分に整理可能と考えられる。 
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（２）２０１０年度以降接続料 

 

 ２０１０年度以降接続料の算定の際には、ＮＧＮの利用者数の増加や提供サービス

の拡大に伴い、利用実態に係るデータが蓄積されると考えられるため、暫定的なコ

ストドライバとして設定したポート容量比を継続して採用することは適当でないと考え

られる。 

 

 この場合、ポート容量比が暫定的なコストドライバとされた理由が、１）アクティビテ

ィコストではなく、キャパシティコストを考慮するものであること、２）サービス別コスト

の把握が困難であることに起因する問題があること、の二点に集約可能であること

にかんがみると、２０１０年度以降接続料の算定に用いるコストドライバとしては、以

下の二つの方向性が考えられる。 

 

 第一は、想定トラヒック比を採用する案である。この案は、予測に必要な変数が多

いことに比してデータが必ずしも十分に蓄積されていないことが２００９年度接続料算

定に採用しない理由とされていたが、２０１０年度以降接続料の算定の際には、２０１

０年度に光ユーザ２,０００万契約（概ね半数をＮＧＮの契約に）とする目標の中で、Ｎ

ＧＮの利用実態に係るデータが一定程度蓄積されていると考えられることから、２０１

０年度以降接続料の算定に想定トラヒック比を用いることは、妥当性が生じているも

のと考えられる。 

 

 第二は、ポート実績トラヒック比を採用する案である。この案は、エッジ設備にある

ポートをベースにコストドライバを設定する点では、２００９年度接続料算定に用いる

ポート容量比と同様であるが、ポート容量比は、実際にポートを通過するトラヒックと

は関係なくポートの容量（キャパシティ）に着目する案であるのに対して、ポート実績

トラヒック比は、実際にポートを通過するトラヒック(アクティビティ）を把握してこれをコ

ストドライバに利用しようというものである。 

 

 本案は、アクティビティコストに着目する点で、キャパシティコストに着目したポート容

量比を改良する案である。しかし、もう一つの問題であったサービス別コストの把握に

関しては、上述したように、現時点ではエッジ設備とサービスが一対一対応していない

ものについて引き続き検討を行うことが必要な状況にあるため、本案を採用する場合

は、エッジ設備のポート実績トラヒック比に基づき帰属するコストの各サービスへの配

賦方法も併せて検討を行い、接続料算定の際に反映可能となることが必要と考えら

れる。 

 

 なお、本案の採用は、各エッジ設備ごとの実績トラヒックが把握可能であることが大

前提となるが、現時点のＮＧＮでは、当該実績トラヒックの把握ができない状況にある。
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2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度以降

イーサネット接続機能

（法人向け専用線）

収容局接続機能

（インターネット利用等）

ＩＧＳ接続機能

（ひかり電話）

中継局接続機能

（ひかり電話、ＴＶ電話）

暫定接続料
（相対料金）

正式ドライバ

（想定トラヒック比又は
ポート実績トラヒック比等）

正式接続料（コスト＋適正利潤）

▲
２００９年度接続料認可申請

▲
２０１０年度接続料認可申請

商用
開始

▲
２００８年３月末

商用開始

予測に必要なデータの蓄積
が必ずしも十分でない ＮＧＮユーザ数

光ユーザ（２,０００万契約）
の概ね半数

■ポート容量比
各機能ごとのエッジ（端）設
備のポート容量を比率化

■想定トラヒック比
サービス別に使用帯域と
ユーザ数等から算定した
想定トラヒックを比率化

■ポート実績トラヒック比
各機能ごとのエッジ設備の
実績トラヒックを把握して
比率化

暫定ドライバ

（ポート容量比）

■物理的容量に着目する考え方であり、使用量に着
目する従来の考え方とは異なる。

■使用帯域やＱｏＳはサービス別に設定されており、
サービスを観念しないポート容量比では、これらの
費用配賦への反映には一定の制約がある。

費用配賦の補正
①帯域等換算係数の導入

②ＱｏＳの有無・程度の加味

このため、ＮＴＴ東西においては、当該実績トラヒックの把握について、技術的な実現

可能性や費用対効果等も考慮しながら、今後検討を深めることが適当である。 

 

 以上のように、２０１０年度以降接続料の算定に用いるコストドライバとしては、想定

トラヒック比とポート実績トラヒック比の２案があり得るところであるが、今後検討を深

める中で、これ以外の案を用いる選択肢を否定するものではない。しかし、いずれの

案を採用する場合でも、２００９年度接続料算定の際のポート容量比からコストドライ

バを変更することとなり、これに伴い、接続料水準が急激に変動するときは、接続事

業者の経営に影響を与えるとともに、利用者料金の上昇を招来するおそれがないと

は言えない。 

 

 このため、コストドライバの設定自体は、接続料水準の変動を考慮して行われるべ

きものではないが、コストドライバを用いて算定された接続料原価に基づき、実際に

接続料を設定（プライシング）する際には、接続事業者や利用者に与える影響も考慮

しつつ行うことが必要と考えられる。これと同様の観点で言えば、２００９年度から適

用開始される接続料の算定期間を複数年とすることも考えられるが、この場合であっ

ても、当該接続料の算定では、あくまでもポート容量比を暫定的にコストドライバとし

て認めている状況であることにかんがみれば、ＮＴＴ東西においては、既存機能との

間の接続料水準の差異等を踏まえつつ、算定期間はできる限り短期間に設定する

ように努めることが必要である。 

 

 

（参考）コストドライバ設定の方向性 
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（３）その他（サービス→機能） 

 

 「設備→サービス→機能」の配賦フローを用いる場合は、サービス別設備コストを

更に機能別設備コストに集約するプロセスを経ることが必要となる。 

 

 以下のように、①～⑥のサービス別設備コストは、機能別設備コストに直課される。 

サービス 機能 

①フレッツ光ネクスト 収容局接続機能 

②フレッツ・ＶＰＮ（ベストエフォート）14 収容局接続機能 

③フレッツ・キャスト（ベストエフォート）15 収容局接続機能 

④地上デジタル放送ＩＰ再送信向け（ＱｏＳ） 未アンバンドル機能 

⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ) 未アンバンドル機能 

⑥ひかり電話以外の中継局接続サービス（ＱｏＳ) 中継局接続機能 

⑦ひかり電話（高音質等） 中継局接続機能 

未アンバンドル機能 

⑧ひかり電話（標準音質） 中継局接続機能 

ＩＧＳ接続機能 

未アンバンドル機能 

⑨ビジネスイーサワイド イーサネット接続機能 

未アンバンドル機能 

 

 しかし、⑦・⑧・⑨については、サービス別設備コストを複数のアンバンドル機能に

配賦することが必要となる。 

 

 この点、「⑦ひかり電話（高音質等）」と「⑧ひかり電話（標準音質）」については、ＳＩ

Ｐサーバで、通信時間を把握しているので、当該通信時間比でそれぞれの機能に設

備コストを配賦することが適当である。 

 

 また、「⑨ビジネスイーサワイド」については、イーサネット接続機能（ＰＶＣタイプ）と

未アンバンドル機能（ＣＵＧタイプ）に設備コストを配賦が必要となるが、これは、回線

容量比で各機能に配賦することが適当である。 

 

 

 

                                                 
14 サービス別設備コスト算定上、「②フレッツ・ＶＰＮ（ベストエフォート）」に帰属する「７.網終端装置（Ｖ

ＰＮ）」の設備コストについては、接続料算定上は、未アンバンドル機能に直課可能。 
15 サービス別設備コスト算定上、③～⑤のサービスに配賦される「６.ＳＮＩ収容ルータ」の設備コストに

つては、接続料算定上は、未アンバンドル機能に直課可能。 
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ＮＧＮ設備の設備コスト
（１２設備）

２．中継ルータ

12．伝送路

３．ＳＩＰサーバ

４．ＧＷルータ

１．収容ルータ

８．網終端装置（ＩＳＰ)

５．ＭＧ

９．収容イーサ装置

10．中継イーサ装置

11．ＧＷ－ＳＷ

７．網終端装置（ＶＰＮ)

サービス別設備コスト
（９サービス）

①フレッツ光ネクスト

②フレッツ・ＶＰＮ（ＢＥ）

③フレッツ・キャスト（ＢＥ）

⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ）

⑨ビジネスイーサワイド

網機能別設備コスト
（４機能＋１）

Ａ：収容局接続に係る機能

Ｂ：ＩＧＳ接続に係る機能

Ｃ：中継局接続に係る機能

Ｄ：イーサネット接続に係る機能

Ｅ：その他（未アンバンドル機能）

６．収容ルータ（ＳＮＩ）
高優先

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫ ﾄー

ﾍｽ゙ﾄｴﾌｫ ﾄー

④地デジ再送信向け（ＱｏＳ）

⑦ひかり電話（高音質・ＴＶ電話）

⑥ひかり電話以外の
中継局接続サービス（ＱｏＳ）

高優先

最優先

高優先

８．網終端装置（ＩＳＰ)

７．網終端装置（ＶＰＮ)

４．ＧＷルータ

５．ＭＧ

６．収容ルータ（ＳＮＩ）
＜サービス④分＞

６．収容ルータ（ＳＮＩ）
＜サービス③・⑤分＞

エッジ設備のポート
容量でのコストの集約

サービス①

サービス②

サービス⑧

⑧ひかり電話（標準音質）
最優先

「７.網終端装置（ＶＰＮ)」分

「６.収容ルータ（ＳＮＩ）」分

自網内呼分

ＰＶＣ分

ＣＵＧ分

ＮＧＮ設備の設備コスト
（１２設備）

２．中継ルータ

12．伝送路

４．ＧＷルータ

６．収容ルータ（ＳＮＩ）

１．収容ルータ

８．網終端装置（ＩＳＰ)

５．ＭＧ

９．収容イーサ装置

10．中継イーサ装置

11．ＧＷ－ＳＷ

７．網終端装置（ＶＰＮ)

サービス別設備コスト
（９サービス）

①フレッツ光ネクスト

②フレッツ・ＶＰＮ（ＢＥ）

③フレッツ・キャスト（ＢＥ）

⑤フレッツ・キャスト（ＱｏＳ）

⑨ビジネスイーサワイド

網機能別設備コスト
（４機能＋１）

Ａ：収容局接続に係る機能

Ｂ：ＩＧＳ接続に係る機能

Ｃ：中継局接続に係る機能

Ｄ：イーサネット接続に係る機能

Ｅ：その他（未アンバンドル機能）

３．ＳＩＰサーバ

高優先

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫ ﾄー

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫ ﾄー

④地デジ再送信向け（ＱｏＳ）

⑦ひかり電話（高音質・ＴＶ電話）

⑥ひかり電話以外の
中継局接続サービス（ＱｏＳ）

高優先

最優先

高優先

⑧ひかり電話（標準音質）
最優先

「６.収容ルータ（ＳＮＩ）」分

「７.網終端装置（ＶＰＮ)」分

自網内呼分

ＣＵＧ分

ＰＶＣ分

○○Mbps①フレッツ光ネクスト

②フレッツ・ＶＰＮ（ＢＥ）

③フレッツ・キャスト（ＢＥ）

④地デジ再送信向け（高優先）

⑤フレッツ・キャスト（高優先）

⑦ひかり電話（高音質等）（最優先）

⑧ひかり電話（標準音質）（最優先）

⑥ひかり電話以外の
中継局接続サービス（高優先）

○●Mbps

●○Mbps

●●Mbps

××Mbps

○×Mbps

×○Mbps

●×Mbps

△△Mbps

△▲Mbps

▲△Mbps

▲▲Mbps

△×Mbps

×△Mbps

▲×Mbps

×▲Mbps

Ｑ
ｏ
Ｓ
の
加
味

帯
域
等
換
算
係
数
の
適
用

＊＊Mbps

●＊Mbps

＊●Mbps

※※Mbps

※●Mbps

●※Mbps

＊※Mbps

※＊Mbps

×
チ
ャ
ン
ネ
ル
数
×
収
容
ル
ー
タ
装
置
数

又
は

×
同
時
接
続
率
×
ユ
ー
ザ
数

８．網終端装置（ＩＳＰ) （サービス①（ＢＥ)）

７．網終端装置(ＶＰＮ) （サービス②（ＢＥ）)

４．ＧＷルータ

５．ＭＧ （サービス⑧分（最優先））

サービス⑥分（高優先）

サービス⑦・⑧分（最優先）

１０Ｇ

１０Ｇ

１０Ｇ

１Ｇ

６．収容ルータ（ＳＮＩ）
サービス⑤分（高優先）

サービス③分（ＢＥ）
１０Ｇ

サービス④分（高優先）６．収容ルータ（ＳＮＩ） １０Ｇ

１０Ｇ

１０Ｇ

××Ｇ

■■Ｇ

△△Ｇ

▲▲Ｇ

Ｑ
ｏ
Ｓ
の
加
味

●●Ｇ

●●Ｇ

○●Ｇ

■×Ｇ

△○Ｇ

○▲Ｇ

帯
域
等
換
算
係
数
の
適
用

－－Ｇ

－●Ｇ

●ーＧ

▲－Ｇ

－▲Ｇ

▽－Ｇ

×
設
備
の
台
数

（参考１）ポート容量比・ポート実績トラヒック比による配賦フロー（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考２）想定トラヒック比による配賦フロー（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポート実績トラヒッ

ク比の場合は、ポ

ート容量比のとき

のポート容量（１０

Ｇ・１Ｇ）が、実績の

トラヒックに置き換

わる。 

接続料算定上は、設備１･８は機能Ａ、設備５は機能Ｂ、設備４は機能Ｃ、設備１１は機能Ｄ、設備６･７は機能Ｅに直課可能 

接続料算定上は、設備１･８は機能Ａ、設備５は機能Ｂ、設備４は機能Ｃ、設備１１は機能Ｄ、設備６･７は機能Ｅに直課可能 
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第４章 接続料の設定単位と接続料算定に係る課題 

 

 前章までは、接続料原価の算定を目的として、その基本的枠組みや具体的なコス

トドライバの在り方を検討してきたが、本章では、接続料原価の算定（コスティング）

後、接続料を算定（プライシング）するために必要な接続料の設定単位やＮＴＴ東西

から報告された接続料算定に係る課題について検討することとする。 

 

１．ＮＴＴ東西から報告された接続料の設定単位等 

 

 ＮＴＴ東西からの報告では、各機能ごとの接続料の設定単位及び課題について、以

下のような考え方が示された。 

 

（１）収容局接続機能 

 

 接続料の設定単位としては、収容局接続機能は、収容ルータ装置単位で利用され

ることになるため、収容ルータ装置単位の接続料を設定する。 

 

 ただし、課題として、現在、収容局接続機能を利用・要望している事業者はいない

ため、接続料を設定するとしても、既存の地域ＩＰ網と同等の機能(ベストエフォート通

信）を前提に算定せざるを得ないことから、実際に事業者が接続を要望してきた場合

には、当該事業者の具体的な要望内容に基づき、改めて検討が必要になるとの考

え方が示された。 

 

（２）ＩＧＳ接続機能 

 

 接続料の設定単位としては、現行のひかり電話の接続料と同様に、ＳＩＰサーバ等

の通信回数比例のコストについては通信回数単位、ルータや伝送路等の通信時間

比例のコストについては通信時間単位の接続料を設定する。 

 

 ただし、以下の二点の課題が示された。 

 

１）事業者均一の接続料を設定する場合、事業者間の公平性を損なわないよう、

接続事業者側の接続料も、ＮＴＴ東西の接続料と同水準とする仕組みの導入が

必要である。 

２）ＮＴＴ東西間で接続料水準に格差が生じた場合、ＰＳＴＮではＮＴＴ東西均一の接

続料となっていることとの関係も踏まえた整理が必要である。 
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（３）中継局接続機能 

 

 仮に接続料を設定する場合は、接続料の設定単位としては、中継局接続機能は、

ＧＷルータの接続用ポート単位での利用となること、電話のような従量制の接続料と

すると、事業者間で課金用の装置等が必要となりコストが高くなることから、ＧＷルー

タの接続用ポート単位の接続料を設定することが適当である。 

 

 ただし、課題として、そもそも中継局接続機能については、少なくとも他事業者との

接続が開始され、実際のトラヒックや利用形態等が明らかになるまでの間は、接続

料を設定せず、ビル＆キープ方式とすることが適当との考え方が示された。 

 

（４）イーサネット接続機能 

 

 接続料の設定単位としては、アクセス回線部分は回線単位、ネットワーク部分は通

信速度単位の接続料を設定する。 

 

 ただし、以下の二点の課題が示された。 

 

１）接続箇所や接続形態等により、接続料を設定する範囲等が異なるため、少なく

とも接続事業者の具体的要望が明らかになるまでの間は、接続料を設定するこ

とが困難であることから、ぶつ切り料金設定とすることが適当である。 

２）仮に、接続料を設定するとした場合には、利用促進型の接続料金とする観

点から、利用量が多いほど逓減的な料金とし、また、事業者毎にバルク型

の料金体系の接続料を設定することが適当である。 

 

２．接続料の設定単位 

 

 ＮＴＴ東西の報告にある接続料の設定単位については、収容局接続機能やＩＧＳ接

続機能は、基本的に既存の地域ＩＰ網やひかり電話網における接続料の設定単位と

同様の考え方を採用するものであること、また類似の機能については、従来と同様

の接続料の単位とする方が当該機能を利用する接続事業者の混乱を招かないこと

等にかんがみると、妥当性を有していると考えられる。 

 

 また、中継局接続機能は、ポート単位の定額制接続料を採用することとしているが、

当該機能は、ＩＰ網同士の接続を想定しており、ＩＰ網同士では定額制接続料が一般

的であること、また当該機能では、今後電話以外にも映像配信サービス等の提供が

想定され、利用者料金との関係でも定額制接続料が平仄が取れると考えられること、
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加えて従量制接続料を採用すると、事業者間で課金用の装置の新たな設置が必要

となること等にかんがみると、妥当性を有していると考えられる。 

 

 また、イーサネット接続機能については、当該機能よりも、低速品目を主とするメガ

データネッツ（データ伝送機能）の接続料と同様の考え方を採用するものであり、妥

当性を有していると考えられる。 

 

３．接続料算定に係る課題①－ＩＧＳ接続機能の逆ざや問題 

 

 ＮＴＴ東西の報告では、ＩＧＳ接続機能については、１）逆ざや問題と２）ＮＴＴ東西均

一接続料の要否、中継局接続機能については、３）ビル＆キープ方式の導入、イー

サネット接続機能については、４）逓減型・バルク型料金の導入、が課題として示され

た。以下、各課題について個別に検討を行う。 

 

 これまでＮＴＴ東西のひかり電話網は、第一種指定電気通信設備に指定されていな

かったため、その接続料は、事業者間の相対取引により決定されてきた。具体的に

は、接続事業者側がＮＴＴ東西に請求する接続料と同額の接続料について、ＮＴＴ東

西が接続事業者に請求する、いわゆる「ミラー」方式で接続料を設定してきたところ

である。この場合、例えば、Ａ社がＮＴＴ東西に対して３分５円の接続料を請求すれば、

ＮＴＴ東西もＡ社に対して３分５円、Ｂ社がＮＴＴ東西に対して３分７円の接続料を請求

すれば、ＮＴＴ東西はＢ社に対して３分７円の接続料を請求することとなる。 

 

 これに対し、３月答申に基づき、関係省令等が改正され、２００８年７月にひかり電

話網は、ＮＧＮとともに第一種指定電気通信設備に指定されたため、今後は、ひかり

電話網とＮＧＮの接続料は、一体的にＩＧＳ接続機能として、コストに適正利潤を加え

た事業者間均一料金を設定することが必要となる。 

 

 この結果、ＮＴＴ東西は、接続事業者に対しては均一料金しか請求できないことに

なるが、接続事業者側は、ＮＴＴ東西の均一料金とは無関係に任意に接続料を設定

可能であるため、ＮＴＴ東西からは、接続料で利益を稼ぐことを目的としてＮＴＴ東西

の接続料よりも不当に高額な接続料を設定することを懸念し、事業者間の公平性を

損なわないように、接続事業者側の接続料も、ＮＴＴ東西の接続料と同水準とする「ミ

ラー」方式の導入が必要との意見が示された。 

 

 この点、事業者ごとに接続料水準が異なること自体は当然と考えられる。すなわち、

接続料算定上の分子となる接続料原価は、ネットワークの規模や減価償却の程度な

どによって事業者ごとに異なるし、接続料算定上の分母となる需要も事業者ごとに異
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なること、また利用者の多いネットワークを有する事業者ほど規模の経済性による恩

恵を享受できることから、他事業者の接続料が、ＮＴＴ東西の接続料よりも高いことをも

って、直ちに接続事業者が不当な料金設定をしていると判断することは適当ではない。 

 

 また、「ミラー方式」は、互いに請求し合う接続料を同額とするものであるが、上述

のように、ネットワークの設備コストをベースとすれば、接続料は互いに同額ではあり

えないことから、「ミラー方式」を採用することは、一方の接続事業者が接続料を多く

支払い、他方が接続料を少なく支払うことを意味する。多く支払った接続料をベース

に利用者料金が設定されれば、利用者利益がその分阻害されることとなることに加

え、そもそも第一種指定電気通信設備の接続料が、コストに適正利潤を加えた事業

者間均一料金とされている趣旨にかんがみれば、「ミラー方式」の導入は現時点で必

須とは言えないと考えられる。 

 

 しかし、ＮＴＴ東西に対して、コストに適正利潤を加えた事業者間均一料金が義務付

けられているのは、ボトルネック設備を有し接続協議において圧倒的に優位な立場

にあるＮＴＴとの間で、例えば営業費や試験研究費の扱いなどで接続協議が長期化

した状況等を踏まえたものであった。すなわち、設備コストをベースにした接続料算

定を確保し、営業費や試験研究費など接続に関連しない費用が接続料原価に算入さ

れることを排除する観点から義務付けられているものであり、接続事業者が、自社の

接続料とＮＴＴ東西の接続料との差額で利益を稼ぐことを許容するものではない。 

 

 この点、電気通信事業法第３２条では、接続の請求を受けた電気通信事業者が、

当該接続により利益を不当に害されるおそれがあるときなどは、接続の拒否を行うこ

とができる旨が定められている。ＮＴＴ東西が、事業者間均一接続料しか請求できな

いことを奇貨として、ＮＴＴ東西の接続料と自らの接続料との差額で利益を稼ぐことを

目的にＮＴＴ東西と接続して不当に高額な接続料を請求することは、ＮＴＴ東西の利益

を不当に害し、当該接続の拒否事由に該当する可能性があると考えられる。 

 

 ただし、「不当に高額な接続料」の判断基準を直ちに適正に設定することは困難と

考えられる。当該基準の設定のためには、コストに適正利潤を加えた事業者間均一

料金の設定義務がある事業者とそれ以外の事業者との間では、後者の事業者には、

自らの接続料を低廉化して請求するインセンティブが働きにくい点に関する考え方、

また高額な接続料を設定する接続事業者については、ＮＴＴ東西が、当該事業者向

け利用者料金にその分上転嫁することの適否や転嫁する場合の利用者への影響な

どが問題として考えられるため、今後更に検討を深めることが適当である。なお、「不

当に高額な接続料」の設定に関する申出等があった場合は、総務省においては、事

業者ごとの個別事情等を踏まえた上で、速やかにその適正性を検証し必要に応じ所

要の措置を講じることが求められる。 
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４．接続料算定に係る課題②－ＩＧＳ接続機能の接続料の東西間格差 

 

 ＮＴＴ東西からの報告では、ひかり電話が提供されるＩＧＳ接続機能について、ＮＴＴ

東西間で接続料水準に格差が生じた場合に、固定電話の接続料が、ＮＴＴ東西間均

一の料金となっていることとの関係を踏まえて整理が必要との考え方が示された。 

 

 まず固定電話の接続料が東西均一接続料とされている理由から整理すると、固定

電話の接続料については、１９９９年にＮＴＴ東西が別会社として設立されて以来東

西均一接続料とされており、現行の算定期間（２００８年度～２０１０年度）についても、

２００７年９月の情報通信審議会答申16において、以下の理由から、引き続き東西均

一接続料とすることが適当との考え方が示された。 

 

１）２００７年度接続料（第三次モデルベース）において、ＧＣ・ＩＣ17接続料ともに、ＮＴ

Ｔ東西間の格差が２０％以上となるなど、依然として大きな格差が存在すること 

２）当該格差については、ＮＴＳ(Non Traffic Sensitive）コストを控除して算定する場

合、ＧＣ接続料で３９％、ＩＣ接続料で３２％と更に拡大すると予測されること 

３）更に、固定電話の接続料は、最も経済的・効率的なネットワークを仮想的に構

築した場合の費用に基づくＬＲＩＣ方式により算定していることから、当該東西間

格差は、将来的な縮小が期待しがたいこと 

４）このような中で、社会経済活動における重要性を有する市内通話について、そ

の料金の地域格差につながるおそれのある東西別接続料の設定に十分な社会

的コンセンサスを得ることは困難と考えられたこと 

５）また、利用者料金を値上げしない選択肢を採用可能な「ＮＴＴ西日本及び全国を

営業区域とする接続事業者」と利用者料金の値上げ圧力が比較的大きいと考

えられる「西日本を営業区域とする事業者」との間の公正競争を阻害することと

なる可能性もあると考えられたこと 

 

 他方、同答申及び従来の答申でも、接続料算定における原則やＮＴＴ東西を別々

の地域会社として設立した経緯からは、本来的には、ＮＴＴ東西別々の接続料を設定

することが適当である旨が繰り返し指摘されてきたところである。 

 

 このため、２００７年９月の情報通信審議会答申では、固定電話の接続料について

は、今後、接続料の算定方法を見直し、ＮＴＴ西日本が実際に行う効率化が接続料

に十分に反映されるようになる場合は、東西別の利用者料金の設定につながる東西

別接続料の設定についての社会的コンセンサスの状況にも配意しつつ、ＮＴＴ東西

別の接続料設定を行う方向で、改めて検討することが適当とされたところである。 
                                                 
16 平成２０年度以降の接続料算定の在り方について（２００７年９月２０日） 
17 ＧＣ：Group unit Center（加入者交換局）  ＩＣ：Intrazone tandem Center（中継交換局） 
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 固定電話の接続料に係る上記経緯を踏まえると、ＩＧＳ接続機能の接続料は、以下

の点から、基本的にはＮＴＴ東西別の接続料を設定することが適当である。 

 

１）接続料算定の原則及びＮＴＴ東西を別々の会社にした経緯からは、東西別接続

料の設定が原則であること 

２）ＩＧＳ機能の接続料は、ＬＲＩＣ方式ではなく、実際の経営効率化が反映可能な実

際費用方式で算定されることから、仮に一定程度の東西間格差が生じた場合で

も、経営効率化等により、当該格差を縮小することも期待できること 

３）固定電話の市内通話は、２００５年以前は、ユニバーサルサービスであり、現在

もその内容、利用者の範囲等から見て利用者の利益に及ぼす影響が大きい特

定電気通信役務であるのに対して、ひかり電話は、指定電気通信役務であり、

両者のサービスの性格は異なること 

４）今後、固定電話からの移行の進展により、ひかり電話の契約数・重要性の高ま

りが予想されるが、２００８年６月時点で、ＮＴＴ東西のひかり電話は、約６００万

契約であるのに対して、ＮＴＴ東西の固定電話は、約４,０００万契約であり、両者

の契約数には未だ大きな差があること 

 

 ただし、当該問題は、接続料の東西間格差が利用者料金に与える影響やひかり電

話の社会経済活動における重要性等も考慮する必要があるが、東西間格差の割合

は、実際に接続料の認可申請がなされないと把握できないこと、また接続料の算定

期間が分からないと、ひかり電話が社会経済活動における重要性をどの程度有する

ことになるかが判断できないことから、ＩＧＳ接続機能の接続料のＮＴＴ東西均一料金

の要否は、実際の接続料の認可申請を踏まえて判断することが適当である。 

 

５．接続料算定に係る課題③－中継局接続機能のビル＆キープ方式 

 

 ＮＴＴ東西からの報告では、中継局接続機能の接続料について、１）お互いエンドユ

ーザを有する独立したＩＰ網同士の接続であること、２）接続箇所やトラヒック特性等に

より、ネットワークに与える影響等が異なるため、接続事業者からの具体的な要望を

踏まえた検討が必要となるが、ＮＧＮのサービス開始後半年経った現時点でも、接続

事業者から具体的な要望がないことから、少なくとも他事業者との接続が開始され、

実際のトラヒックや利用形態等が明らかになるまでの間は、ビル＆キープ方式が適

当との考え方が示された。 

 

 ビル＆キープ方式については、その概念が必ずしも明確ではないことから、その適

否の検討に先立ち、従来の接続料の設定方式とビル＆キープ方式の相違に関し、

ユーザ料金・接続料について誰がどの部分を設定するか、他事業者が、自網内の通

信に係るコストをどのように回収するかという観点から整理することとする。 
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ＮＧＮ 他社ＩＰ網

Ａ Ｂ

①A→Bの通信 ②B→Aの通信

ユーザ料金
NGN：NTT

他社網：他社
NGN：NTT

他社網：他社

接続料 設定せず 設定せず

ぶつ切り料金方式

ＮＧＮ 他社ＩＰ網

Ａ Ｂ

①A→Bの通信 ②B→Aの通信

ユーザ料金 NTT東西 他社

接続料
NＴＴ→他社

に支払
他社→NＴＴ

に支払

エンドエンド料金方式

ＮＧＮ 他社ＩＰ網

Ａ Ｂ

①A→Bの通信 ②B→Aの通信

ユーザ料金 NTT東西 他社

接続料 ０円？ ０円？

ビル＆キープ方式

コストに適正
利潤を加えた
事業者間の均
一の接続料

アンバンドル
機能の接続料

設定方法

(他社のコスト回収方法) ①：ユーザ料金、②：ユーザﾞ料金

①

②

(他社のｺｽﾄ回収方法)①：Ｎからの接続料、②：ﾕｰｻﾞ料金 (他社のコスト回収方法)①：なし、②：ユーザ料金

① ①

② ②

（ＮＴＴに接続料支払要） （ＮＴＴに接続料支払不要）

（１）従来の接続料の設定方式とビル＆キープ方式の相違 

 

 従来の接続料（ユーザ料金を含む。）の設定方式としては、ぶつ切り料金方式とエ

ンドエンド料金方式が存在する。以下、ビル＆キープ方式を含め、ＮＴＴ東西のＮＧＮ

と他事業者のＩＰ網が中継局接続しており、ＮＧＮには利用者Ａ、他社網には利用者Ｂ

が収容されていることを前提に、「①Ａ→Ｂの通信」、「②Ｂ→Ａの通信」の二つの通信

が行われることを想定して整理を行う。 

 

【図：ぶつ切り料金方式、エンドエンド料金方式、ビル＆キープ方式の相違】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）ぶつ切り料金方式 

 

 ぶつ切り料金方式は、ユーザ料金については、自網に係る部分を自らが設定す

る方式である。したがって、①・②の通信ともに、ＮＧＮ部分はＮＴＴ東西、他社ＩＰ網

部分は他社が、ユーザ料金を設定することとなる。 

 

 他方、接続料については、ＮＴＴ東西・他社ともに、相手方ネットワーク部分を含め

てユーザ料金を設定しておらず、他社のネットワーク利用料である接続料を支払う

必要がないため、互いに自網に係る接続料は設定・請求しないという方式である。 

 

 これを他社の自網に係るコスト回収という観点から見ると、①・②の通信ともに、

コストは、自ら設定したユーザ料金収入で回収することになる。 

 

２）エンドエンド料金方式 

 

 エンドエンド料金方式は、アンバンドル機能の接続料の設定方式である。当該方

式では、ユーザ料金については、自網に加えて相手方ネットワーク部分を含めて、

通信の発側事業者が基本的に設定する方式である。したがって、①の通信は、発

側のＮＴＴ東西が、他社ＩＰ網部分を含めてユーザ料金を設定し、②の通信は、発側

の他社が、ＮＧＮ部分を含めてユーザ料金を設定することとなる。 
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 他方、接続料については、ＮＴＴ東西・他社ともに、相手方ネットワーク部分を含め

てユーザ料金を設定しているため、他社のネットワーク利用料である接続料を互い

に支払うこととなる。この場合、ＮＧＮは、第一種指定電気通信設備であるため、他

社がＮＴＴ東西に支払う接続料は、コストに適正利潤を加えた事業者間均一料金で

あることが必要となる。 

 

 これを他社の自網に係るコスト回収という観点から見ると、①の通信のコストは、

ＮＴＴ東西からの接続料収入で回収し、②の通信のコストは、自ら設定したユーザ

料金収入で回収することなる。なお、②の通信については、ＮＴＴ東西に対して、Ｎ

ＧＮの接続料を支払うことが必要である。 

 

３）ビル＆キープ方式 

 

 ビル＆キープ方式は、ユーザ料金については、エンドエンド料金方式と同様の設

定方法である。すなわち、自網に加えて相手方ネットワーク部分を含めて、通信の

発側事業者が基本的に設定する方式であり、①の通信は、発側のＮＴＴ東西が、

他社ＩＰ網部分を含めてユーザ料金を設定し、②の通信は、発側の他社が、ＮＧＮ

部分を含めてユーザ料金を設定することとなる。 

 

 他方、接続料については、エンドエンド料金方式とは異なり、互いに支払わないこ

ととする方式である。接続料を支払わないことについては、接続料を０円支払うと

整理する考え方や接続料をそもそも設定しないと整理する考え方など複数の考え

方があり得るところである。 

 

 これを他社の自網に係るコスト回収という観点から見ると、①の通信のコストは、

自らユーザ料金を設定できず、ＮＴＴ東西からの接続料収入もないので、直接的に

は回収できないこととなる。②の通信のコストは、自ら設定したユーザ料金収入で

回収することとなる。なお、②の通信については、ＮＴＴ東西に対してＮＧＮの接続

料を支払うことが不要である。 

 

 このため、ビル＆キープ方式では、①・②の通信に係る自網内コストを②の通信

に係るユーザ料金収入のみで回収することとなる。この点は、エンドエンド料金方

式であっても、①の通信に係るＮＴＴ東西からの接続料収入と②の通信に係るＮＴＴ

東西への接続料の支払が同額であれば、結果としてビル＆キープ方式と同様に、

自網内コストは、②の通信に係るユーザ料金収入のみで回収が必要となる。 

 

 なお、インターネットの世界では、大規模なＩＳＰ事業者同士は、一般的にピアリン

グを行っているが、これは、互いに接続料は請求しあわずに、自網内コストを自網
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に係る自社ユーザ（下位のＩＳＰ事業者を含む。）から回収するものであることから、

ビル＆キープ方式ではなく、ぶつ切り料金方式に該当するものであると考えられる。 

 

（２）ビル＆キープ方式の導入の適否 

 

 上記で、従来の接続料の設定方式とビル＆キープ方式の間の差異について整理

を行ったが、当該整理及び接続事業者からの意見等を踏まえると、ビル＆キープ方

式には、以下のような検討すべき課題があると考えられる。 

 

１）適用基準の適正・透明な設定・運用 

 

①ビル＆キープ方式については、互いの網に流出入する通信量が均衡している

場合に適用し、通信量の均衡が崩れた場合はエンドエンド方式へ移行すると

いう運用が考えられるところである。 

②仮に通信量の均衡・不均衡でビル＆キープ方式の適用を判断する場合は、誰

がどのような基準で均衡・不均衡を判断するのかが極めて重要となるが、そも

そも現時点では、事業者ごとに流出入する通信量を把握する仕組みを有して

いないし、また接続実績が十分でない段階では、通信量の均衡・不均衡に係

るデータが十分把握できないことから、このような状況の中で、その基準が適

正・透明に設定・運用されないと、事業者間の公平性が害されることとなる。 

③この点、接続事業者からは、ビル＆キープ方式に関する考え方の整理されて

いない段階での導入は、交渉上優位に立つ事業者の恣意的な運用を懸念す

る意見が示されており、また通信量の均衡・不均衡を適用の判断基準とするこ

と自体も、新規参入事業者にとってはメリットを受けられないなど問題視する

意見も示されている。 

 

２）接続事業者の経営面に与える影響 

 

①ビル＆キープ方式では、自網発通信のユーザ料金収入で、自網発だけでなく、

自網着の通信も含めてコスト回収できるようにすることが必要となるが、これに

は、ユーザ料金水準など接続事業者側でコスト回収の考え方を見直す必要が

生じる可能性がある。 

②この点、接続事業者からも、コスト回収範囲やユーザ料金設定範囲の変更等、

制度・料金面での抜本的な見直しが必要となるので、事業者間での十分な検

討が必要との意見が示されている。 

 

３）現行の接続制度との関係 
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①ビル＆キープ方式の適用を通信量の均衡・不均衡で判断する場合、均衡して

いる事業者Ａとはビル＆キープ方式、均衡していない事業者Ｂとはエンドエン

ド料金方式で接続料を算定することになるが、一のアンバンドル機能の接続

料の算定方法について事業者ごとに差異を設けることの可否・適否も整理が

必要となる。 

②ビル＆キープ方式は、ユーザ料金はエンドエンド料金を設定しつつ、接続料は

支払わないという形態であるが、これは、「接続料を設定しない」又は「接続料

を互いに０円支払う」のいずれかに整理することが考えられる。 

  いずれの場合も、通信量が均衡する事業者同士は、接続料はほぼ同等であ

り、コストに適正利潤を加えた料金を設定して取引しなくても問題ないとの前

提に立った考え方である。しかし、この適否は、今後、中継局接続の利用実態

が蓄積される中で、通信の流出入量の実態に応じた接続料の取引状況等を

踏まえる必要があることから、現時点で問題がないと整理することは時期尚早

である。 

  なお、「接続料を互いに０円支払う」という形態については、接続料０円はコスト

に適正利潤を加えた料金と相入れない点、またドミナント事業者ではない接続

事業者の接続料を０円に義務付けることはできない点に留意が必要である。 

 

 以上のように、ビル＆キープ方式には、１）適用基準の適正・透明な設定・運用、

２）接続事業者の経営面に与える影響、３）現行の接続制度との関係、といった観

点から検討・整理すべき課題が多数存在し、接続事業者からも十分に検討を行う

前の導入には懸念が示されている状況にあることから、これらの課題が整理・解決

される前に、中継局接続機能の接続料の算定方式として、ビル＆キープ方式を導

入することは適当ではないと考えられる。 

 

 ただし、このことは、接続料の算定方式としてのビル＆キープ方式の有用性を必

ずしも否定するものではないことから、今後、中継局接続機能の利用状況や当該

機能で提供されるサービスの状況等を踏まえつつ、上記課題について関係事業者

間等で検討・協議を行った上で、改めてその導入の適否について判断することが

適当である。 

 

 なお、中継局接続機能の接続料を設定する場合は、ＩＧＳ接続機能と同様に「逆

ざや問題」が生じ得ることから、「不当に高額な接続料」の判断基準の検討を深め

るとともに、「不当に高額な接続料」の設定に関する申出等があった場合は、総務

省においては、事業者ごとの個別事情等を踏まえた上で、速やかにその適正性を

検証し必要に応じ所要の措置を講じることが求められる。 
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６．接続料算定に係る課題④－イーサネット接続機能の逓減型・バルク型料金 

 

 ＮＴＴ東西の報告では、イーサネット接続機能について、接続料の設定方法として、

１）利用量が多いほど逓減的な料金体系とすること、２）事業者ごとにバルク型料金

体系とすること、が適当との意見が示されたところである。以下、それぞれの適否に

ついて検討することとする。 

 

（１）利用量が多いほど逓減的な料金体系 

 

 この料金体系は、接続事業者が利用する回線の帯域比に着目して、帯域の大き

い回線ほど、帯域比に比べて低廉な料金とするものである。 

 

 例えば、事業者Ａが１００Ｍｂｐｓの回線を１回線利用し、事業者Ｂが１Ｇｂｐｓの回

線を１回線利用する場合を想定すると、１００Ｍｂｐｓの回線の接続料を１００万円、

１Ｇｂｐｓの回線の接続料を７００万円と設定する考え方である。この場合、帯域比

は１：１０だが、接続料比は１：７となるため、帯域比に比例しない逓減的な料金を

設定していることとなる。 

 

 これは、イーサネット接続機能が複数のサービスメニューを提供している場合に、

当該機能に帰属した設備コストを各サービスメニューに配賦する際の帯域換算処

理である。当該処理は、帯域が小さいメニューと帯域の大きいメニューを比較する

と、帯域差ほどコスト差はないとの考え方に基づき費用配賦を行おうというもので

あり、第３章「３．コスト配賦への経済性等の加味（量的問題）」で検討した帯域等

換算係数を採用する考え方と同一のものである。 

 

 このため、イーサネット接続機能においても、帯域換算係数の設定には、ＩＰ系装

置の市販価格など一定の客観性を有する指標を用いるなど、費用配賦の適正性・

透明性を担保する措置を講じることを前提として、このような逓減型料金体系の導

入を認めることが適当である。 

 

（２）事業者ごとにバルク型の料金体系 

 

 ＮＴＴ東西は、（１）に加えて、事業者ごとにバルク型の料金体系の導入を検討し

ている。これは、事業者ごとに利用している回線を個別に捉えずに、個別の回線に

係る帯域の総容量をベースとして接続料を設定しようとするものである。 

 

 例えば、接続料は、１００Ｍｂｐｓの回線が１００万円、５００Ｍｂｐｓの回線が４５０万
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接続料

利用量５００Ｍｂｐｓ
（１００Ｍｂｐｓ×５回線）

１Ｇｂｐｓ

４５０万円

７００万円

５００万円

（１）利用量が多いほど逓減的な料金体系 （２）事業者ごとにバルク型の料金体系

接続料

利用量１００Ｍｂｐｓ １Ｇｂｐｓ

１００万円

７００万円

【事例】事業者Ａ・Ｂがそれぞれ以下の回線を利用する場合

➣事業者Ａ：１００Ｍｂｐｓの回線を１回線

➣事業者Ｂ：１Ｇｂｐｓの回線を１回線

■Ａ・Ｂが利用する回線の帯域比は１：１０だが、接続料比は１：７

（☞利用量が多いほど逓減）

【事例】事業者がＡ・Ｂがそれぞれ以下の回線を利用する場合

➣事業者Ａ：１００Ｍｂｐｓの回線を５回線

➣事業者Ｂ：１Ｇｂｐｓの回線を１回線

■Ａについては、１回線ずつ料金を設定（１００万円×５＝５００万円）

するのではなく、５回線合計の帯域で料金を設定（＝４５０万円）

（☞事業者ごとのバルク型料金）

事業者Ａ 事業者Ａ事業者Ｂ 事業者Ｂ

（帯域比と接続料比との関係は想定） （帯域比と接続料比との関係は想定）

円とし、事業者Ａが１００Ｍｂｐｓの回線を５回線利用している場合を想定する。この

場合、接続料の計算上は、１００Ｍｂｐｓの回線を５回線利用していると捉え、１００

万円×５回線の５００万円と考えるのではなく、５００Ｍｂｐｓの回線を１回線利用して

いると捉え、４５０万円と考えるものである。 

 

 これまで帯域等換算係数の導入など、帯域比だけでコスト配賦を行わないことに

一定の合理性を認めることとしたのは、複数のサービス又は一のサービス内の複

数メニューが、あくまでも同一の設備を利用して提供されている場合は、使用帯域

の大きいサービス等には、スケールメリットが働き、帯域差ほどはコスト差がないと

考えられることによるものである。 

 

 したがって、イーサネット接続機能のバルク型料金について、例えば、東京にある

回線、新潟にある回線、北海道にある回線の三回線に適用しようとする場合は、こ

れら三回線で同一の設備を利用するとは考えられず、これらの回線容量を合算し

てもスケールメリットが働くとは考えられないことから、このような場合にまでバルク

型料金を認めるのは適当ではないと考えられる。 

 

 この点、ＮＴＴ東西からは、事業者ごとに合算する回線は、ＮＴＴ東西の全業務区

域内にある回線ではなく、例えば、同一県内の同一設備を利用する回線に限定す

る考え方が示されているところである。このような限定があれば、回線容量を合算

してスケールメリットを考慮することは、同一の設備を利用する回線内の処理であ

り合理性はあることから、このような場合に限ってバルク型料金体系の導入は認め

ることは妥当性を有するものと考えられる。 

 

【図：逓減型・バルク型の料金体系】 
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第５章 接続料算定の透明性向上等 

 

１．接続会計の設備区分 

 

 ２０１０年度以降の接続料は、実際費用方式に基づき接続料を算定することとなる

が、実際費用方式は、接続会計の設備区分に整理された費用をベースとして接続料

を算定する方式である。２０１０年以降の接続料算定には、２００８年度接続会計が用

いられることになるが、２００８年度接続会計は、２００９年７月末までに総務省に提

出・公表することが必要となるため、その前に接続会計の設備区分として設定する区

分を整理しておくことが必要となる。 

 

 この点、接続会計は、接続料原価の算定機能と管理部門・利用部門間の内部相互

補助のモニタリング機能を有するものであるため、接続料算定過程の透明性向上を

図る観点からは、できる限り接続料の算定過程を接続会計において明らかにするこ

とが望ましい。 

 

 しかし、ＮＧＮの接続料算定においては、使用帯域の異なる映像系・音声系サービ

スやＱｏＳの有無・程度が異なるサービスが混在して提供されるというネットワーク特

性を考慮して、費用配賦の過程で、帯域等換算係数の適用やＱｏＳの有無・程度の

加味などが想定されている。 

 

 また、これら帯域等換算係数やＱｏＳの加味だけでなく、想定トラヒック比やポート容

量比などのコストドライバそのものが、今後、ＮＧＮの利用実態等を踏まえ、適宜見直

しを行うことが想定されている状況にある。このため、会計の継続性・安定性にも配

慮して、当面は、ＮＧＮ設備の設備コストの把握までを接続会計で行い、ＮＧＮ設備の

設備コストから網機能別コストへの集約は網使用料算定根拠で行うという役割分担

をすることが適当である。 

 

 具体的な設備区分としては、これまで接続会計の設備区分は、接続料算定の対象

となるネットワークの主要な設備に着目して設けられていること等を踏まえ、第２章

「１．配賦の階梯となる設備・サービス」で述べたＮＧＮ固有の１２設備について設定

することが適当である。 

 

 なお、接続会計の配賦プロセスは、接続会計整理手順書において明らかにすること

が必要とされているが、当該接続会計整理手順書は、「電気通信事業における会計

制度の在り方に関する研究会」報告書（２００７年１０月）を踏まえ、配賦基準や配賦プ
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ロセスを一覧できる「配賦フロー」の追加掲載などの見直しについて、２００８年度接続

会計の接続会計整理手順書から行うこととなっている。このため、当該見直しの趣旨

を踏まえ、今回追加するＮＧＮの設備区分に係る配賦プロセスについても、その透明性

が担保されるように、接続会計整理手順書の見直しに反映させることが必要である。 

 

２．接続会計等の透明性向上 

 

（１）接続会計財務諸表に係る措置 

 

 ３月答申では、現行の設備区分別費用明細表等は、ＰＳＴＮに係る設備区分とＩＰ網

に係る設備区分等が混在した表となっているが、このままでは外部からの検証容易

性が高いとは言えないことから、少なくともＮＧＮに係る設備区分別費用明細表等と

それ以外のネットワークの設備区分別費用明細表等を分けるなどの検証容易性を

高める措置を併せ講じることが適当とされた。 

 

 当該答申を踏まえると、できる限り検証容易性を高める措置を講じることが適当であ

り、接続会計は、接続会計財務諸表として、設備区分別費用明細表のほか、損益計

算書、使用平均資本及び資本報酬計算書、固定資産帰属明細表から構成されること

から、各書類について講じるべき措置の要否について検討する。 

 

 まず損益計算書については、今回新たに設定するＮＧＮの接続料について、利用

部門と管理部門の取引額や管理部門が接続事業者から受け取る接続料について、

他の接続料と区別して識別できるようにすることが必要である。このため、損益計算

書上、管理部門については、営業収益のうち受取網使用料と振替網使用料、接続関

連損益のうち接続装置使用料収入と網改造料収入について、利用部門については、

営業費用のうち振替網使用料について、ＮＧＮ接続料の分とそれ以外の分に分けて

整理することが必要である。 

 

 次に、固定資産帰属明細表については、設備区分別費用明細表と同様に、ＮＧＮ

とそれ以外のネットワークを分けて整理することが必要である。なお、使用平均資本

及び資本報酬計算書は、適正利潤の算定と関係する書類であるが、ＮＧＮとそれ以

外のネットワークで、適正利潤算定に用いる比率に差異はないことを考えると、当該

書類は、ＮＧＮとそれ以外のネットワークで分けて整理することは不要と考えられる。 

 

（２）未アンバンドル機能の取引額 

 

 ＮＴＴ東西の第一種指定電気通信設備については、アンバンドルされた機能につい
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ＳＩＰ
サーバ

８.網終端
装置

５.ＭＧ

中継
ルータ

ＭＧ

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等

【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

９.収容
ＳＷ

９.収容
ＳＷ

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI

10.中継
ＳＷ

11.

ＧＷ-ＳＷ

収容
ルータ

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

（他事業者
接続用スイッチ）

Ｂ：ＩＧＳ接続機能

他事業者網他事業者
網等

収容
ルータ

中継
ルータ

網終端
装置等

NNI

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

Ｃ：中継局
接続機能

ひかり
電話網

☞黒い網掛けの設備及び自網内呼は、全部又は一部のコス
トが、Ｅ：その他（未アンバンドル機能）に配賦されるもの

NNI
NNI

地域IP網 ＩＧＳ

NNI
ＮＧＮ

UNI/SNI

＝

７.網終端
装置

地上デジタル放送
再送信等

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

Ａ：収容局接続機能

③フレッツ・

キャスト
（ＢＥ)

②フレッツ・
ＶＰＮ
（ＢＥ)

④地上ﾃｼ゙ﾀ゙ﾙ
ＩＰ再送信
向け（QoS)

１.収容ルータ
①フレッツ光

ネクスト
NNI

NNI

０：フレッツ
光ネクスト

（ＢＥ)

４.ＧＷﾙｰﾀ

３.ＳＩＰ
サーバ

２.中継ルータ⑦ひかり電話
（高音質等)

⑧ひかり電話（標準音質)

⑤フレッツ

・キャスト
（QoS)

（他事業者
接続用ﾙｰﾀ）

⑥電話以外の
ＱｏＳサービス

コンテンツ事業者等 オフィス
ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

自網内呼

⑨ビジネスイーサ
ワイド

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI

Ｄ：イーサ機能

＝

NNI

ては、接続料が設定され、利用部門・接続事業者ともに、当該接続料を管理部門に

対して支払うこととなる。当該支払いのうち、利用部門から管理部門に対する支払は、

振替網使用料、接続事業者から管理部門に対する支払は、受取網使用料として整

理されているところである。 

 

 他方、第一種指定電気通信設備には、アンバンドルされていない機能も存在する。

当該機能は、利用部門のみが利用する機能の位置付けであり、当該機能に係る接

続料は設定されていない。しかし、当該機能に係る設備は、利用部門のみが利用し

てサービスを提供していることから、当該設備に係る費用は、未アンバンドル機能を

利用する利用部門が、接続料算定の際と同様の方法により算定された適正利潤を

加えて管理部門に支払うことが必要となる。 

 

 従来、未アンバンドル機能に係る利用部門と管理部門の間の取引については、接

続料が設定された機能に係る取引と併せて、振替網使用料の中で経理されたきたと

ころである。しかし、接続会計の透明性を向上させる観点からは、アンバンドル機能

と未アンバンドル機能に係る取引は分計することが適当であること、またＮＧＮの設

備・サービスでも、その設備コストが未アンバンドル機能に帰属する部分が複数存在

することから、接続会計の損益計算書の振替網使用料については、アンバンドル機

能と未アンバンドル機能を分けて整理することが必要である。 

 

【図：未アンバンドル機能】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）電気通信事業会計に係る措置 

 

 ＮＴＴ東西は、指定電気通信役務の料金の適正な算定に資するため、電気通信事

未アンバンドル機能 
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業会計の整理が義務付けられており、具体的な会計書類として、貸借対照表や損益

計算書のほか、指定電気通信役務損益明細表の作成・公表が義務付けられている。 

 

 ＮＧＮで提供するサービスのうち、フレッツ光ネクストとひかり電話は、指定電気通

信役務に該当し、現行の指定電気通信役務損益明細表の作成上は、ＮＧＮのサー

ビス収支は、フレッツ光ネクスト（ＦＴTH アクセスサービス）、ひかり電話、それ以外の

サービスの３区分に分計することが必要とされている。 

 

 ＮＧＮで提供されるサービスの収支は、２００８年度電気通信事業会計において該

当する役務区分に整理されるが、同会計は、事業年度終了後３カ月以内の２００９年

６月末までに総務省に提出・公表することが必要であることから、その前に該当する

役務区分に分計するために必要なコストドライバ等を整理することが必要となる。 

 

 第３章「４．コストドライバ設定の方向性」で述べたたように、２００９年度接続料につ

いて、暫定的にポート容量比で費用配賦することとした場合でも、２００８年度の電気

通信事業会計を現行の開示区分に整理する上で必要なサービス別設備コストの把

握は可能と考えられる。すなわち、指定電気通信役務損益明細表の整理上必要とな

る「①フレッツ光ネクスト」、「⑧ひかり電話（標準音質）」については、エッジ設備と一

対一の対応関係が基本的に取れることから、これらサービスの設備コストは、エッジ

設備のポート容量比等に基づけば、現行の開示区分に整理可能と考えられる。 

 

 なお、指定電気通信役務損益明細表の配賦プロセスについては、指定電気通信

役務損益配賦方法書において明らかにすることが必要とされているが、当該配賦方

法書は、「電気通信事業における会計制度の在り方に関する研究会」報告書を踏ま

え、適正な「活動」等の設定や配賦プロセスの一覧化などの見直しについて、２００８

年度会計の指定電気通信役務損益配賦方法書から行うこととなっている。当該見直

しの趣旨を踏まえ、今回追加するＮＧＮの役務区分に係る配賦プロセスについても、

透明性が担保されるように、指定電気通信役務損益配賦方法書の見直しに反映さ

せることが必要である。 

 

３．スタックテスト 

 

 一般的に、市場メカニズムが有効に機能している場合、小売料金は、コストに適正

利潤を加えたものとなることから、接続料の妥当性を検証するため、１９９９年から、

接続料と利用者料金との関係に関する検証（スタックテスト）が行われている。 

 

 ３月答申では、ＮＧＮでアンバンドルする機能（収容局接続機能、ＩＧＳ接続機能、中
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継局接続機能、イーサネット接続機能）については、新規に接続料が設定される機

能であることや将来原価方式で算定されること等から、接続料の妥当性を多角的に

検証する必要性がより高いことを理由として、スタックテストの対象とすることが適当

とされている。 

 

 スタックテストには、ＮＴＴ東西が実施するスタックテストと総務省が実施するスタック

テストの二種類が存在するが、今回接続料算定に関する考え方が整理されたことを

踏まえ、それぞれのスタックテストについて具体的な検証対象を整理することとする。 

 

 なお、利用者料金は、必ずしも接続料に連動して設定されるものではないため、ス

タックテストは、接続料水準について、その妥当性を判断する一意的な基準ではなく、

その合理的な論拠の提示を求める場合の判断基準として運用するものである。この

ため、スタックテストの要件が満たされない場合でも、合理的な論拠が提示された場

合は、当該接続料水準は、スタックテストの観点からは妥当と判断するものである。 

 

（１）ＮＴＴ東西が実施するスタックテスト 

 

 ＮＴＴ東西が実施するスタックテストは、毎事業年度の実績原価方式により算定され

る接続料の認可申請時等に、加入電話・ＩＳＤＮ基本料等の９つの検証区分について

実施するものであり、利用者料金収入と接続料収入の差分（営業費相当）が営業費

の基準値（２０％）を下回らないものであるかどうかを検証するものである。 

 

 ３月答申を踏まえれば、新たな検証区分として、「フレッツ光ネクスト」（収容局接続

機能）、「ひかり電話」（ＩＧＳ接続機能及び中継局接続機能）、「ビジネスイーサワイ

ド」（イーサネット接続機能）の３区分を追加することが適当である。 

 

 ただし、今回整理した考え方に基づく接続料に係る収支は、イーサネット接続機能

以外の機能については２００９年度会計から、イーサネット接続機能については２０１

０年度会計から整理されることとなるので、「フレッツ光ネクスト」と「ひかり電話」の区

分については、２００９年度接続会計の公表時、「ビジネスイーサワイド」は２０１０年

度接続会計の公表時からスタックテストを開始することが適当である。 

 

 なお、専用サービスについては、「電気通信サービスに係る料金政策の在り方に関

する研究会」報告書（２００８年１０月）において、特定電気通信役務として決定した時

点と比してサービスごとの回線数は大きく減少しており、また企業通信網として利用

されている通信サービスでも、専用線の比率が減少し、ＩＰ－ＶＰＮ等の法人向けデー

タ伝送サービスへの移行が顕著に見て取れることから、特定電気通信役務の対象

からはずすことが適当とされたところである。このように、専用サービスについては、
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①加入電話・ＩＳＤＮ基本料

②加入電話・ＩＳＤＮ通話料

③公衆電話

④番号案内

⑤メガデータネッツ

⑥Ｂフレッツ

⑦フレッツＡＤＳＬ

⑧フレッツＩＳＤＮ

⑨フレッツ光ネクスト

⑩ひかり電話

⑪ビジネスイーサワイド

接続料を設定する事業者が実施するスタックテスト 総務省が実施するスタックテスト

✔総務省は、接続料設定事業者に対し、接続料水準が妥当であるにもかかわらず当該要件を満たさない論拠の提示を求める。

✔当該論拠について検証を行い、合理的であると認められない場合は、当該接続料を是正するための所要の措置を講じる。

①毎事業年度の実績原価方式により算定される接続料の認
可申請時

②接続会計の公表時

①実績原価に基づき毎事業年度再計算して算定される接続
料の認可時

②対象となるサービスに係る接続料の認可時（①を除く。）

検証時期

検証方法

検証区分等

上記のサービスのうち、市場が拡大傾向にあるものを基本
として総務省が決定（サービスメニューごとに検証）

①新規に接続料が設定された機能を利用して提供される
サービス

②接続料の算定方法が変更された機能を利用して提供さ
れるサービス

③将来原価方式により算定された機能を利用して提供さ

れるサービス

総務省においてサービスメニューごとに検証を実施

利用者料金収入と接続料収入との差分（営業費相当分）が営業
費の基準値（２０％）を下回らないものであるか否かを検証

「営業費相当分と営業費の基準値との関係」の検証は、サービスブ
ランドを単位として行い、「利用者料金が接続料を上回っているどう
かの検証」はサービスメニュー単位で実施

スタックテスト
の要件を満たさ

ない場合

※ただし、左表⑩・⑪は、実施上の課題の整理が前提。

利用者の影響に及ぼす度合いが低くなっており、スタックテストで接続料水準の妥当

性を判断する必要性も相対的に低下していると考えられることから、「専用サービス

（一般専用、高速ディジタル伝送、ＡＴＭ専用線等）」は、スタックテストの検証区分か

ら外すことが適当である。 

 

（２）総務省が実施するスタックテスト 

 

 総務省が実施するスタックテストは、実績原価に基づき毎事業年度再計算して算

定される接続料の認可時等に、新規に接続料が設定された機能を利用して提供さ

れるサービス等のうち、市場が拡大傾向にあるものを基本として実施するものであり、

営業費相当分と営業費の基準値との関係はサービスブランド単位で、利用者料金が

接続料を上回っているかどうかはサービスメニュー単位で検証するものである。 

 

 現在、総務省においては、「メガデータネッツ」、「Ｂフレッツ」、「フレッツＡＤＳL」の３

区分について検証を行っているが、これに加えて、今後市場の拡大が見込まれる「フ

レッツ光ネクスト」、「ひかり電話」、「ビジネスイーサワイド」の３区分を追加することが

適当である。 

 

 総務省が実施するスタックテストは、ＮＴＴ東西が実施するスタックテストとは異なり、

検証対象となるサービスの利用者料金が存在していれば、検証することが可能であ

る。しかし、「ひかり電話」と「ビジネスイーサワイド」は、接続料と利用者料金との間で

料金設定の単位又は対象が異なるなど、スタックテスト実施上の課題があることから、

これらの課題解決に向けた検討を行った上で、「フレッツ光ネクスト」と「ひかり電話」

については２００９年度接続料の認可時、「ビジネスイーサワイド」は２０１０年度接続

料の認可時から可能な限りスタックテストを実施することが適当である。 

 

【図：スタックテストの概要と見直し後の検証区分】 
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第６章 おわりに 

 

 ＮＧＮは、使用帯域に大きな差異のある映像系・音声系サービス、ＱｏＳの有無や

程度に差異のあるサービスなど、性質・品質の異なる多様なサービスが統合的に提

供されるネットワークであり、これが同種のサービスしか提供できなかった既存ネット

ワークと異なる大きな特徴となっている。 

 

 このことは、様々な分野の事業者による創意工夫を活かした新規かつ多様なサー

ビスの提供を可能とし、利用者利便の向上や電気通信市場の更なる発展に大きく寄

与する一方、接続料の算定面では、ＮＧＮ固有の新たな課題を惹起し、その解決に

際しては、従来の接続料算定にはない新たな考え方・手法の導入が必要となった。 

 

 具体的には、本報告書では、接続料原価の算定（コスティング面）においては、費

用配賦フローにおけるサービス階梯の導入、帯域比・ポート比とコスト比が必ずしも

比例しないことに着目した帯域等換算係数の導入、「ゆらぎ」等の概念に着目したＱ

ｏＳの有無・程度の費用配賦への反映の方向性などについて提言を行った。また、接

続料の算定（プライシング面）においては、イーサネット接続機能における逓減型・バ

ルク型料金体系の導入について提言を行った。 

 

 他方、ＩＧＳ接続機能の逆ざや問題や中継局接続機能のビル＆キープ方式の導入

については、現時点では整理できない多くの課題が存在するため、継続検討とし、ま

た、ＩＧＳ接続機能の接続料については、基本的にＮＴＴ東西別の設定が適当としたも

のの、実際の接続料の認可申請時に改めて判断することとするなど、今後の検討や

状況変化等を踏まえ、改めて判断することが必要な問題と整理したものもあった。 

 

 また、検討上特に留意したのは、ＮＧＮは、商用開始後未だ１年を経過しておらず予

測に必要なデータが必ずしも十分に蓄積されていない状況にある点である。本報告書

では、この点を踏まえ、２００９年度接続料は、暫定的にキャパシティコストを考慮する

ポート容量比の採用を認めつつ、２０１０年度以降接続料では、想定トラヒック比等の

アクティビティコストを考慮するコストドライバに移行することが適当とするなど、商用

開始後間もないネットワークの実態を踏まえた漸進的かつ現実的な提言を行った。 

 

 ＮＧＮは、２０１０年度に光ユーザ２,０００万契約の概ね半数の加入が目標とされるな

ど、利用者数・サービス内容ともに発展期にあるネットワークであり、今回整理した考

え方自体も、ネットワークの急速な発展に応じた見直しを行わないと、すぐに妥当性を

失う可能性がある。このため、総務省及びＮＴＴ東西においては、ＮＧＮを巡る環境変化

を注視し、必要があれば躊躇することなく適時適切に見直しを行うことが必要である。 



参考資料参考資料

２００８年１１月１１日
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2,576 2,719

2830
2,934万

4,000

固定－移動の
契約数が逆転
固定：6,219万
移動：6,282万

（平成１２年１１月）

4,000,000

6,000,000

395.6万

○契約数 ： 395.6万
○事業者数 ： 385社

138 171 213

1,170

2,691

387

943

1,541

1,951 

2,148 2,237

2,330

2,422

2,504 
2,776

2,875

830.5

976.7

1060.4

1145.7

1209.7

1300

1375.9

1527.6

1527.6

1594.9

1676.6
1753.5

1827.9万

2,000

2,000,000

49 87
138 171 213

433 22 85
527.6

0

注：平成１６年６月末分より電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、
それ以前は任意の事業者から報告を受けた契約数を集計。

0

注：平成１６年６月末分より電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、
それ以前は任意の事業者から報告を受けた契約数を集計。



2加入電話とひかり電話の契約数の推移加入電話とひかり電話の契約数の推移

6,000

（単位：万契約）

4,394
4,478

4,817
5,0565,1635,1595,116

4,691

5,0325,094
5,071

5,000

3,8783,962

4,334
4,000

加入電話 NTT加入電話

NTTひかり電話

3,000

1,000

2,000

637573
317

87
41

0

1,000

03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 08.6

注：加入電話とは、NTT加入電話（ISDNを除く）、直収電話、CATV電話をいう。



3サービスのエリア展開イメージサービスのエリア展開イメージ

■０７年３月末０７年３月末に東京・大阪等の一部エリア東京・大阪等の一部エリアで商用化を開始。

■０８年度内０８年度内に政令指定都市へ拡大政令指定都市へ拡大、県庁所在地都市への展開を開始県庁所在地都市への展開を開始。

■１０年度まで１０年度までに現行Ｂフレッツのサービスエリアまで拡大現行Ｂフレッツのサービスエリアまで拡大。

0707 0808年度年度 0909年度年度 1010年度年度

●東京･大阪等の一部エリアで開始

フレッツ・フレッツ・
ひかり電話ひかり電話

（ＩＰ系）（ＩＰ系）
サービスサービス

●２０１０年度末までには
現行の光アクセスサービス
提供エリア全域に拡大

●他の政令指定都市 拡大

●東京２３区、大阪０６エリア
及び横浜市、川崎市、千葉市、
さいたま市へ展開

サ ビスサ ビス

商
用
サ
ー

●他の政令指定都市へ拡大

●県庁所在地級都市へ展開

イーサイーサ
サービスサービス

ー
ビ
ス
開
始

●東京･大阪の一部

●ユーザニーズに即応した
サービス展開●政令指定都市、県庁所在地等の

全国主要都市へ拡大

地デジ地デジ

ＩＰ再送信ＩＰ再送信映
像
映
像

始
全国主要都市へ拡大

ＮＧＮの展開・ユーザニーズ等を踏まえつつサービス展開●東京･大阪

ＶＯＤＶＯＤ//

多ﾁｬﾝﾈﾙ多ﾁｬﾝﾈﾙ

像
配
信

像
配
信

ＮＧＮの展開に合わせ提供

※放送事業者からの再送信同意を前提とする

※既存ＩＰ網でも提供



4ＮＧＮ商用サービスの料金等について（１／２）ＮＧＮ商用サービスの料金等について（１／２）

商用サ ビスは 既存サ ビスと同様の料金体系とし お客様がより使いやすい料金水準で提供ＮＧＮ商用サービスは、既存サービスと同様の料金体系とし、お客様がより使いやすい料金水準で提供。

主な料金額（ＮＴＴ東日本の例）サービス分類 サービス名称

光ブロードバンド

戸建て住宅向け 《ファミリータイプ》
（最大通信速度100M）

集合住宅向け《マンションタイプ》

（例）戸建て住宅向け ：４,１００円／月（税込：４,３０５円／月）

集合住宅向け（プラン１）：２,９００円／月（税込：３,０４５円／月）

フレッツ 光ネクスト光ブロ ドバンド
サービス

集合住宅向け《マンションタイプ》
（最大通信速度100M）

事業所向け 《ビジネスタイプ》
（最大通信速度概ね1G）

フレッツ 光ネクスト

既存サービスと同等

（既存サービスの料金額） ４０,０００円（税込：４２,０００円）

個人向け／中小規模事業所向け

音声
通話

ひかり電話 ： ５００円／月（税込：５２５円／月）
ひかり電話オフィスタイプ ：１,３００円／月（税込：１,３６５円／月）

基本料

標準音質

0AB-J 
ＩＰ電話/

テレビ電話

ひかり電話／
ひかり電話
オフィスタイプ

話

テレビ
電話

高音質〔7KHz〕
通話料 ８円／３分（税込：８.４円／３分）

標準品質

通話料 １５円／３分（税込：１５ ７５円／３分）

帯域2.6Mまでのもの

テレビ電話 通話料 １５円／３分（税込：１５.７５円／３分）

ハイビジョン
品質相当 通話料

SD品質相当

１００円／３分（税込：１０５円／３分）
帯域2.6Mを超えるもの

：提供済 ：今後提供予定【凡例】 赤字下線 ： 新規機能

大規模事業所向け検討中 検討中



5ＮＧＮ商用サービスの料金等について（２／２）ＮＧＮ商用サービスの料金等について（２／２）

サービス提供を受ける

主な料金額（ＮＴＴ東日本の例）サービス分類 サービス名称

ユニキャスト配信
基本料（帯域別の定額）
（例） １Ｇシングルの場合： ２８０万円／月（税込：２９４万円／月）

サービス提供されるコンテンツプロバイダ向けの料金
サービス提供を受ける
お客様の付加料金

０円／月

コンテンツ
配信向け
サービス

マルチキャスト配信
※ユニキャスト通信の
付加機能として提供

基本料（帯域別の定額）＋加算料（従量）
（例） １Ｇシングルの場合：

上記ユニキャスト基本料に加えて
２５０万円／月＋２００円／配信先・月

（税込：２６２.５万円／月＋２１０円／配信先・月）

フレッツ・キャスト

ベスト
エフォート

０円／月

ユニキャスト配信
２００円／月（注)

（税込：２１０円／月）QoS

基本料（帯域別の定額）＋加算料（従量）
（例） １Ｇシングルの場合：

３００万円／月
（税込：３１５万円／月）

一定時間を超える通信
について従量料金

＋

地上デジタル放送IP再送信
事業者向けサービス

再送信事業者向けの料金を設定QoS

地上デジタル放送
ＩＰ再送信事業者

向けサービス

センタ-エンド型
基本料（帯域別の定額）

（例） センタ回線１００Ｍ（県内通信）の場合： ５５万円／月（税込：５７ ７５万円／月）フレッツ・ＶＰＮ ゲート

ＶＰＮ ＣＵＧ型／センタ-エンド型
※回線個別契約型

基本料 月額利用料＋（帯域別の定額）
（例）拠点数１００の場合： ＶＰＮ管理者1万円/月、参加者1800円/月（税込：1.05万円、1890円）

センタ回線１００Ｍ（ＭＡ内通信）の場合： １００万円/月（税込：１０５万円/月）

ベスト
エフォート

※センタ一括契約型
（例） センタ回線１００Ｍ（県内通信）の場合： ５５万円／月（税込：５７．７５万円／月）

センタ回線１Ｇ （県内通信）の場合： １１６.４万円／月（税込：１２２.２２万円／月）

フレッツ・ＶＰＮ ワイド

フレッツ・ＶＰＮ ゲ ト

イーサネット 広域イーサネット通信

帯域に応じたMA内・県内・県間ごとの定額料
（例） １０Ｍ（県内通信）の場合：約１０万円／月（税込：約１１万円／月）

ＣＵＧ型／センタ-エンド型
※回線個別契約型 検討中QoS検討中

イ サネット
サービス

広域イ サネット通信
（県内・県間とも）

：提供済 ：今後提供予定【凡例】 赤字下線 ： 新規機能 （注）ひかり電話のご利用が必要

ビジネスイーサ ワイド １００Ｍ（県内通信）の場合：約１９万円／月（税込：約２０万円／月）

※料金額は、モデル契約時の１アクセス回線あたりの目安



6【【ＮＧＮ答申①ＮＧＮ答申①】】接続ルールの対象範囲接続ルールの対象範囲（第一種指定電気通信設備の指定範囲）（第一種指定電気通信設備の指定範囲）

■「ＮＧＮ」については、接続ルールの対象範囲とすることとし、第一種指定電気通信設備に指定。

■また、これまで第一種指定電気通信設備に指定されていなかった「ひかり電話網」について、新たに第一種指定電気通信設備に指定。

■なお、「地域ＩＰ網」は、引き続き第一種指定電気通信設備に指定。

ｵﾌｨｽＣＰ等
ＩＳＰ 他事業者網 他事業者網ｵﾌｨ

ﾕｰｻﾞ等
ＣＰ等

第一種指定電気通信設備に指定従来 第一種指定電気
通信設備に非指定

－

ＩＧＳ

ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型ｻｰﾋﾞｽ等

ＩＳＰ接続

ＩＰ電話、TV電話等

UNI/SNI
UNI

NNI

NNI
NNI

NNI
NNI

第一種指定電気通信設備に指定第一種指定電気通信設備に指定今回 第一種指定電気
通信設備に指定

ＳＩＰ

収容
ルータ

網終端
装置

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

変換装置
収容

ルータ
収容

ルータ
他事業者

接続用ﾙｰﾀ

ＳＩＰ

網終端
装置

他事業者

接続用ﾙｰﾀ

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

変換装置
収容

ルータ

UNI

他事業者

接続用ＳＷ
（ＧＷルータ） （ＧＷルータ）（ＭＧ） （ＭＧ） （ＧＷ-SW）

ＳＩＰ
サーバ

中継
ルータ

ＳＩＰ
サーバ

中継
ルータ

中継
ルータ

中継
ＳＷ

収容
ルータ

収容
ルータ

収容
ＳＷ

収容
ＳＷ

地域ＩＰ網 ひかり電話網

収容
ルータ

ＮＧＮ

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

新規Ｂフレッツ
ユーザﾞ

＝ ＝UNI
UNI

新規イーサ
ユーザﾞ

新規イーサ
ユーザﾞ

＝ UNI ＝UNI
【凡例】

：既存設備

：新たな設備（高度化・大容量化）

NNI



7【【ＮＧＮ答申②ＮＧＮ答申②】】アンバンドル（設備・機能の細分化）の対象アンバンドル（設備・機能の細分化）の対象

■アンバンドルとは、他事業者が、第一種指定電気通信設備のうち必要な設備・機能のみを細分化して使用できるようにすることである。

（☞アンバンドルされると、その機能ごとの原価に基づき接続料が算定されるため、アンバンドル前よりも接続料が低減する効果が期待）

■フレッツサービス、ひかり電話やイーサネットサービスといった既存サービスを提供するための機能は、アンバンドルを実施。

■他方、帯域制御機能等のＮＧＮ固有の新規の機能については、具体的な利用形態等が明確でない現段階でのアンバンドルは行わない。

■なお アンバンドルの要否は ０７年度から運用を開始している競争セーフガード制度の検証対象に追加し 毎年度定期的に検証

ｵﾌｨｽ
ﾕｰｻﾞ等

ＣＰ等
ＩＳＰ 他事業者網

ｺﾝﾃﾝﾂ配信等

ｾﾝﾀ ｴﾝﾄﾞ型ｻ ﾋﾞｽ等

他事業者網帯域制御機能
等は、アンバ
ンドルの要否

■なお、アンバンドルの要否は、０７年度から運用を開始している競争セ フガ ド制度の検証対象に追加し、毎年度定期的に検証。

ＩＧＳ
ＩＰ電話、TV電話

ｾﾝﾀｰｴﾝﾄ 型ｻｰﾋ ｽ等

ＩＳＰ接続

ＩＰ電話、TV電話等

UNI

NNI

NNI NNI

NNI
ｺﾝﾃﾝﾂ配信等 IPｖ６ﾍﾞｽﾄ

ｴﾌｫｰﾄ
ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型

ｻｰﾋﾞｽ等

①収容局接続に係る
機能のアンバンドル

④イーサネットサービス
に係る機能のアンバンドル

UNI/SNI NNI

ンドルの要否
の判断は時期

尚早。

ＳＩＰ

収容
ルータ

網終端
装置

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

変換装置
収容

ルータ
収容

ルータ
他事業者

接続用ﾙｰﾀ

網終端
装置

他事業者

接続用ﾙｰﾀ

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

変換装置
収容

ルータ

U

他事業者

接続用ＳＷ

（ＧＷルータ）

（ＧＷルータ）（ＭＧ） （ＭＧ） （ＧＷ-SW）

サーバ

中継
ルータ

ＳＩＰ
サーバ

中継
ルータ

中継
ルータ

中継
ＳＷ

地域ＩＰ網 ひかり電話網
③中継局接続に係る
機能のアンバンドル

⑥中継局接続に係る
機能のアンバンドル

収容
ルータ

収容
ルータ

収容
ＳＷ

収容
ＳＷ

ひかり電話網

収容
ルータ

ＮＧＮ

機能のアンバンドル

NNI

NNI

◎

⑤収容局接続に係る
機能のアンバンドル

【凡例】

：既存設備

：新たな設備（高度化・大容量化）
既存Ｂフレッツ

ユーザﾞ
新規Ｂフレッツ

ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

新規イーサ
ユーザﾞ

新規イーサ
ユーザﾞ

＝ UNI ＝UNIひかり電話の
アンバンドル

②ＩＰ電話サービス
（ＩＧＳ接続）に係る機

能のアンバンドル

NNI

収容ルータに
ＰＯＩを設置



8【【ＮＧＮ答申③ＮＧＮ答申③】】接続料の算定方法等接続料の算定方法等

■ＮＧＮの接続料について、接続会計のデータを用いて算定可能となるのは、2010年度接続料からとなる。

（☞ＮＧＮの費用・資産が整理されるのは2008年度会計からとなり、これが総務省に報告等されるのは、2009年夏になる。）

■このため、少なくとも2009年度接続料までは、算定期間の費用と需要を予測して接続料を算定する方式(将来原価方式)での算定が適当。

■ただし、当該予測を行うために必要なコスト分計の方法等の検討に要する期間を考慮して、2008年度接続料等については、既存サービス

と同様のサービスの接続料をそのまま適用するなどの暫定措置を認める。と同様のサ ビスの接続料をそのまま適用するなどの暫定措置を認める。

■なお、ひかり電話については、利用者の混乱を招来するおそれがあること等から、ＮＧＮとひかり電話網の接続料を合算して算定。

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度以降

フレッツフレッツ
サービスサービス

（収容局接続）（収容局接続）

●地域ＩＰ網の接続料と
同一の接続料を暫定適用

●将来原価方式で算定【地域ＩＰ網とは別個に接続料算定】

（☞実績ﾃﾞｰﾀの把握にｼｽﾃﾑ構築が必要であって、代替可能な暫定的なｺｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞ
が見出せないときは、ｼｽﾃﾑ構築後、2010年度から実際費用方式で算定）

ひかり電話ひかり電話

（ＩＧＳ接続）（ＩＧＳ接続）

●現在のひかり電話の接続料
（相対取引）を暫定適用

●将来原価方式で算定【ひかり電話網と合算して接続料算定】

（☞実績ﾃﾞｰﾀの把握にｼｽﾃﾑ構築が必要であって、代替可能な暫定的なｺｽﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞ
が見出せないときは、ｼｽﾃﾑ構築後、2010年度から実際費用方式で算定）

イーサネットイーサネット
サービスサービス

●相対取引を暫定適用

（☞接続料設定のためにはシステム改修の期間等が必要）
●実際費用方式で算定

中継局接続中継局接続 ●相対取引を暫定適用
●将来原価方式で算定

（☞接続事業者のサービス提供方法等によっては、設備増強や負担方法の在り
方等の検討が必要となる場合も、2010年度を目途に実際費用方式で算定）

機能毎の設備区分
の新設等

2008年度接続会計
報告・公表

2009年度接続会計
報告・公表

2010年度接続会計
報告・公表

▲ ▲ ▲▲

●コストドライバの検討・報告
９月末

接続会計接続会計

の整理の整理

の新設等



9第一種指定電気通信設備制度における接続関連規制第一種指定電気通信設備制度における接続関連規制

第一種指定電気通信設備第一種指定電気通信設備

に関する接続関連規制に関する接続関連規制
更にアンバンドルされると・・・更にアンバンドルされると・・・

✔✔アンバンドル単位アンバンドル単位((機能機能))ごとに接続料設定ごとに接続料設定
✔アンバンドル単位ごとに通信量・回線数の✔アンバンドル単位ごとに通信量・回線数の

記録記録

接続料原価と算定方法接続料原価と算定方法

接続料原価

接続約款の主な記載事項接続約款の主な記載事項

✔機能ごとの接続料接続料 算定方法等が法定算定方法等が法定

✔実績原価方式

第一種指定設備
管理運営費

＋

接続料原価

算定方法スタックテス
トによる検証

接続約款の接続約款の
作成・公表義務作成・公表義務

（認可制）（認可制）

✔標準的接続箇所における技術的条件

✔接続の請求等を行う場合の手続

✔実績原価方式

✔将来原価方式

✔ＬＲＩＣ方式 等

他人資本費用

自己資本費用

＋

＋
✔接続の請求等を行う場合の手続

✔コロケーションをする場合の手続

利益対応税

✔✔情報開示の手続情報開示の手続

接続会計の接続会計の
整理・公表義務整理・公表義務

✔屋内配線工事を行う場合の手続

✔✔情報開示の手続情報開示の手続

✔接続の請求・回答を受ける手続✔接続の請求・回答を受ける手続

✔上記の標準処理期間✔上記の標準処理期間 等等

✔✔情報開示の手続情報開示の手続

✔設置可否等の検討及びその回答を受ける手続✔設置可否等の検討及びその回答を受ける手続

✔上記の標準処理期間✔上記の標準処理期間 等等

網機能提供計画の網機能提供計画の
届出・公表義務届出・公表義務



10第一種指定電気通信設備に係る接続料算定の原則第一種指定電気通信設備に係る接続料算定の原則

■接続料が能率的な経営の下における適正な原価を算定するものとして総務省令で定める方法により算定さ接続料の認可基準

10

■接続料は アンバンドル機能ごとに 当該接続料に係る収入（接続料×通信量等）が 当該接続料の原価に

■接続料が能率的な経営の下における適正な原価を算定するものとして総務省令で定める方法により算定さ

れた原価に照らし公正妥当なものであること。
接続料の認可基準

（電気通信事業法§33Ⅳ②）

■接続料は、アンバンドル機能ごとに、当該接続料に係る収入（接続料×通信量等）が、当該接続料の原価に

一致するように定めなければならない。接続料算定の原則
（接続料規則§14）

接続料 接続料原価通信量等(需要)× ＝

第 種指定 備第 種指定 備

※接続料規則§8

接続料原価

第一種指定設備第一種指定設備
管理運営費管理運営費

利益対応税利益対応税自己資本費用自己資本費用他人資本費用他人資本費用 ＋＋＋

設備コスト 適正報酬額

接続料＝
接続料原価

通信量等
（需要）

機能ごとの通信量等の直近の実績値機能ごとの通信量等の直近の実績値機能ごとの通信量等の直近の実績値機能ごとの通信量等の直近の実績値

（ 将来原価方式の場合：将来の合理的な通信量等の予測値）

■接続料の体系は、当該接続料に係る第一種指定設備管理運営費の発生の態様を考慮し、回線容量、回線数、通

信回数、通信時間又は距離等を単位とし、社会的経済的にみて合理的なものとなるように設定するものとする。
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算定方式 算定概要 主な対象機能

接続料の算定方式接続料の算定方式

算定方式 算定概要 主な対象機能

長期増分費用方式
・仮想的に構築された効率的なネットワークの
コストに基づき算定

・電話網
（加入者交換機、中継交換機、加入者交換機－
中継交換機回線 信号網等）

（ＬＲＩＣ）

ト 基 き算定
・前年度下期＋当年度上期の通信量を使用
・ボトムアップ方式のＬＲＩＣモデルを使用

中継交換機回線、信号網等）

・ＰＨＳ基地局回線

・新規かつ相当の需要増加が見込まれる

将来原価方式

新規かつ相当の需要増加が見込まれる
サービスに係る設備に適用
・接続料の急激な変動を緩和する必要がある
と認められる場合にも適用
・原則５年以内の予測需要・費用に基づき

・加入者回線（加入ダークファイバ）※２

・ＩＰ関連装置（GE-PON、局内／局外スプリッタ等）

実際
費用
方式

原則５年以内の予測需要 費用に基づき
算定

・前々年度の実績需要・費用に基づき算定
当年度の実績値が出た段階で それにより

・地域ＩＰ網
・ＩＰ関連装置（メディアコンバータ等）

実績原価方式
・当年度の実績値が出た段階で、それにより
算定した場合との乖離分を翌々年度の費
用に調整額として加算 ※１

装置（ ）
・中継光ファイバ回線（中継ダークファイバ）
・加入者回線（ドライカッパ）
・専用線
・公衆電話

キャリアズレート
・届け出ている小売料金から営業費相当分を
控除するもの

・ＩＳＤＮ加入者回線（ＩＮＳ１５００）

・専用線専用線

※１ 実績原価方式については、本年7月の接続料規則の改正により、08年度接続料算定から事後精算制度が廃止され、事前に接続料
が確定する方式（直近の実績に基づき接続料を算定）に変更される。

※２ 加入ダークファイバの現行接続料は、01～07年(7年間)の原価・需要の予測値に基づき算定。



12接続料算定の対象機能（アンバンドル機能）接続料算定の対象機能（アンバンドル機能）

0808年年0707月以前のアンバンドル月以前のアンバンドル機能（３３機能）機能（３３機能） 現在のアンバンドル現在のアンバンドル機能（３９機能）機能（３９機能）

対象機能

端末回線伝送機能 1.帯域透過端末回線伝送機能

2.帯域分割端末回線伝送機能

3.基地局設備用端末回線伝送機能

4.光信号端末回線伝送機能

5 総合デジタル通信端末回線伝送機能

対象機能 通称

端末回線伝送機能 1.帯域透過端末回線伝送機能 ドライカッパ

2.帯域分割端末回線伝送機能 ラインシェアリング

3.基地局設備用端末回線伝送機能 ＰＨＳ基地局回線

4.光信号端末回線伝送機能 加入ダークファイバ

5 総合デジタル通信端末回線伝送機能 ＩＮＳ１５００のキャリアズレート5.総合デジタル通信端末回線伝送機能

6.その他端末回線伝送機能

端末系交換機能 7.加入者交換機能

8.信号制御交換機能

9.優先接続機能

10.番号ポータビリティ機能

11 加入者交換機専用トランクポ ト機能

5.総合デジタル通信端末回線伝送機能 ＩＮＳ１５００のキャリアズレート

6.その他端末回線伝送機能 ＯＬＴ等

端末系交換機能 7.加入者交換機能 ＧＣ交換機

8.信号制御交換機能 加入者交換機機能メニュー

9.優先接続機能 マイライン

10.番号ポータビリティ機能 番号ポータビリティ

11 加入者交換機専用トランクポ ト機能 GC POI間トランクポ ト11.加入者交換機専用トランクポート機能

12.加入者交換機共用トランクポート機能

13.折返し通信路設定機能

14.光信号電気信号変換機能

15.光信号分離機能

16.加入者交換機接続伝送専用機能

17 市内伝送機能

11.加入者交換機専用トランクポート機能 GC-POI間トランクポート

12.加入者交換機共用トランクポート機能 GC-IC間トランクポート

13.折返し通信路設定機能 ISM

14.光信号電気信号変換機能 メディアコンバータ

15.光信号分離機能 局内スプリッタ

16.加入者交換機接続伝送専用機能 GC-POI間回線

17 市内伝送機能 GC GC間回線17.市内伝送機能

中継系交換機能 18.中継交換機能

19.中継交換機専用トランクポート機能

20.中継交換機共用トランクポート機能

中継伝送機能 21.中継伝送共用機能

22.中継伝送専用機能

23 中継交換機接続伝送専用機能

17.市内伝送機能 GC-GC間回線

中継系交換機能 18.中継交換機能 IC交換機

19.中継交換機専用トランクポート機能 IC-POI間トランクポート

20.中継交換機共用トランクポート機能 IC-IC間トランクポート

中継伝送機能 21.中継伝送共用機能 GC-IC間共用回線

22.中継伝送専用機能 GC-IC間専用回線
23.中継交換機接続伝送専用機能

24.光信号中継伝送機能

25.ルーティング伝送機能

23.中継交換機接続伝送専用機能 IC-POI間専用回線

24.光信号中継伝送機能 中継ダークファイバ等

ルーティング伝送機能 25.一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能 NGNの収容局接続

26.一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能 NGNの中継局接続

27.特別収容ルータ接続ルーティング伝送機能 地域IP網の収容局接続

28.特別中継ルータ接続ルーティング伝送機能 地域IP網の中継局接続

26. 通信路設定伝送機能

27.信号伝送機能

28.呼関連データベース機能

29.関門交換機接続ルーティング伝送機能 ＩＧＳ接続（ＮＧＮ・ひかり電話網）

30. イーサネットフレーム伝送機能 イーサネット

31.通信路設定伝送機能 専用線

32.データ伝送機能 メガデータネッツ

33.信号伝送機能 共通線信号網

34.呼関連データベース機能 呼関連データベース関 機

29.番号案内機能

30.手動交換機能

31.公衆電話機能

32.端末間伝送等機能

33.クロック提供機能

35.番号案内機能 番号案内データベース・装置

36.手動交換機能 １０４

37.公衆電話機能 公衆電話機

38.端末間伝送等機能 キャリアズレート

39.クロック提供機能 クロック提供装置
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個別把握できる資産→直課
共通設備等の資産→回線数比

ＲＡＳ等固有設備の資産 直課

ルーティング伝送機能及びデータ伝送機能の接続料算定フロールーティング伝送機能及びデータ伝送機能の接続料算定フロー

ＬＡＮインタフェースにより１００Ｍｂｉｔ/sの符
号伝送が可能なもの

データ伝送機能

ＲＡＳ等固有設備の資産→直課
共通設備等の資産→設計帯域比

データ伝送機能
（メガデータネッツ）

端末系伝送路（電気信号の伝送に係るもの） 端末系伝送路（電気信号の伝送に係るもの）

回線管理運営

主配線盤（電気信号の伝送に係るもの） 上記以外

端末系伝送路（光信号の伝送に係るもの） 端末系伝送路（光信号の伝送に係るもの）

接続会計報告書の設備区分 網使用料算定根拠の設備区分

ＡＴＭインタフェースにより符号伝送
が可能なもの

ＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インタ
フェースにより符号伝送が可能なもの

ルーティング
伝送機能

その他

共通設備等の資産 設計帯域比
ルーティング伝送機能

端末系伝送路（光信号の伝送に係るもの） 端末系伝送路（光信号の伝送に係るもの）

主配線盤（光信号の伝送に係るもの） 主配線盤（光信号の伝送に係るもの）

公衆電話設備 公衆電話設備

ディジタル公衆電話設備

主配線盤～端末系交換設備伝送路 端末系交換設備（音声）

端末系交換設備（主として音声伝送役務の提供に用いられるもの） 加入者交換機接続用伝送装置利用機能（DSM-I）

加入者交換機接続用伝送装置利用機能（TCM）

ＬＡＮインタフェースにより１００Ｍｂｉｔ/sの符
号伝送が可能なもの

ＡＴＭインタフェースにより符号伝送

データ伝送機能

ルーティング

共通設備等の資産→設計帯域比 （Bフレッツ）上記以外

端末系交換設備（主としてデータ伝送役務の提供に用いられるもの） 端末系交換設備（データ）

端末系交換設備間伝送路 端末系交換設備間伝送路

群タンデム交換設備～端末系交換設備伝送路

群タンデム交換設備 群タンデム交換設備

端末系交換設備～中継系交換設備伝送路 端末系交換設備～中継系交換設備伝送路（音声）

端末系交換設備 中継系交換設備伝送路（斜回線） 端末系交換設備～中継系交換設備伝送路（データ）

指
定
設

回線数比

ＡＴＭインタフ スにより符号伝送
が可能なもの

ＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インタ
フェースにより符号伝送が可能なもの

ルーティング
伝送機能

その他

網終端装置等固有設備の資産→直課

ルーティング伝送機能
（フレッツ・ＡＤＳＬ）

端末系交換設備～中継系交換設備伝送路（斜回線） 端末系交換設備～中継系交換設備伝送路（デ タ）

中継系交換設備（主として音声伝送役務の提供に用いられるもの） 中継系交換設備（音声）

中継系交換設備（主としてデータ伝送役務の提供に用いられるもの） 中継系交換設備（データ）

信号網設備 信号網設備

番号案内データベース 番号案内データベース

番号案内設備

手動交換設備

設
備
管
理
部
門

ＬＡＮインタフェースにより１００Ｍｂｉｔ/sの符
号伝送が可能なもの

ＡＴＭインタフェースにより符号伝送
が可能なもの

データ伝送機能

ルーティング

網終端装置等固有設備 資産 直課
共通設備等の資産→設計帯域比

ルーティング伝送機能
（フレッツ・ＩＳＤＮ）

総合ディジタル網加入者モジュール 総合ディジタル網加入者モジュール

Iインタフェース加入者モジュール折返し機能

専用加入者線装置モジュール 専用加入者線装置モジュール

主配線盤～専用加入者線装置モジュール伝送路

専用線ノード装置 専用線ノード装置

専用加入者線装置モジュール～専用線ノード装置伝送路 専用加入者線装置モジュール～専用線ノード装置伝送路

専用線ノ ド装置 相互接続点伝送路 専用線ノ ド装置 相互接続点伝送路 が可能なもの

ＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インタ
フェースにより符号伝送が可能なもの

他人資本費用
自己資本費用 線数

伝送機能

その他

専用線ノード装置～相互接続点伝送路 専用線ノード装置～相互接続点伝送路

専用線ノード装置～専用線ノード装置伝送路 専用線ノード装置～専用線ノード装置伝送路

呼関連データベース 呼関連データベース

ＰＨＳ接続装置 ＰＨＳ接続装置

網改造料 網改造料

貸倒損失 貸倒損失

指定外県内伝送路 通信設備

自己資本費用
利益対応税を加算

回線数
ポート数等

個別把握できる資産→直課
共通設備等の資産→回線数比

県間伝送路 スプリッタ（DSL）

機械設備 上記以外

サービス活動 回線管理運営

サービス活動

端末設備 端末設備および付加機能使用料、雑収入等控除項目

付加機能使用料、雑収入等控除項目

指
定
設
備
利
用
部
門



14ルーティング伝送機能の接続料算定（設計帯域比）ルーティング伝送機能の接続料算定（設計帯域比）

■ルーティング伝送機能の接続料原価は、「①端末系交換設備（主としてデータ伝送役務の提供に用いられるもの）」、「②端末系交換設備

■「①端末系交換設備（主としてデータ伝送役務の提供に用いられるもの）」の接続料原価

機 ① ②

～中継系交換設備伝送路、中継系交換設備～中継系交換設備及び中継系交換設備～相互接続点伝送路」、「③中継系交換設備（主と

してデータ伝送役務の提供に用いられるもの）」の設備区分に帰属する費用を用いて算定される。

■ ①端末系交換設備（主としてデ タ伝送役務の提供に用いられるもの）」の接続料原価

➣「②収容局ルータ」、「③ＡＴＭ装置」については、一の設備を複数の機能（サービス）に利用しているが、一の設備に係る固定資産の各機能への

配賦は、「設計帯域比」を用いて行っている。

主な対象設備 配賦基準 Ｂフレッツ フレッツＡＤＳＬ フレッツＩＳＤＮ

固定資産 ①ＲＡＳ 直接賦課 ◎ ◎ ◎

②収容局ルータ 設計帯域比設計帯域比 ○ ○ ○

③ＡＴＭ装置 設計帯域比設計帯域比 － ○ ○

④電力設備等 上記①～③資産額
の合計額比

○ ○ ○

➣➣ネットワークの設計時に各サービスごとに必要と判断した帯域ネットワークの設計時に各サービスごとに必要と判断した帯域
【凡例】◎：直課 ○：配賦

➣上記で算出した機能ごとの資産額の合計額比を用いて、各機能に費用を配賦。

【凡例】◎：直課、○：配賦

主な対象設備 配賦基準 Ｂフレッツ フレッツＡＤＳＬ フレッツＩＳＤＮ

費用 償却費
除却費

①ＲＡＳ、②収容局
ルータ、③ＡＴＭ装置、
④電力設備等

上記①～④の資産
額の合計額比

○ ○ ○

④電力設備等

施設保全費
共通費

管理費等

上記①から④の資産
額の合計額比

○ ○ ○



15メガデータネッツ（データ伝送機能）の接続料算定（低減率）メガデータネッツ（データ伝送機能）の接続料算定（低減率）
メガデータネッツ（データ伝送機能）の接続料は、速度（帯域）保証型（クラス１）と一部速度（帯域）保証型（クラス２）でそれぞれ品目（速度）毎に接続料を設定。

接続料は、６４ｋｂｐｓの接続料を設定し、品目毎に算定した速度換算係数を乗じて設定。ただし、クラス２では、利用可能な非保証帯域に見合う低減率を考慮。接続料は、６４ｋｂｐｓの接続料を設定し、品目毎に算定した速度換算係数を乗じて設定。ただし、クラス２では、利用可能な非保証帯域に見合う低減率を考慮。

速度換算係数とは、６４ｋｂｐｓを１単位として、回線容量（ｃｈ）に低速系伝送パスに対する高速系伝送パスの効率性を反映した係数。

□速度換算係数

データ伝送機能（メガデータネッツ）の速度換算係数は、１３５Ｍｂｓの伝送パスの収容率を１００％とした場合に得られる品目（速度）毎の

実績収容率を基に品目毎に効率性を算定し、各品目の回線容量に当該効率性を乗じて算定。

【算定式】 速度換算係数速度換算係数 ＝ 回線容量 × 効率性

□具体的算定方法のイメージ（数値は仮定値）

６４ｋｂｐｓ ５Mｂｐｓ １３５Ｍｂｐｓ

①品目（速度）毎収容率 ５０％ ７０％ １００％

速度保証型（クラス１）の
５Ｍｂｐｓ接続料設定イメージ

②品目（速度）別効率性
（６４ｋ伝送パスを１とした場合の上位伝送パスの効率性）

１
(0.5/0.5)

０．７１
(0.50/0.70)

０．５０
(0.50/1.00)

③回線容量（ｃｈ） １ ７０ ２０００

④速度換算係数（②×③） １ ５０ １０００

① ６４ｋｂｐｓ接続料：△△円／回線・月

② ５０（速度換算係数）×①

③ ５Ｍｂｐｓ接続料：□□（＝②）円／回線・月

④速度換算係数（②×③） １ ５０ １０００

速度一部保証型（クラス２）は、保証帯域と非保証帯域を勘案し設定。

□低減率（速度一部保証：クラス２に適用）

①非保証帯域

非保証帯域の全てを確保するような設備構築をしていないため、非保証

帯域の速度換算係数は現実に利用可能な帯域となるよう低減率を加味。

【クラス２の速度換算係数の算定式】
① 保証帯域の速度換算係数速度換算係数

②非保証帯域

③保 帯域

②①

③

④【低減率の算定式】
①：契約上の非保証帯域

低減率＝②÷①
① 保証帯域の速度換算係数速度換算係数

②② 非保証帯域の速度換算係数非保証帯域の速度換算係数

②：右図の②：右図の①の速度換算係数①の速度換算係数××低減率低減率

③③ クラス２の速度換算係数＝①＋②クラス２の速度換算係数＝①＋②

③保証帯域
③

②：非保証帯域用で現実に利用可能な帯域
③：保証帯域
④：メガデータネッツ（クラス２）用の帯域



16接続料設定の単位（需要）について接続料設定の単位（需要）について

単位単位 機能機能 単位単位 機能機能

➣➣帯域透過端末回線伝送機能（ドライカッパ）帯域透過端末回線伝送機能（ドライカッパ）
➣➣帯域分割端末回線伝送機能帯域分割端末回線伝送機能

（ラインシェアリング）（ラインシェアリング）
➣➣基地局設備用端末回線伝送機能基地局設備用端末回線伝送機能

１通信ごと１通信ごと
＋＋

１秒ごと１秒ごと

➣➣加入者交換機能（ＧＣ交換機）加入者交換機能（ＧＣ交換機）
➣➣市内伝送機能（ＧＣ－ＧＣ間回線）市内伝送機能（ＧＣ－ＧＣ間回線）
➣➣中継交換機能（ＩＣ交換機）中継交換機能（ＩＣ交換機）

１回線１回線
ごとごと

基地局設備用端末回線伝送機能基地局設備用端末回線伝送機能
（ＰＨＳ基地局回線）（ＰＨＳ基地局回線）

➣➣光信号端末回線伝送機能光信号端末回線伝送機能
（加入ダークファイバ）（加入ダークファイバ）

➣➣総合デジタル通信端末回線伝送機能総合デジタル通信端末回線伝送機能
（ＩＮＳ１５００のキャリアズレ ト）（ＩＮＳ１５００のキャリアズレ ト）

１秒ごと１秒ごと

➣➣加入者交換機共用トランクポート機能加入者交換機共用トランクポート機能
（ＧＣ－ＩＣ間トランクポート）（ＧＣ－ＩＣ間トランクポート）

➣➣中継交換機共用トランクポート機能中継交換機共用トランクポート機能
（ＩＣ－ＩＣ間トランクポート）（ＩＣ－ＩＣ間トランクポート）（ＩＮＳ１５００のキャリアズレート）（ＩＮＳ１５００のキャリアズレート）

➣➣通信路設定伝送機能（専用線）通信路設定伝送機能（専用線）
➣➣データ伝送機能（メガデータネッツ）データ伝送機能（メガデータネッツ）

通信速度ごとに通信速度ごとに
区分した上で区分した上で

回線ごとに料金設定回線ごとに料金設定

（ＩＣ ＩＣ間トランクポ ト）（ＩＣ ＩＣ間トランクポ ト）
➣➣中継伝送共用機能（ＧＣ－ＩＣ間共用回線）中継伝送共用機能（ＧＣ－ＩＣ間共用回線）
➣➣公衆電話機能公衆電話機能

１通信ごと１通信ごと
➣➣優先接続機能（マイライン）優先接続機能（マイライン）

１回線ごとに１回線ごとに
１メートル当たり１メートル当たり

➣➣光信号中継伝送機能光信号中継伝送機能
（（中継ダークファイバ、局内光ファイバ）中継ダークファイバ、局内光ファイバ） １信号ごと１信号ごと ➣➣信号伝送機能（共通線信号網）信号伝送機能（共通線信号網）

１通信ごと１通信ごと
➣➣優先接続機能（マイライン）優先接続機能（マイライン）
➣➣手動交換機能（１０４）手動交換機能（１０４）

１装置・１設備１装置・１設備 ➣➣ＯＬＴＯＬＴ（（Optical Line TerminalOptical Line Terminal））（光信号伝送装置）（光信号伝送装置）

１Ｂﾁｬﾝﾈﾙ又は１Ｂﾁｬﾝﾈﾙ又は
２３Ｂ＋Ｄﾁｬﾝﾈﾙ２３Ｂ＋Ｄﾁｬﾝﾈﾙごとごと

➣➣折返し通信路設定機能（ＩＳＭ）折返し通信路設定機能（ＩＳＭ）

複数回線ごと複数回線ごと

➣➣加入者交換機専用トランクポート機能加入者交換機専用トランクポート機能
（（ＧＣ－ＰＯＩ間トランクポート）ＧＣ－ＰＯＩ間トランクポート）

➣➣加入者交換機接続伝送専用機能加入者交換機接続伝送専用機能
（ＧＣ－ＰＯＩ間回線）（ＧＣ－ＰＯＩ間回線）

中継交換機専 ポ 機能中継交換機専 ポ 機能
１装置 １設備１装置 １設備

ごとごと
➣➣メディアコンバータメディアコンバータ
➣➣光信号多重分離機能（局内スプリッタ）光信号多重分離機能（局内スプリッタ）

複数回線ごと複数回線ごと
（例：２４回線ごと）（例：２４回線ごと）

➣➣中継交換機専用トランクポート機能中継交換機専用トランクポート機能
（ＩＣ－ＰＯＩ間トランクポート）（ＩＣ－ＰＯＩ間トランクポート）

➣➣中継伝送専用機能中継伝送専用機能（ＧＣ－ＰＯＩ間専用回線）（ＧＣ－ＰＯＩ間専用回線）
➣➣中継交換機接続伝送専用機能中継交換機接続伝送専用機能

（ＩＣ－ＰＯＩ間専用回線）（ＩＣ－ＰＯＩ間専用回線）
１案内ごと１案内ごと ➣➣番号案内サービス接続機能番号案内サービス接続機能

１ポートごと１ポートごと
（収容局ルータに（収容局ルータにおける１おける１
ＩＰＩＰ通信網収容装置ごと）通信網収容装置ごと）

➣➣ルーティング伝送機能（地域ＩＰ網）ルーティング伝送機能（地域ＩＰ網）

（ＩＣ ＰＯＩ間専用回線）（ＩＣ ＰＯＩ間専用回線）

１接続３分までごと１接続３分までごと
＋＋

１成功検索ごと１成功検索ごと
➣➣番号データベース接続機能番号データベース接続機能



17電気通信事業における会計制度の枠組み電気通信事業における会計制度の枠組み

対象事業者対象事業者 目的目的 作成書類作成書類対象事業者対象事業者

➣➣貸借対照表貸借対照表
➣➣損益計算書損益計算書
➣➣株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書
➣➣個別注記表個別注記表

目的目的 作成書類作成書類

電気通信事業電気通信事業
会計会計

①基礎的電気通信役務を提供する事業者①基礎的電気通信役務を提供する事業者
（ＮＴＴ東西、ＫＤＤＩ、ＣＡＴＶ事（ＮＴＴ東西、ＫＤＤＩ、ＣＡＴＶ事業者等業者等
２７社２７社））

②指定電気通信役務を提供する事業者②指定電気通信役務を提供する事業者
（ＮＴＴ東西）（ＮＴＴ東西）

➣➣会計の基準の確立会計の基準の確立

➣➣①・②の事業者の①・②の事業者の財政状態及び財政状態及び
経営成績を明らかにし、もって基経営成績を明らかにし、もって基
礎的電気通信役務及び指定電気礎的電気通信役務及び指定電気
通信役務に関する料金の適正な通信役務に関する料金の適正な

➣➣個別注記表個別注記表
➣➣固定資産等明細表固定資産等明細表
➣➣関係会社投資明細表関係会社投資明細表
➣➣有価証券明細表有価証券明細表
➣➣社債明細表社債明細表
➣➣借入金等明細表借入金等明細表会計会計 （ＮＴＴ東西）（ＮＴＴ東西）

③禁止行為等規定適用事業者③禁止行為等規定適用事業者
（ＮＴＴ東西、ＮＴＴドコモ）（ＮＴＴ東西、ＮＴＴドコモ）

通信役務に関する料金の適正な通信役務に関する料金の適正な
算定に資すること算定に資すること

➣➣③の事業者の財政状態及び経③の事業者の財政状態及び経
営成績を明らかにすること営成績を明らかにすること

➣➣借入金等明細表借入金等明細表
➣➣引当金明細表引当金明細表
➣➣電気通信事業費用明細表電気通信事業費用明細表
➣➣基礎的電気通信役務損益明細表基礎的電気通信役務損益明細表
➣➣指定電気通信役務損益明細表指定電気通信役務損益明細表
➣➣移動電気通信役務損益明細表移動電気通信役務損益明細表

85年事業法制定
により導入

移動電気通信役務損益明細表移動電気通信役務損益明細表
➣➣附帯事業損益明細表附帯事業損益明細表
➣➣その他重要事項明細表その他重要事項明細表

第 種指定電気通信設備を第 種指定電気通信設備を

➣➣第一種指定電気通信設備との第一種指定電気通信設備との
接続に関する会計の整理の方接続に関する会計の整理の方
法を定めること法を定めること

➣➣接続会計財務諸表接続会計財務諸表
・損益計算書・損益計算書

接続会計接続会計
第一種指定電気通信設備を第一種指定電気通信設備を

設置する事業者設置する事業者
（ＮＴＴ東西）（ＮＴＴ東西）

法を定めること法を定めること

➣➣第一種指定電気通信設備との第一種指定電気通信設備との
接続に関する収支の状況等を明接続に関する収支の状況等を明
らかにし、もって接続料の適正ならかにし、もって接続料の適正な
算定に資すること算定に資すること

・・使用平均資本及び資本報酬計算書使用平均資本及び資本報酬計算書
・固定資産帰属明細表・固定資産帰属明細表
・設備区分別費用明細表・設備区分別費用明細表

➣➣参考情報等参考情報等97年事業法改正
により導入により導入



18接続会計の概要接続会計の概要

電気通信事業会計電気通信事業会計

電気通信事業

営業損益

営業収益 営業費用 営業利益

●●円 ▲▲円 ××円

営業費 運用費 施設保全費 共通費 管理費 減価償却費

固定資産除却費

試験研究費 通信設備使用料

租税公課

接続会計接続会計
電気通信事業会計の営業費用を管理部門と利用部門の設備区分に帰属

端
末
系
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線

送
路

専
用
加

装
置
伝

専
用
線

公
衆
電

専
用
線

網
改
造

県
間
伝

端
末
設

機
械
設

付
加
機

サ
ー
ビ

主に

接続会計接続会計

系
伝
送
路
（電
気
信
号

外
県
内
伝
送
路

系
伝
送
路
（
光
信
号
の

線
盤
（
光
信
号
の
伝
送

線
盤
（電
気
信
号
の
伝

線
盤
～
端
末
系
交
換

系
交
換
設
備
（
主
と
し

用
い
ら
れ
る
も
の
）

系
交
換
設
備
（
主
と
し

に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

系
交
換
設
備
間
伝
送

ン
デ
ム
交
換
設
備
～
端

ン
デ
ム
交
換
設
備

系
交
換
設
備
～
中
継

系
交
換
設
備
～
中
継

回
線
）

系
交
換
設
備
（
主
と
し

用
い
ら
れ
る
も
の
）

系
交
換
設
備
（
主
と
し

に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

系
交
換
設
備
～
相
互

門
交
換
機
）

網
設
備

連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｓ
接
続
装
置

デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者

加
入
者
線
装
置
モ
ジ

線
ノ
ー
ド
装
置

線
盤
～
専
用
加
入
者

加
入
者
線
装
置
モ
ジ

伝
送
路

線
ノ
ー
ド
装
置
～
相
互

電
話
設
備

線
ノ
ー
ド
装
置
～
専
用

造
料

伝
送
路

設
備

設
備

機
能
使
用
料
、
雑
収

ビ
ス
活
動

専用

音声

号
の
伝
送
に
係
る
も
の

の
伝
送
に
係
る
も
の
）

送
に
係
る
も
の
）

伝
送
に
係
る
も
の
）

換
設
備
伝
送
路

し
て
音
声
伝
送
役
務
の

し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務

）路端
末
系
交
換
設
備
伝

継
系
交
換
設
備
伝
送
路

継
系
交
換
設
備
伝
送
路

し
て
音
声
伝
送
役
務
の

し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務

）
互
接
続
点
伝
送
路
（
分

モ
ジ
ュ
ー
ル

ュ
ー
ル

者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
伝

ュ
ー
ル
～
専
用
線
ノ
ー

互
接
続
点
伝
送
路

用
線
ノ
ー
ド
装
置
伝

入
等
控
除
項
目

ﾃﾞｰﾀ伝送

の提供に
用いられる

設備

の
）

） の
提

務
の

伝
送
路

路路の
提

務
の

分
離 伝ー

ド

伝
送
路

利
用

〔収益〕

接続料等振替網使用料 音声伝送収入 専用・データ収入管
理

〔収益〕

その他
用
部
門振替網使用料

理
部
門

〔費用〕〔費用〕
営業費用営業費用

利用部門の接続料相当
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固定資産取得価額固定資産取得価額固定資産取得価額固定資産取得価額
減価償却累計額減価償却累計額
減価償却費減価償却費
固定資産除却費固定資産除却費

施設保全費施設保全費 通信設備使用料通信設備使用料
租税公課租税公課

試験研究費試験研究費 運用費運用費 営業費営業費共通費共通費管理費管理費電気通信
事業会計

主要設備

活動支援

支援設備
設備への帰
属の明確な
営 業 費

試験研究 全般管理 サービス
活 動

①
営 業 費
運 用 費

活 動

②

③
④

接続会計

管 理 部 門 利 用 部 門

指
定

県
間

端
末

機
械

付
加

サ
ー

端
末

の
）

端
末

も
の

主
配

主
配

主
配

端
末

の
提

端
末

務
の

端
末

群
タ

伝
送

群
タ

端
末

路端
末

路
（

中
継

の
提

中
継

務
の

中
継

（分信
号

呼
関

番
号

Ｐ
Ｈ

総
合

専
用

専
用

主
配

伝
送

専
用

ノ
ー

専
用

公
衆

専
用

伝
送

網
改

③

定
外
県
内
伝
送
路

間
伝
送
路

末
設
備

械
設
備

加
機
能
使
用
料
、
雑
収
入
等

ー
ビ
ス
活
動

末
系
伝
送
路
（電
気
信
号
の

末
系
伝
送
路
（光
信
号
の
伝

の
）

配
線
盤
（光
信
号
の
伝
送
に

配
線
盤
（電
気
信
号
の
伝
送

配
線
盤
～
端
末
系
交
換
設
備

末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

末
系
交
換
設
備
（主
と
し
て

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の

末
系
交
換
設
備
間
伝
送
路

タ
ン
デ
ム
交
換
設
備
～
端
末

送
路

タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

末
系
交
換
設
備
～
中
継
系
交

末
系
交
換
設
備
～
中
継
系
交

斜
回
線
）

継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の
）

継
系
交
換
設
備
（主
と
し
て

の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
も
の

継
系
交
換
設
備
～
相
互
接
続

離
型
関
門
交
換
機
）

号
網
設
備

関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ

用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー

用
線
ノ
ー
ド
装
置

配
線
盤
～
専
用
加
入
者
線
装

送
路

用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー

ー
ド
装
置
伝
送
路

用
線
ノ
ー
ド
装
置
～
相
互
接

衆
電
話
設
備

用
線
ノ
ー
ド
装
置
～
専
用
線

送
路

改
造
料

等
控
除
項
目

の
伝
送
に
係
る
も

伝
送
に
係
る

に
係
る
も
の
）

送
に
係
る
も
の
）

備
伝
送
路

て
音
声
伝
送
役
務

て
デ
ー
タ
伝
送
役

の
）

末
系
交
換
設
備

交
換
設
備
伝
送

交
換
設
備
伝
送

て
音
声
伝
送
役
務

て
デ
ー
タ
伝
送
役

の
）

続
点
伝
送
路

ジ
ュ
ー
ル

ー
ル装

置
モ
ジ
ュ
ー
ル

ー
ル
～
専
用
線

接
続
点
伝
送
路

線
ノ
ー
ド
装
置
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①電気通信事業会計規則の定めに従って整理された費用及び資産を、接続会計で設
定された活動及び活動支援へ帰属させ さらに活動支援は各活動へ帰属させる

②「支援設備」「試験研究」及び「全般管理」に整理した費用及び資産を、「主要設備」
「設備への帰属の明確な営業費・運用費」及び「サービス活動」へ帰属させる

固定資産取得価額
減価償却累計額
減価償却費
固定資産除却費

施設保全費 営業費
通信設備使用料
租税公課

試験
研究費

共通費 運用費管理費

営業費用及び資産の把握

主要設備 支援設備

設 備 へ の 帰
属 の 明 確 な
営 業 費

運 用 費

試験研究 全般管理
サービス
活動

活動
（活動支援を含む。）

定された活動及び活動支援へ帰属させ、さらに活動支援は各活動へ帰属させる。 「設備への帰属の明確な営業費 運用費」及び「サ ビス活動」へ帰属させる。

主要設備

活動支援

支援設備 設備への帰
属の明確な
営 業 費
運 用 費

試験研究 全般管理 サービス
活 動

活動への分類
サービス
活動

活動ドライバーにより帰属

主要設備

端末系
伝送路 主配線盤

端末系
交換設備

・・・・・ 端末設備

例．

電力 ⇒仕様電力値

試験受付⇒故障件数

総合監視⇒監視対応件数

設備への帰

属の明確な
営 業 費

運 用 費主
要

活動支援帰属基準
により関連する
活動へ帰属

例:建物⇒占有面積、

稼働人員数

電気通信ネットワークの重要
機能を果たしている設備

運 用 費

主要設備をサポート

する設備又は業務

支店における総務等

の共通的業務及び本

社等管理部門の業務

ユ－ザへの

サ－ビス提

供に係る費

用

支援設備

試験研究

例．

ｲﾝﾌﾗ系⇒当年度取得固
定資産価額比

ﾕｰｻﾞ系⇒利用部門直課

例．
医療(健康管理)⇒稼働人員数
経理⇒仕訳レコ－ド数、支出額
一般管理部門⇒支出額

例．

番号案内
⇒番号案内ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽへ直課

回線ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽ管理
⇒端末系伝送路へ直課

要
設
備
等
へ
帰
属

全般管理

④ 「設備への帰属の明確な営業費・運用費」に整理した費用及び資産を接続会計規
則に定める「設備区分」等へ帰属させる。

端
末

主
配

端
末

番
号

番
号

通
信

伝
送

専
用

専
用

機
械

番
号

呼
関

サ―

ビ

群
タ

総
合

Ｐ
Ｈ
Ｓ

主
配

公
衆

地
中

市
外

中
継

信
号

無
線

遠
隔

主
配
線

入
者
線

中
継

中
継

端
末

端
末

端
末

端
末

番
号

主要設備

③「主要設備」に整理した費用及び資産を接続会計規則に定める「設備区分」へ帰属させる。

専用線回線管理
一般営業
広 報

番号案内

設備への帰属の明確な営業費・運用費

取得固定資産価額比

料 金 請 求

回線ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ管理

末
系
交
換
設
備
（デ―

タ
）

配
線
盤
（Ｍ
Ｄ
Ｆ
）

末
設
備

号
案
内
設
備
（案
内
台
）

号
案
内
設
備
（Ａ
Ｎ
Ｇ
Ｅ
Ｌ
セ
ン
タ
）

信
衛
星
設
備

送
機
械
設
備

用
線
ノ―

ド
装
置

用
加
入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ―

ル

械
設
備

号
案
内
設
備
（交
換
機
）

関
連
デ―

タ
ベ―

ス
（Ｐ
Ｈ
Ｓ
用
）

ビ
ス
制
御
設
備

タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入
者
モ
ジ
ュ―

ル

Ｓ
接
続
装
置

配
線
盤
（Ｆ
Ｔ
Ｍ
）

衆
電
話
設
備

中
設
備

外
線
路
設
備

継
線
路
設
備

号
網
設
備

線
機
械
設
備

隔
加
入
者
線
多
重
伝
送
装
置

線
盤
～
端
末
系
交
換
設
備
伝
送
路
・専
用
加

線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル

継
系
交
換
設
備
（音
声
）

継
系
交
換
設
備
（デ―

タ
）

末
系
交
換
設
備
（音
声
）

末
系
伝
送
路
（共
通
）

末
系
伝
送
路
（光
）

末
系
伝
送
路
（メ
タ
ル
）

号
案
内
設
備
（Ｔ
Ｄ
Ｉ
Ｓ
）

管 理 部 門 利 用 部 門

指
定
外
県
内
伝
送
路

県
間
伝
送
路

端
末
設
備

機
械
設
備

付
加
機
能
・雑
収
入
等

サ
ー
ビ
ス
活
動

端
末
系
伝
送
路
（電
気

端
末
系
伝
送
路
（光
信

の
）

主
配
線
盤
（光
信
号
の

主
配
線
盤
（電
気
信
号

主
配
線
盤
～
端
末
系

端
末
系
交
換
設
備
（主

供
に
用
い
ら
れ
る
も
の

端
末
系
交
換
設
備
（主

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も

端
末
系
交
換
設
備
間

群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

路群
タ
ン
デ
ム
交
換
設
備

端
末
系
交
換
設
備
～

端
末
系
交
換
設
備
～

（斜
回
線
）

中
継
系
交
換
設
備
（主

供
に
用
い
ら
れ
る
も
の

中
継
系
交
換
設
備
（主

提
供
に
用
い
ら
れ
る
も

中
継
系
交
換
設
備
～

型
関
門
交
換
機
）

信
号
網
設
備

呼
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

番
号
案
内
デ
ー
タ
ベ
ー

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続
装
置

総
合
デ
ジ
タ
ル
網
加
入

専
用
加
入
者
線
装
置

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置

主
配
線
盤
～
専
用
加

送
路

専
用
加
入
者
線
装
置

装
置
伝
送
路

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
～

公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
～

路網
改
造
料

設備区分

管 理 部 門 利 用 部 門

指
定
外
県
内

回線数比・トラヒック比等により各設備区分へ帰属

県
間
伝
送
路

端
末
設
備

機
械
設
備

付
加
機
能
使

サ
ー
ビ
ス
活

端
末
系
伝

の
）

端
末
系
伝

も
の
）

主
配
線
盤

主
配
線
盤

主
配
線
盤

端
末
系
交

の
提
供
に
用

端
末
系
交

務
の
提
供
に

端
末
系
交

群
タ
ン
デ
ム

伝
送
路

群
タ
ン
デ
ム

端
末
系
交

路端
末
系
交

路
（斜
回
線

中
継
系
交

の
提
供
に
用

中
継
系
交

務
の
提
供
に

中
継
系
交

（分
離
型
関

信
号
網
設

呼
関
連
デ
ー

番
号
案
内

Ｐ
Ｈ
Ｓ
接
続

総
合
デ
ジ
タ

専
用
加
入

専
用
線
ノ
ー

主
配
線
盤

伝
送
路

専
用
加
入

ノ
ー
ド
装
置

専
用
線
ノ
ー

公
衆
電
話

専
用
線
ノ
ー

伝
送
路

網
改
造
料

設備区分

等
控
除
項
目

気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

信
号
の
伝
送
に
係
る
も

の
伝
送
に
係
る
も
の
）

号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

交
換
設
備
伝
送
路

主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務
の
提

の
）

主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務
の

も
の
）

伝
送
路

備
～
端
末
系
交
換
設
備
伝
送

備中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

中
継
系
交
換
設
備
伝
送
路

主
と
し
て
音
声
伝
送
役
務
の
提

の
）

主
と
し
て
デ
ー
タ
伝
送
役
務
の

も
の
）

相
互
接
続
点
伝
送
路
（分
離

スー
ス

入
者
モ
ジ
ュ
ー
ル

モ
ジ
ュ
ー
ル

入
者
線
装
置
モ
ジ
ュ
ー
ル
伝

モ
ジ
ュ
ー
ル
～
専
用
線
ノ
ー
ド

～
相
互
接
続
点
伝
送
路

～
専
用
線
ノ
ー
ド
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